
 

記録 小池都政とその財政運営 

―2 期 8 年間(2016 年 7月～2024 年 2 月)の検証― 

                               木 内 征 司 

 

1 はじめに 

 2016(平成 28)年 7 月末に実施された東京都知事選挙において小池百合子氏が当選し、都

知事に就任した。 

東京都は 2024(令和 6)年 1 月下旬に「令和 6 年度当初予算案」を公表した。予算案は小

池知事が編成した当初予算としては 8度目に当たる。一般会計の規模は 8.5 兆円で、予算額

は 3 年連続して過去最高を更新した。予算の目玉とも言うべき新規事業は高校授業料の実

質無償化、所得制限を撤廃した無償化(私立分 600 億円(前年度 142 億円)、都立分 41 億円

(授業料収入の減))であり、公立学校給食費の負担軽減、区市町村が保護者の給食費負担を

軽減した場合にその軽減額の 1／2 を区市町村に補助する給食費の負担軽減(239 億円、外に

都立特別支援学校等分 20億円)である。7 月には都知事選が予定されるなか、予算を年間総

合予算として編成したことは小池氏が 3 選に出馬するとの意思の表れとも見ることもでき

る。勿論、氏の意識のなかには「時至らば」の思いも強いかもしれないが…。小池知事の下

で編成された予算は概ね好調な税収に支えら、次々と新規事業を打ち出すことができ、その

財政運営は一言でいえば「幸運」であったと総括できる。 

前年度の「令和 5 年度当初予算」でも、新たに「子ども手当(月 5,000 円、予算額 1,261

億円)」、都ではこれを「018 サポート」とネーミングした給付を創設している。これもまた、

所得制限なしで実施したが、東京都も、そして自治体は残念ながら制度的には税制による所

得再配分機能を権能として有していないなか、それは相対的に所得が高い階層にも給付が

なされこととなり、結果として所得格差を広げることとなる。そうしたことから、自治体の

給付においては「所得制限」を付さざるを得ない。それを公表した時期には、国において「異

次元の少子化対策」の議論が始まり、その言葉がしばしばマスコミで報じられていた 1)。

小池知事はその動きを先取りするが如く、都単独の「子ども手当」の創設を表明したが、そ

の時々に耳目を集めている事柄を新規施策としていち早く打ち出すのも小池知事の財政運

営の特徴と言える。 

小池知事が就任してはや 7 年半が経過したが、ここでは、この間の財政運営について、そ

の背景となる社会経済環境や政治動向、都政の課題などとの関連にも触れつつ、その内容や

特徴、問題点などを編年的に記録し、それを検証したい。 

 

＊ 本稿の情報はインターネット情報を含め原則として 2024 年 2月末までとしたが、必要



に応じそれ以降 5月までの情報を取り込んだ。 

 

1) 「こども未来戦略」(2023.12 閣議決定)で、国は 2024(R6)年 10 月から児童手当の所得

制限を撤廃することなどともに、中学生までである支給期間を高校生年代までに延長す

ることとした。一方、給付の拡充に対応して、それと税制との調整を図るため、16 歳～

18歳に係る扶養控除(所得税・住民税)の見直しが議論されていた。「令和 6年度与党税制

改正大綱」では、児童手当の支給期間の延長が満年度化した後に、16歳～18歳に係る扶

養控除を引下げることとした。控除の引き下げ後でも、全ての年収世帯で児童手当の支給

額を合せると、トータルでプラスになる。 

 

2－1 任期途中で辞めた石原知事～カネ絡みで短命に終わった猪瀬・舛添両知事 

 小池知事の下での財政運営を述べる前に、まずはその誕生の要因ともなるその前史を振

り返る。 

2011(H23)年４月 石原慎太郎知事４選  

石原知事は後継に擬せられていた松沢成文前神奈川県知事では、既に立候補を表明し

ていた東国原英夫元宮崎県知事に負ける可能性が高いとして、自らの引退を撤回し出馬。

東国原氏や飲食店チェーンなどを経営する渡辺美樹氏を破って当選。 

2012(H24)年 10 月 石原知事の突然の辞任表明 

石原氏は知事の任期がなお２年半残っていたが、13 年半にわたる知事職を退いた。そ

の理由は衆議院選がその年 12 月に予定されているなか、平沼赳夫衆議院議員などととも

に新党(太陽の党)を立ち上げ、日本維新の会と連携を模索しつつ、国政に復帰するためで

あるが、自らの“夢”の実現を期待した故かは定かではない。後継には氏が招聘した猪瀬直

樹副知事を指名。 

2012(H24)年 12 月 衆議院選で自民党(安倍晋三総裁)が野田佳彦首相率いる民主党(当時) 

に圧勝し、政権交代。太陽の党は日本維新の会に合流し、石原氏がその代表に就き、氏は

比例東京ブロックから立候補し当選。維新は民主党に次ぐ第 3 党に躍進したが、首都圏

での石原効果は限定的で、自公連立政権の下ではその存在感は相対的に低く、石原氏が描

いたであろうシナリオは実現できなかった。小池百合子氏は東京 10区で立候補し、当選。 

2012(H24)年 12 月 衆院選と同日に行われた東京都知事選挙で、自民党などが推した猪瀬 

直樹氏が弁護士の宇都宮健児氏や松沢成文氏を大きく引き離し、都知事選では史上最多 

の 434 万票を獲得して当選。 

2013(H25)年 12 月 猪瀬知事が辞任を表明 

先の知事選に際し、徳洲会グループから 5,000 万円の資金の提供を受けていたことが 

明らかになり、それについて都議会で追及され答弁に窮するなか、辞職せざるを得なくな

った。 

2014(H26)年 2月 都知事選で自民党などが支援した舛添要一氏が宇都宮健児氏、元首相   



の細川護熙氏や元航空幕僚長の田母神俊雄氏を破り当選。 

2016(H28)年 6月 舛添知事が辞任を表明 

高額な海外出張費や公用車の使い方を都議会で追及され、さらには国会議員時代の政

治資金の私的利用疑惑なども明らかになり、7 月に予定されていた参院選への影響も懸念

されるなか、不信任決議案の可決が見込まれ、辞職。高額な海外出張費については、かつ

て石原知事も、出張先がガラパゴス諸島など、私的な興味とも言い得る場所であったこと

もあり、批判されたことがあった。 

 

石原知事の任期を残しての自己都合での辞職、さらには猪瀬・舛添両知事と 2代続けて 

「政治とカネ」を巡る疑惑で任期途中の辞職と不祥事が続き、都政に向けられた都民・有権

者の批判は強く、この間都議会与党であった自民・公明にとって、来るべき都知事選は厳し

いものになることが予測された。 

 

2－2 国政の場、細川護熙から小沢一郎、小泉純一郎の各氏の下での歩み 

 小池氏が社会的に知られるようになったのは竹村健一氏の TV番組のアシスタントを務 

めた時から、その後 TVのニュース番組のメイン・キャスターとなり、その認知度は一層高 

まった。 

 政治家としてのスタートは日本新党であった。1992(H4)年 7月の参院選に細川護熙前熊 

本県知事が結党した日本新党の比例区(当時)候補として立候補し初当選。 

 翌 1993(H5)年 7 月の衆院選で出身地である兵庫県の選挙区に鞍替えし当選した。この選 

挙では、後年「希望の党」を立ち上げた際に相謀った民進党代表であった前原誠司氏が同じ 

日本新党で初当選した。翌 8月には、非自民・非共産の細川内閣が成立した。 

日本新党の解党(1994 年)後は新進党に参加、新進党では小沢一郎氏が幹事長、後党首で 

あったが、新進党の解党後は小沢氏が党首であった自由党に所属。その後小沢氏と袂分かっ

て保守党(扇千景党首)に二階俊博議員などとともに所属。 

2002(H14)年 12 月自民党に入党した。2003(H15)年 9月に小泉純一郎内閣で環境大臣に 

就任。2005(H17)年 8 月、「郵政解散」で郵政民営化反対派の現職がいる東京 10区に志願し 

て、“刺客”として兵庫から国替えして立候補し当選。以降、同選挙区で当選(但し 1 回は比

例復活当選)し、当選は参院 1回・衆院 8回を数える。 

2007(Ｈ19)年 7 月、安倍晋三内閣(第 1 次)で女性初の防衛大臣に就任。 

2008(Ｈ20)年の福田康夫総裁の辞任に伴う自民党総裁選に史上初の女性候補として出馬、 

麻生太郎氏に敗れ、与謝野馨氏に次ぐ 3 位に終わったが、その出馬はこの先も総理・総裁を

目指すことを鮮明に示すものであった。 

2010(H22)年には当時野党に転落していた谷垣禎一自民党総裁の下で、これも女性初の党

三役・総務会長に就任した。この時期までが自民党の国会議員としての上りの時期、そして

ピークであっただろう。 



民主党政権が 3 年 3 か月続いた後の第 2 次安倍内閣(2012(H24)年 12 月成立)以降では、

ある意味で“旬を過ぎ”、そのうえ無派閥でもあったことから、小池氏はポスト的にも恵まれ

ず、国政の場では居場所が狭くなったとも言える。過去に遡ると、1999(H11)年 4月石原慎

太郎氏は再選に出馬しなかった青島幸男知事(当時)後の都知事選に立ったが、25 年の永年

勤続表彰の謝辞で衆議院議員を辞する旨述べた氏の自民党内での当時の置かれた状況、総

理・総裁を目指したがそれも難しいという状況と小池衆院議員のそれとは、こと志と異なっ

た状況に納得でき得なかったと言う意味では同じ意識であったと言える。 

 

3－1 小池知事の誕生と「小池劇場」のはじまり 

 2016(H28)年 7 月 31 日に舛添知事の辞職を受けての都知事選が投開票され、先述の通り 

小池百合子氏が 291 万票を得て当選。小池氏は自民党籍のまま“崖から飛び降りた”と覚悟 

の程を語り、無所属で立候補し、自民・公明などの推薦を受けた増田寛也氏(179 万票)や民 

進・共産などの鳥越俊太郎氏(135 万票)を退けての初当選であった。 

選挙公約を選挙公報で見ると、小池候補はその決意で「24 年間の国政での経験」を述べ 

たうえ、「東京大改革宣言」として「都政の透明化、五輪・関連予算運営の適正化、行財政 

改革の推進」などをうたい、政策の柱に「ダイバーシティ―」、「セーフ・シティ―」、「スマ

ート・シティ―」の 3つ「シティ―」(カタカナでは同じだが、多様性を意味する「diversity」 

の「sity」と「city」を「シティ―」でくくることの不自然さを知りつつ)を据え、さらに「7 

つの 0 を目指します」とし、「待機児童・介護離職・残業・都道電柱・満員電車・多摩格差・ 

ペット殺処分」の「ゼロ」をあげているが、それは 3つの「シティ―」の実現に向けた目標 

値なのかもしれないが、その関連性は選挙公約では必ずしも明らかではない。 

 小池知事は初登庁後の記者会見で「都政改革本部」を設置することなどを述べ、「本部」 

はそのメンバーに運輸省出身で大阪都構想にも関わった上山信一慶大教授や知事の環境相 

時代の部下でもあった小島敏郎青学大教授などを顧問や参与に充て、彼らの主導のもと都 

庁職員も入れて 9月に始動した。テーマはオリンピック・パラリンピックの経費問題や築 

地市場の豊洲への移転などであり、知事は顧問らの意見を入れ、8月末には豊洲移転の延期 

を表明。さらには 9 月末にはオリ・パラの競技会場について宮城県や横浜市の既存施設を 

活用することなどにより施設整備費を見直すとするなど、既定の方針をくつがえすことを 

明らかにした。自らマスコミの関心をいわば焚き付け「劇場型都政」を演出した。その後、 

紆余曲折を経て、3 か月後の 12月にはオリ・パラの競技施設問題は関係者間の調整努力に 

より、経費の一部を見直したとのことをもって、顧問らの提言とは異なる元のサヤに収まっ 

た。豊洲移転については、「盛土問題」、環境基準を超えるベンゼンの検出などが報じられる 

なか、関係者が利害を異にする複数の市場関係団体、豊洲の地元である江東区、築地の中央 

区、さらに都議会各会派などなど、「舞台」で演ずる「役者」があまりに多く、「主役兼演出 

家」であったはずの知事や「脚本家」である顧問では「舞台回し」ができなくなった。「築 

地は守る、豊洲を活かす」との「基本方針」の下で臨んだ 2017(H29)年 7月の都議選で、 



小池氏が代表であった地域政党、「都民ファ―ストの会」が躍進し、8 月末には役割を終え 

たとも言える「基本方針」を事実上転換し、豊洲の追加工事費などを予算措置し、豊洲への 

移転に舵を切った。都議選の余勢を駆った 10月下旬の衆院選で、氏が主導して立ち上げた 

「希望の党」は敗北したが、それは 9 月末の「排除」発言もあって予想されたこと。そうし 

た政治状況の下、市場当局による関係者間の調整努力がようやく実り、12月中旬に至り、 

10か月後の 2018(H30)年 10 月に築地市場の閉場と豊洲市場の開場が正式に決定し、これ 

も元のサヤに収めることで着地した 2)。 

 この間の流れを振り返ってみると、競技施設にしろ、豊洲移転にしろ、問題提起はよしと 

しても、ある範囲内での着地点を見据えたうえでの発言でないなら、それは単なる「ちゃぶ 

台返し」に過ぎない。「ちゃぶ台返し」は、かつて青島幸男知事が東京臨海部で開催予定で 

あった「都市博覧会」を中止したが、それを批判的に語る言葉として使われた。都市博の開 

催の意味は措くとしても、中止も選択肢としてはあり得るし、青島知事は初志を貫徹したと 

も言える。それに対して、オリンピック・パラリンピックは中止することはもとより、競技 

会場の新設を他県の既存施設の利用に変更することも、その時点では、相当な“腕力”があっ 

てももはや困難であり、既定方針通りの競技施設での開催以外の選択肢はない。豊洲につい 

ても築地の現地改築ができないなか、さらに既に建物が出来上がっているなか、移転自体を 

否定することは出来ない。さすれば、既定方針に沿った「開催」と「移転」を前提としたう 

え、必要に応じて部分的な見直しを行う以外の選択肢はなく、「劇場化」すべきテーマでは 

ない。そもそも、自治体行政では「大向こう受け」を狙った「芝居」はあり得ないし、まし 

て「一度立ち止まって考える」などということは、それはまた政治的能力の拙さを露呈した 

もの言える。 

 

２) 澤 章「築地と豊洲」2020.3 都政新報社 著者は小池知事の下にあって市場移転に

直接携わった元都職員で、知事の変転する方針や行動を批判的に論じている。 

  東京都 HP「知事臨時記者会見テキスト」H29.12.20 

 

3－2 2016 年度の補正予算案と都財政についての小池知事の基本的な認識 

2016(H28)年度当初予算は舛添知事が編成した予算で、一般会計の規模は【表１】の通り、 

前年比 0.8%増の 7.0 兆円。都税は堅調な企業収益が見込まれることから 3.7%増の 5.2 兆

円、一方、都債についてはその発行を抑制するなど、総じて堅実な予算編成であった。一方、

「平成 28 年度税制改正」では、法人事業税について外形標準課税対象法人の所得割の引下

げと外形課税の割合の 5／8への拡大とともに、消費税・地方消費税の 10%段階への引上げ

に併せ、地域間の税源の「偏在是正」を名目に、法人住民税の交付税原資化を拡大すること

とした。この「偏在是正」による都税の減収は 5,100 億円に上ると見込まれた。消費税・地

方消費税の 8%から 10%への引上げは安倍晋三政権の下で 2 回延期され、「偏在是正措置」

の実施は 2019(R 元)年 10 月である。 



 小池知事が編成した最初の予算は第 3 回都議会定例会に提出した一般会計補正予算案(第

2 号)で、知事選の選挙公約に掲げた保育所の待機児解消を進めるため、新たに策定した「緊

急対策」の第 1 弾として、保育所整備費補助の拡充などをその内容とする 126 億円の予算

である。補正予算(第1号)は知事選及び都議補欠選挙に係る経費50億円の専決処分である。 

 小池知事が臨んだ最初の東京都議会は 9 月末に召集された第 3 回定例会である。その冒

頭の所信表明、民放番組で約 40分間異例の生中継された演説で、はじめに豊洲移転につい

て「都政は都民の信頼を失った」とし、「常に目的は、都民ファ―ストの都政の構築にあり

ます」3)と述べたうえ、都政改革本部の設置など公約に掲げた考え方を改めて表明した。代

表質問において、自民党は知事が都議会をその召集冒頭に解散 4)するとの発言、自民党都

連や都議会をブラックボックスだとする発言などに対し、対決姿勢で臨んでいる。財政運営

についての質問では、10数年前の石原知事の下での財政再建に触れたうえ、「都財政の歴史

は国との財源をめぐる争いの歴史でもあり…。強固な財政基盤の構築は、安定した都民サー

ビスの提供に必要不可欠であり、これは今回、126 億円もの補正予算を(積み立ててあった

基金を取り崩し、それを財源として)機動的に編成できたことからも明らかであります」と

質した。知事は、歳入の根幹をなす都税収入が景気変動の影響を受けやすいこと、地方交付

税の不交付団体であることから、「他の自治体以上に自律的な財政運営を行っていかなけれ

ばなりません」5)と、『自律的な財政運営』との言葉で、その運営に臨む自らの基本的な姿

勢を答弁したが、その姿勢がその後も貫徹されたかはいささか疑問である。公明党は私立高

校等の就学支援金制度の所得制限の緩和などを問うたのに対し、知事は前向きな答弁をし

た。質疑を通した都議会各会派と知事との距離感を報道で見ると、「VS.知事 違い鮮明」、

「自民苦言 他会派は一定評価」、「公明・都議会民進 批判なし」6)の題字から読み取れる

ように、自民党の立ち位置は野党、公明党などは知事選でのそれとは異なり与党色と言える。 

 

3) 「平成 28年東京都議会会議録第 11 号」H28.9.28 5頁 

4) 地方自治法第 178 条は議会が長の不信任決議案を可決した場合には、長は議会を解散

することができる旨規定している。この規定は憲法第 69条と同趣旨であるが、地方自治

法には憲法第 7 条を根拠とする衆議院の解散のような一般的な解散の規定はないので、

知事が「冒頭解散」を行うことはできない。議会が自主解散することは特例法により可能

である。 

5) 「平成 28年東京都議会会議録第 12 号」H28.10.4 89頁・96頁 

6) 朝日新聞東京面 2016.10.5  

 

3－3 「政党復活予算」の廃止 

 「小池劇場」がなお続くなか、都議会第 4 回定例会の召集直前の 11月下旬、知事は定例

記者会見で翌 2017 年度予算編成では、医師会などの各種団体の予算要望を知事自らもヒア

リングすることとともに、「復活予算」、知事はあえてこれを「政党復活予算」と述べた「復



活予算」を廃止することを明らかにした。この時の記者会見では、豊洲市場の整備に関して

の一連の対応を地方公務員法上の「信用失墜行為」に当たるとして、関係職員を懲戒処分す

ると述べた。記者会見で、「復活予算」の廃止の理由を問われた知事は「都民を代表する都

議会の皆様方につきましては、(従前同様)ヒアリングをさせていただく…。ただ、全部を丸

投げして、そこの中で予算を変えていくということについては、むしろもっと明確化をして

いく必要もあろう…」と答えているが、「復活予算」の調整過程は実態的には「丸投げ」に

は当たらず、その表現はミスリードを招くものである。 

 東京都の当初予算編成における「予算要望から予算案の公表まで」の流れを整理してみる

と、これまでは 

 

  医療・福祉関係団体、        所 管 局        

  中小企業関係団体など     →  都議会各会派    →  知  事 

  特別区長会・市長会・町村会 

                   

であり、具体的には、 

1 東京都の予算と密接に関連する法人などで構成される各種の団体や特別区長会等は 

①事業を所管する各局に対し予算要望書を提出、ヒアリングを通して要望内容を説明 

②併せて、関係する都議会各会派のヒアリングで要望内容を説明 

 ２ 事業を所管する各局は 

  ③各種団体等の要望をも考慮したうえ、所管する予算の見積書を作成し、財務局に予算

要求 

 ３ 都議会各会派は 

  ④各種団体等の要望をも考慮したうえ、予算要望書を作成、知事ヒアリングの場で要望 

 ４ 予算編成を所管する財務局は 

  ⑤各局の予算見積書を「内査定」し、予算の財務局原案を調製 

原案では各会派の要望事項にあるかを明示 

 ５ 知事は 

  ⑥都議会各会派の予算要望を 12月に実施されるヒアリングの場で聴取 

  ⑦年明けの 1月初旬、予算の財務局原案について「知事査定」を行う 

   知事査定の終了後、財務局は予算(原案)を所管局に「内示」 併せて、それを公表 

その際、予算総額の内数として「復活枠 200 億円」を明示  

 6 各局は 

  ⑧各種団体等の要望をも考慮したうえ、 必要な予算の復活を要望 

 ７ 都議会各会派は 

  ⑨各種団体等や所管局の要望を考慮したうえ、必要な予算の復活を要望  

８ 知事・財務局は 



  ⑩「復活枠」の範囲内で調製、「最終予算」として公表 

であった。 

 

知事発言はこの流れの中で、2 点を変更したもので、 

  Ⓐ ⑪新たに、知事が各種団体等(57 団体＋特別区長会等)の予算要望をオープンな場

で直接ヒアリング 

  Ⓑ 「復活枠」を廃止し、⑧⑨⑩は行わない 

である。知事はⒶをオープンで行うので、Ⓑを終わらせたと述べてはいるが、予算編成過程

においては両者に直接的な関係性はない。しかし、政治的な意味では両者は密接に関係する。

すなわち、その意味は、Ⓐは各種団体等の予算要望をそれぞれの所管局や都議会各会派を通

じて聴くだけでなく、それを直接知事自らが聴くことによって、予算編成権が自らに専属す

ることを示すことである。Ⓑは予算編成過程における都議会各会派、とりわけ自民党の関与

を排除するとの姿勢を示すことである。政治的な意味では、両者は知事にとって密接不可分

と言える。 

 しかし、Ⓐについて各種団体等から見れば、「短い時間(15分程)であっても、知事にも直

接聴いてもらった」との満足感が得られる。ただ、要望が実現するかは定かではなく、達成

感には至らない。Ⓑについては、自民党としては事前の協議がないなかではオイソレと了解

できる話ではない。「復活予算」の実態的な調製過程から見ても、その廃止自体に予算編成

上の意味はない。即ち、「復活予算」が調製される過程は、まず知事査定の場で、復活要望

があるだろうことを知事に伝えたうえで、要望の強い事項(例えば、私立学校教育助成、区

市町村に対する財政補完的な補助など)の予算額を「財務局原案」からあえて減額し、知事

査定後それを「予算(原案)」として公表する。ついで所管局や都議会各会派の復活要望を受

けて既に公表した予算額を「復活枠」の範囲内で元々の金額に戻し、それを「復活予算」と

して公表する。その意味では、「復活予算」の調製過程は、表現の是非はさておき、基本的

には「できレース」とも言え、都議会と執行機関との円滑な関係を維持するうえでの「安全

弁」の一つである。「円滑な関係」より、知事自身の「対決姿勢」を優先するなら、その廃

止は当然の帰結ではあるだろう。 

 

3－4 「小池劇場」の第 1 幕は閉幕に？ 

 東京都議会第 4 回定例会は 12 月初めに召集された。知事はその冒頭発言で、「東京大改

革という旗を掲げ…。そのため、就任直後からの百日間は、まず都政のさまざまな課題を掘

り起こすことに邁進してまいりました。…今後は、掘り起こした幅広い課題をどう解決して

いくのか、具体的な答えを出していく段階であります」と述べ、その時期について、オリ・

パラ競技施設については「クリスマスまでの間に総合的な判断によります最終結論を出し

たい…。(市場の)移転につきましては…総合的な観点から判断をいたします。…早くて 1年

後の冬と見通しております」と、その具体的な内容は明らかにしなかったが、着地に向けて



の時間軸は明示した。さらに、「政党復活予算の仕組みにつきましては、終了とさせていた

だきます」7)と改めて明言した。提出された議案は条例案などであり、補正予算案の提案は

ない。 

 都議会の代表質問において、自民党は「復活予算」の廃止について強く反発したが、それ

自体は東京都特有な長年の慣行であり、あえて軋轢を生じさせることを目的に「終了」と言

われれば、「抗議」してもそれを元に戻すことは出来ない。この議会では自民党は質疑につ

いての「答弁調整」を行うことなく質問に臨み、知事との対決姿勢を鮮明にした。質疑に際

しては、質問者はあらかじめ質問事項を「質問通告」(例えば、「福祉政策について 1.少子

化対策について 2.高齢者福祉について」などと通告すること)し、質問者と執行機関とは

「答弁調整」の過程を通して、具体的な質問内容と答弁者・答弁骨子を取りまとめることが

慣例とされてきた。自民党はこの「答弁調整」を受け入れなかったことから、議場では答弁

漏れなどもあり、スムースな議会運営とは言えなかった。しかし、例え対決姿勢を示したい

としても、あまりにも戦術に脱したやり方であったと言える。公明党や共産党、民進党は個

別事業について質問し、財政運営についての質問はない。 

 「平成 28年度一般会計補正予算案(第 3号)」は 2017(H29)年 2 月の東京都議会に提案さ

れた。年度最終の補正予算は都税の収入見込額を精査する一方、予算の執行状況から不用と

なる見込みの歳出予算を減額することを基本に、併せて必要な事業を追加するなどのため

に編成される。2016(H28)年度の最終補正予算案では、都税の増額(132 億円)、歳出予算の

不用額の減額(3,555億円)のほか、無電柱化推進基金、イノベーション創出基金の新設など、

基金の積立(3,092 億円)などを計上し、予算規模としては既定予算から 250 億円の減額とな

った。併せて、都立広尾病院の移転改築先に予定されていた青山の「旧こどもの城」の購入

経費(用地会計)を減額補正した。 

 2016 年度の財政運営を巡っては、豊洲移転などを「演目」とする「小池劇場」が続演中

であるなかではあったが、「復活予算」の廃止表明は別として、特に大きな議論はなかった。    

 

7)  「平成 28 年度東京都議会会議録第 15 号」H28.12.１ 4～5頁 

 

4－1 2017 年度当初予算案の編成―小池カラーを出すことができたか 

 2017(H29)年度予算は小池知事が編成した最初の当初予算案であり、それは 1 月下旬に

公表された。一般会計の歳出規模は後掲の「【表１】一般会計の歳出と都税の推移」の通り

前年度当初予算に対して 0.8%減の 7.0 兆円である。歳入の太宗を占める都税収入は 5.1 兆

円(前年度 5.2 兆円、△2.3%)と見込んだ。都債は新規発行額を抑制し、発行余力を残した。

基金については特定目的基金を、その設置条例は改正することなく、予算の説明上では知事

の公約である「3 つのシティ―」に合わせて括り、その取り崩しを行い、所要財源を確保し

た。 

 予算発表の記者会見で、知事は「一言で、(平成)29年度予算について申し上げるならば、



『メリハリのついた予算』でございます」と述べ、メリーちゃん、ハリーくんなるキャラク

ターを描いたスライド資料を示し、記者の質問には、それは「小池エイジェンシー発案」8)

であるとも言葉を添えた。予算では「メリハリをつける」は昔から言われてきたことである

が、それをキャラクター化するところが小池知事らしい発想かもしれない。「過去最高」の

言葉も知事にとって好ましい表現、事業評価で過去最高の 720 億円を確保したこと、新規

事業が過去最高の 382 件であることを誇っている。前年度予算では事業評価によって約 300

億円の財源確保につながったとしているが、新規事業の件数については公表されていない。

新規事業やレベルアップした事業の件数に拘っていたのは遥か昔の鈴木俊一知事時代であ

っただろうか。何をもって新規とするかは判断の余地もあり、その件数や金額にそれほどの

意味があるとは思えない。小池知事はさらに続けて、「３つのシティ―」に沿ってその新規

事業を中心に詳述した。予算の発表用資料である「東京都予算案の概要」がカラー化された

ことも目新しいこと。カラー化によって、際立たせたい言葉をゴシック体以上に視覚的に訴

えることができるし、例えば、目的別予算の構成比の円グラフや都・地方財政計画・国と比

較した起債依存度の推移の折れ線グラフなどは白黒よりカラーの方が読み取り易い。しか

し、カラーを多用し過ぎると焦点が多すぎ、かえって分かり難くなるのではないか。年とと

もにカラーの多用が増えているが、予算はもともと地味な存在であって、過度に着飾ること

は再考の余地があるのではないだろうか。 

 予算案についての新聞報道を見ると、その題字では「小池予算 都議選にらみ」、「 公明要

望で『私立高無償』」、「『ムダ』削減 最多の新事業」9)、さらに「『大義』の政策 手厚く 保

育所や無電柱化、大幅増」、「豊洲・五輪仮設 懸案先送り」10)の言葉で、予算案の特徴を表

現している。私立高校等特別奨学金の拡充は公明党が強く要望した事業であるが、この事業

はこれまでは年収段階に応じ授業料の一部を助成(例えば、生活保護・住民税非課税世帯は

公立高校授業料(年額 118,800 円)の 2.5 倍の 297,000 円を、年収 590 万円以上は公立高校

授業料と同額の 118,800 円を助成)する国の制度に、都が年収 760 万円未満の世帯について

これも年収段階に応じ都内私立平均授業料(年額 442,000 円)を限度に上乗せて助成するも

のであったが、これを拡充し年収 760 万円未満では年収基準を撤廃し、一律に 442,000 円

まで助成(従来分 58 億円、一律分 80 億円)することとし、年収 760 万円未満世帯では実質

無償化した。公明党との連携強化を意図した「小池＋公明党カラー」とも言うべき予算では

あるが、所得制限を緩和し、一律に助成することは相対的に所得水準が高い世帯を優遇する

こととなり、自治体の政策としては疑問が残る。LED(発光ダイオード)照明の導入促進は文

字通り「小池カラー」の施策と言える。交通信号が既に LED に切り替わったなか、残され

た公的施設でのその導入は進めるべきだが、家庭の白熱電球 2個を LED 電球 1個と交換す

る新規事業(18 億円)は単なる思い付き的な事業、発表用資料では 200 万個の白熱電球を

LED 電球に置き換えた場合の電力削減量などを示していたが、結果的には交換は期待ほど

進まず事業効果の程は分からない。 

 「トーキョーワンダーウオール」、この事業は若手芸術家の作品を都庁舎の回廊に展示す



ものであるが、これは石原知事の身内とその仲間がかかわる事業。小池知事はこれを終了さ

せたが、典型的な「公私混同」であり止めて当然の事業であった。舛添知事が発案した「迎

賓施設」の整備計画も取り止めたが、これも優先順位の低い不要不急の事業である。 

 

8) 東京都 HP「知事臨時記者会見テキスト・スライド資料」H29.1.25 

後藤謙次「平成政治史Ⅰ」(2014.4 岩波書店)によれば、新進党(党首海部俊樹・幹事

長小沢一郎)が、自民・社会・さきがけの村山富市連立政権に対抗して、1994(H6)年 12 月

に結党されたが、「新党準備会は党名決定に当たって公募方式を採用する。募集行為を通

じて国民の関心を集めるという狙いがあった。当時の新党準備会広報活動委員長、小池百

合子のプロデュースによるものだった」と記されている。小池氏が「関心を集める」うえ

での方策に長けていたことを象徴する事例と言える。「メリーちゃん、ハリーくん」も一

つの事例である。 

9) 朝日新聞社会面 2017.1.26  

10) 日経新聞東京・首都圏経済面 2017.1.26  

 

4－2 予算案を巡る都議会での質疑 

 予算案などを審議する「平成 29 年東京都議会第 1 回定例会」は 2017(H29)年 2 月下旬に

召集された。その冒頭、知事は「施政方針」について発言し、「東京大改革」の言葉に継い

で、築地市場の豊洲への移転問題について、「市場の安全・安心を確実に守らなければなら

ない…。安全が科学的、法律的な根拠に基づくものである一方、安心は消費者の理解と納得

によるものであります。…総合的に判断してまいります」と述べた。予算案については、「大

義あふれるものに仕上がりました」11)と自賛した後、主要な政策について説明した。演説

の最後の段落で、M.サッチャー元英国首相の言葉を引用して、都政に取り組む決意を披歴

したが、「女性・首相」は小池知事の心象風景かもしれない。会議は質疑に入る前に、知事

報酬の引き下げに対応した議員報酬の引下げ条例を可決し、市場移転問題に関する調査特

別委員会(いわゆる 100 条委員会)を設ける動議も可決された。「100 条委員会」には石原元

知事などを証人として喚問することとした。 

 都議会での質疑では、自民党は予算案について、「全体としては、我が党の要望を多数取

り入れ、充実した予算編成になったと評価しています」12)と述べ、対決姿勢を緩めた。質

問の冒頭で、都議選向けの公約の一つともなる「個人都民税の 10%減税」を訴えた。議員・

知事の報酬引き下げや事業評価によって生み出された 720 億円などを財源として 880 億円

の減税を行うべきと主張した。知事は、事業評価によって生み出された財源は待機児対策を

充実することなどの政策に充てられることによって、都民に還元されていると述べたうえ、

減税は「高額所得者ほど減税額が大きくなります。そして、個人都民税が課されない方々に

対しては効果が及ばない…。税の公平性の観点から課題がある…。また、都市と地方との税

収格差が問題視されている中で、…東京の富裕論を背景とした財源調整の動きに拍車をか



けることにもなりかねない」13)と答弁し、減税を拒否した。かつて、名古屋市の河村たか

し市長は市民税減税を公約に掲げて当選し、東京都でも、鈴木俊一知事の 4 選を阻止すべ

く立候補した磯村尚徳候補の劣勢が報じられるなか、個人都民税の減税を打ち出したこと

があった。石原慎太郎知事も知事が主導して 1,000 億円を出資した「新銀行東京」の膨らむ

赤字が問題になっていた時、記者会見で、目前に迫った３選に向け、個人都民税を減税する

と発言、選挙後には減税の問題点を教えられたのか、これを撤回したことがあった。選挙で

減税を訴えるのはポピュリスト政治家の特徴とも言うべきもので、選挙向けとは言え、都議

会自民党がそうしたことを主張するのは残念なことである。 

公明党は、議員報酬の削減が公明党案でまとまったとし、さらに議会改革を進めるべきと

して、「通年議会の導入」に触れているが、その実施を主張するまでには至っていない。「通

年の会期制度」については、2004(H16)年の地方自治法の改正で、議会の招集回数を条例に

委ねることとし、年 1 回の招集も可能となり、「事実上の通年制議会」とすることができる

ようになった。さらに、2012(H24)年改正で、新たな規定を設け、会期を条例で定める日か

ら 1 年間とすることが制度的にも可能となった。拙稿(「東京都におけるコロナ対策補正予

算の専決処分」2021.8)では、例外的な制度である専決処分がコロナ対策で多用されるよう

になったことを指摘し、財政民主主義の観点から、臨時会の適時の招集とともに、「通年制

議会」の導入を図る必要があると記した。公明党は「私立高校授業料の実質無料化」につい

て、「この英断を高く評価する…。公明党の強い要望を受け止め」14)と述べ、さらに問うて、

「ベビーシッターを初めとした訪問型の保育サービスの取り組みを積極的に進めていくべ

き」としたのに対し、知事ではなく、所管局長は、保育サービスは認可保育所、認証保育所

などが提供することとなっているとしたうえ、「障害や疾病等により集団保育が困難な場合

や、ひとり親家庭で夜勤がある場合などのほか、やむを得ない事由により保育所等での保育

を受けることが困難な場合にも、区市町村が認可(基準を満たした施設として「確認」)する

居宅訪問型の保育サービスを活用できるよう、保護者が負担している保育者の交通費への

都独自の補助制度を開始いたします」15)と答弁した。即ち、一つは居宅訪問型として確認

を受けた事業者が行う保育サービスであって、二つ目は児童や親にやむを得ない特別な理

由がある場合について、助成するとしている。この時点では、「ポピンズ」などが行う一般

的なベビーシッターに対しては助成しないとした。都独自の認証保育所などの認可外保育

施設の利用料については、先述の「緊急対策」で新たに支援制度が設けられた。国において

は、事故の発生などを受け、いわゆるベビーシッター(認可外の居宅訪問型保育事業者)につ

いて、認可外保育施設として届出の対象とした。 

 予算特別委員会の質疑では、自民党は豊洲市場への移転問題について、これは市場審議会

や都議会での議論など様々なプロセスを経て決まったことであるにもかかわらず、「知事は

昨年、開業時期の延期を都議会に報告しないまま、記者会見で発表しました」と批判した後、

「(市場の)安全の検証には科学的な問題が一番重要であると考えますが」と問うた。知事は

「科学的な根拠に基づく安全の確保、これはもちろんでございますが、同時に、消費者の理



解と納得による安心を確保することも重要と考えております」16)と述べ、「安心」、いかな

る状況になった場合に「安心」と言えるのか定かではない「安心」が担保されない限り移転

しない旨答弁したが…。公明党は事業評価の意義について質疑の後、私立高校授業料の実質

無償化を「(公明党が)執念を持って取り組んだ政策でございますけれども、同時に、小池知

事の大英断によるもの」と重ねて高く評価したうえ、その対象に通信制高校を加えるべきと

主張したのに対し、知事は「適用に向けていく検討を進めていきたい」17)と前向きな答弁

を行った。知事と公明党との蜜月関係を象徴した質疑であると言える。 

 都議会には、豊洲市場への移転延期に伴う市場関係者の損失を補償するため、中央卸売市

場会計補正予算案(第 1 号)50 億円が同会計の当初予算案とともに提案された。 

予算案は年度末に可決・成立したが、それは知事の選挙公約を最大限盛り込んだという意

味では「小池カラー」とも言えるが、それも予算のどこにスポットライトを当てるかによる

もの、多くの事業は誰が知事であっても同じではないか。2017 年度予算はそれ以降の予算

と比較して、まだまだ「おとなしい」予算であったと言えるだろう。 

「100 条委員会」では、石原元知事などを証人として質疑が行われたが、氏は「(側近で

あった)元副知事に一任し、報告を詳細に受けていない」などと、当事者意識に欠ける答弁

に終始し、特別に新たな事実は見出されなかった。委員会は元副知事と元局長を偽証で告発

したが、それも翌 2018(H30)年 3 月に不起訴処分で決着した。 

 

11) 「平成 29 年東京都議会会議録第 1 号」H29.2.22 6頁・7 頁・11 頁 

    「女性の首相」であったサッチャー氏の言葉の引用は「知事のりと」の書き手が知

事の内面に想いをいたし使ったようにも思われるが…。 

12)  「平成 29年東京都議会会議録第 2 号」H29.2.28 98 頁 

13)  「平成 29年東京都議会会議録第 2 号」H29.2.28 97 頁・106 頁 

14)  「平成 29年東京都議会会議録第 2 号」H29.2.28 116 頁・118 頁 

15)  「平成 29年東京都議会会議録第 2 号」H29.2.28 120 頁・127 頁 

16) 「予算特別委員会速記録第 2号」H29.3.14 3 頁 

17) 「予算特別委員会速記録第 2号」H29.3.14 21～22頁 

 

4－3 「築地は守る、豊洲を活かす」と都議選で第 1党に躍進した「都民ファ―ストの会」 

 都議選直前の 2017(H29)年 6月、第 2回東京都議会定例会が召集された。知事は招集挨 

拶で豊洲移転問題やオリンピック・パラリンピックの費用負担問題などについて報告する 

とともに、情報公開条例を改正することや新たに無電柱化推進条例を制定することを述べ 

た。質疑では、自民党は、「いまだに築地か豊洲かの結論を出すことに逡巡されています。 

オリンピック・パラリンピックの都外施設に対する費用負担問題も…。…決められない知 

事の象徴的な出来事…」と難詰し、さらに入札契約制度の変更についても批判した。契約制 

度の変更については、公明党も「中小零細企業などの現場に混乱が生じないようにすべき」 



18)とクギを刺したが、都議選前の都議会で会期も 1 週間と短く、特段の議論もなく閉会し 

た。 

 都議選は 2017(H29)年 7 月に実施された。選挙前の 6 月には、小池氏は自民党に離党届 

を提出するとともに、「都民ファ―ストの会」の代表に就いた。その前の 2 月には、都議選 

の前哨戦とも言うべき千代田区長選が行われ、小池知事が推した現職が自民党候補をトリ 

プルスコア以上で退け 5期目の当選、小池人気がなお高いことを示した。自民党候補を応 

援した千代田区選出の内田茂都議は次の都議選には出馬しないことを表明、都政の上で一 

つの時代が画されたと言える。氏は 2022(R4)年 12 月に亡くなった。都議選の結果は定数 

127 名のうち、「都民ファ―ストの会」は追加公認を含め大躍進の 55 名(告示前 6)、与党色 

の強い公明は 23名(同 22)が当選し、両党で過半数を超える 78名である。「森友学園・加計 

学園問題」もあって逆風が吹く自民は 23 名(同 57)と惨敗であった。共産は 19 名(同 17)、 

民進は 5名(同 7)、市民ネットは 1 名(同 3)、維新は 1 名と勢力分野が決まった。小池氏は 

都議選が終わるとすぐに「都民ファ―ストの会」の代表を辞めた。知事と議会のいずれもが 

選挙で選ばれる二元代表制の下にあって、知事が会派の代表を兼ねることは、議会の果たす 

べきチェック機能を損なうとの疑問が就任時から呈せられていたなかでの辞任。でも、小池 

チルドレンとも言うべき議員がほとんどであり、辞めたとは言え実質的にはオーナーであ 

ることに変わりはない。8月には、議長・副議長の選任など議会構成を決めるための都議会 

臨時会が開かれた。 

 知事は都議選前の 6 月中旬の臨時記者会見で「築地は守る、豊洲を活かす」との基本方針 

を公表した。記者会見で使われたスライドでは、築地市場についてはこれを再開発して「世 

界の食の関連業者を集積」、「仲卸の目利きを活かしたセリ・市場内取引を確保・発展」させ 

るとし、豊洲市場については「築地再開発のために豊洲に移転」、「(築地の)現地再整備案(営 

業しながら改修)は困難。建て替えの有効な地として豊洲市場を活かす」、「物流センターと 

して有利な立地」と示され、あたかも「豊洲に移転→築地の再開発→築地に再移転→豊洲は 

総合物流拠点」とも理解されかねない方針を示した。知事の説明では、「『築地の後は築地』 

ということも言えるかと思います」と述べる一方、豊洲について「総合物流拠点となる中央 

卸売市場になる」とも述べている。質疑の中で、記者から「輸送機能とかは豊洲だけれども、 

市場機能は築地に戻るというか、市場が二つになるというのか、豊洲市場は完全にもう市場 

ではなく物流センターになるのか。二つの立ち位置というのは」と、説明の曖昧さに疑問が 

出された。知事は「豊洲市場には新たな中央卸売市場としての機能、これを優先させます」 

と述べたが、同時に「築地につきましても、中央卸売市場についての法律も今かなり転換期 

にきているということもございます」と、意味不明な言葉で答えた。別な記者からは「一度 

中央卸売市場としての豊洲に行った後に、築地に復帰する業者というのは、ちょっといまい 

ち想像できない」19)と批判されたが、豊洲移転派と築地残留派の双方に「イイ顔」をした 

まま都議選に臨みたいとの知事の思惑を表す「基本方針」であった。 

 都議選後の 8月末に召集された都議会第 2回臨時会、市場問題を諮るための臨時会には、 



豊洲市場への早期移転に向けての追加工事費や築地再開発の検討経費などを計上した「中 

央卸売市場会計補正予算案(第 2号)」が提案された。この補正予算案は先の「基本方針」を 

受けて、その具体化を図るためとされるが、補正予算案は豊洲への移転を前提にするもので 

あった。質疑では、第 1党となった「都民フア―ストの会」、与党色が強い公明党はともに 

知事の方針を前提にして質問したが、自民党は「基本方針」の決定過程や築地の「食のテー 

マパーク」の位置づけなどについて問うた。知事としては都議選に勝利したことから、豊洲 

も築地ももはや争点とする必要性は薄れ、市場会計の補正予算案で「基本方針」を事実上転 

換し、豊洲移転に舵を切ったと言える。 

 

18) 「平成 29 年東京都議会会議録第 8 号」H29.6.2 122 頁・134 頁 

19) 東京都 HP「知事臨時記者会見テキスト・スライド資料」 H29.6.20 

 

4－4 「希望の党」の結党とその失速 

 2017(H29)年 9 月下旬、安倍晋三首相が臨時国会の冒頭に衆院の解散を表明すると報じ 

られていたなか、その当日に、時間的にはその前に小池氏は記者会見を行い、自身が代表と 

なる「希望の党」の結党を表明した。記者会見後、「原発ゼロ」を主張する小泉純一郎元首 

相と会見した。新党の綱領では「情報公開」や「ワイズ・スぺンディング」などの氏特有な 

言葉とともに、「寛容な改革保守政党を目指す」、「平和主義のもと、現実的な外交・安全保 

障政策を展開する」と、基本的な方向を示した。後に公表された選挙公約は 9 項目からなる 

が、「2 年後の消費税増税を凍結」、「2030 年までに原発ゼロを目指す」、「憲法改正」の 3つ 

が柱であるとしたが、「消費税増税凍結」は選挙向けのポピュリズム的な公約であり、それ 

はまた、後述の通り、地方消費税の清算基準の見直しの際に、東京都にとってマイナスの影 

響をもたらした。選挙公約の「地域の活力」の項目では、「分権」、「課税自主権、財政自主 

権」の言葉もあるが、「道州制導入を目指し」とも記されている。道州制を巡る議論では、 

それを国の機関と位置付けるか、広域自治体とするか意見が分かれているし、東京 23区の 

エリアを国の直轄とするとの意見もある。公約では道州制の具体的な姿かたちにまでの言 

及はない。 

政局が解散や新党結成に向けて動き出すなか、前原誠司氏が代表を務める民進党の議員 

総会は全会一致で希望の党への合流を決めた。「排除致します」の発言が出たのは、9 月末

の知事の記者会見。フリーのジャーナリストが、民進党の前原代表の発言として、「(民進党

から)希望の党に公認申請をすれば排除されない」と発言したがと問われ、知事は「私は今、

都知事としての(定例記者)会見をやってるわけですから、ちょっと待ってください」20)と、

知事としての記者会見の場では質問に答えなかった。知事としての記者会見後の記者会見

で、再度の質問に対し、知事は「『排除されない』ということはございませんで、排除いた

します。…安全保障、そして憲法観といった根幹の部分で一致していることが政党としての

…必要最低限のこと」21)と、本音を語った。ある意味で至極真っ当なことを述べた訳だが、



「排除」の言葉だけが独り歩きしてしまい、それが結果的につまずきの石になってしまった。

「排除された」グループは立憲民主党を結成した。 

 2017(H29)年 10月下旬、衆議院選挙の投開票があった。自民党の当選者は 284(公示前 

284)、公明党は 29(同 34)で、与党は定数(465)の「3 分の 2」超を獲得。立憲民主党は 55(同 

15)と躍進。一方、「希望の党」は 50(同 57)と振るわなかった。東京での小選挙区の当選は 

前職の 1名(比例区での復活当選は 3 名)であった。新聞の見出しでは「自公大勝 3分の 

2」、「立憲、野党第 1 党 希望失速」22)と選挙結果を表現している。「希望の党」の失速は 

「排除」発言の影響もあっただろうが、同時に、代表である小池氏が知事職を投げ打って、 

出馬しなかったことも影響しているだろう。知事としての公務より選挙運動を優先したと 

は言え、自らは「安全地帯」にいては選挙を戦うトップとは言えない。氏の意識のなかには、 

石原元知事の「日本維新の会」の失敗の轍を踏みたくないとの迷いがあったか否かは分から 

ない。しかし、落選した議員・候補者は「タダの人」となったが、小池氏は引き続き「都知 

事」の職に留まることができた。新党結成は都政への影響も大きく、「知事の心はやはり国 

政にあり、都政は通過点、キャリアアップのステップ」との都庁内の声(都政新報 2017.9.29) 

にも表れているように、氏の潜在的な意識が広く再認識されるとともに、都議会公明党がそ 

の時には与党色を薄め、是々非々の姿勢に転じた。 

 「希望の党」はその後の 11 月に、小池氏とともに共同代表を置いたが、氏は数日後には 

共同代表を辞任した。さらに、2018(H30)年 5 月には、「希望の党」は解党し、新たな「希 

望の党」と「国民党」となり、前者は 3 年後に解散、後者が現在の国民民主党である。 

小池知事は結果として、あるいはやむを得ず都知事を続けることとなった。 

 

20) 東京都ＨＰ「知事定例記者会見テキスト」H29.9.29 

21) 横田一「仮面 虚飾の女帝・小池百合子」2020.8 扶桑社 186～188 頁 

22) 朝日新聞 1 面トップ 2017.10.23 

 

4－5 知事の「反省」と地方消費税の清算基準の見直し 

 都議会第 3回定例会は 9 月中旬に召集された。知事の冒頭発言は「希望の党」の結党記 

者会見の前であったこともあり、それについては触れていない。その記者会見後に開かれた 

本会議での質疑の中で、公明党は知事の新党結成について、「都政を踏み台にして他の狙い 

が…、非常に残念」と苦言を呈し、自民党も「知事の思いが、今この瞬間も(東京への思い 

以外の)別のところにあるのではないかという懸念…」23)と述べているが、新党結成がこの 

先の都政へ影響するだろうことを示している。 

 都議会第 4回定例会は、衆院選後の 12月初めに召集された。その冒頭発言で、知事は「こ 

のたびの総選挙に当たりまして、私自身の行動により多くの皆様にご困惑、ご心配をおかけ 

いたしました。自らを厳しく省み、…」24)述べ、「困惑と心配」をかけたことについての「反 

省」の言葉を述べているが、知事職のままでの新党結成、その代表に就いたことについての 



「反省」に直接言及している訳ではない。9 月・12 月の都議会には補正予算案が提案され 

ていなかったこともあり、財政運営に関する議論は地方消費税の清算基準の見直しが議論 

されていたことから、それへの対応につての質疑のほかはなかった。 

 「平成 30年度与党税制改正大綱」は 2017(H29)年 12 月中旬に公表され、それに基づく 

税制改正において、国税森林環境税・譲与税の創設などとともに、地方消費税の清算基準が 

見直された。地方消費税は国税消費税とともに事業者が本店所在地の税務署に申告・納付し、 

税務署は納付された地方消費税をその所在地の都道府県に払い込むこととされている。税 

収は財やサービスの最終消費地の都道府県に帰属させるとされており、納税地と最終消費 

地との調整を行うための仕組みが清算基準である。清算に際しては、本来は需要側(消費者) 

の統計を用いるべきではあるが、需要側の統計(全国消費実態調査)はサンプル調査であるこ 

とから、これを利用することができないので、供給側の統計である商業統計調査の小売年間 

販売額と経済センサス活動調査のサービス業対個人事業収入額を基準として採用している。 

 国税消費税は 1989(H元)年に創設され、その時の税率は 3%で、その 20%が府県税であ 

った料理飲食等消費税の改組や市町村税であった電気税などの廃止等に伴う代替財源とし 

て、人口と従業者数を基準に府県・市町村に譲与されていた。1997(H9)年に国税消費税は 

4%に引き上げられ、同時に地方消費税(1%相当)が導入された。その時点での清算基準は統 

計データで 75％、人口と従業者数はそれぞれ 12.5%で案分することとされていた。その後、 

「平成 27 年度税制改正」で「人口：従業者数」のウエイトが「15%：10%」に変更となり、 

さらに「平成 29 年度税制改正」でそれが「17.5：7.5」に変わった。また、その間統計デー 

タから「通信・カタログ販売」や「インターネット販売」などにについて変更がなされた。 

「平成 30年度税制改正」ではこの清算基準を抜本的に見直した。見直し前の清算基準は、 

前述の通り、二つの統計データで 75％を、人口(国政調査)で 17.5％を、従業者数(経済セン

サス基本調査)で 7.5％を案分していたが、見直し後は「統計の計上地と最終消費地が乖離し

ているもの、非課税取引に該当するもの」を統計データから除外することとした。具体的に

は、「百貨店・家電大型専門店・衣料品専門店」や「建物売買業・不動産賃貸業・医療・福

祉」などを清算基準に用いる統計データから除き、統計カバー率を 75%から 50%に引き下

げた。同時に、従業者数を基準から外し、人口基準を 50%と大幅に引き上げた。この見直

しは「最終消費地へ税収を帰属させること」を名目に行われ、「地域間の税収の『偏在を是

正する』こと」を直接的にはうたってはいないが…。 

清算基準について、地方税法第 72 条の 114 は「各道府県ごとの消費に相当する額」に応 

じて案分すると規定しており、何をもって「財・サービスの消費」とするか判断の分かれる

ところであり、「取引」の行われた購入地をもって「消費」とするか、購入した商品を使用

する「消費行為」をもって「消費」とするかによって異なることとなる。「サービス」につ

いては通常購入地で「取引かつ消費行為」であるが、「財」については購入地で「取引かつ

消費行為」の場合もあるし、持ち帰って居住地で「消費行為」の場合もある。仮に「消費行

為」が居住地で行われるとしても、県境を跨いだ消費が相対的に多いと考えられる百貨店や



専門店の販売額のうち、どの程度がその「取引地」以外の居住地(最終消費地)で「消費行為」

がなされたか明らかではないなか、その販売額の全額を除外するのは恣意的ともいえる基

準の変更である。荒井正吾奈良県知事(当時)は理屈なしに人口で案分すべきと語っていたし、

県も知事の意向を受けて、「統計カバー率を引き下げる。統計カバー外に用いる消費の代替

指標を人口に統一(従業者数を廃止)する。…人口の比率は 60%以上に…」25)と提言してい

た。中里透教授は地方消費税の清算基準についての論文で、「地方消費税の税収」の「消費

額(家計最終消費支出)」に対する比率を都道府県別で比較すると、清算基準の抜本的な見直

し前においても、①東京都の比率は全国平均とほぼ同じ水準である。②埼玉・千葉・神奈川

の各県は全国平均を下回っている。③関西圏でも同様に大阪府の近隣県でも全国平均を下

回る県がある。④一方、青森・岐阜・鳥取・島根など地方圏では東京の比率をやや上回るか、

同じ水準であると述べ、地方消費税の配分における論点は、「都市と地方の税収格差」の問

題ではなく、「大都市圏内で税収配分」の問題であると。また、人口一人当たりの家計最終

消費支出は「都道府県間に無視し得ない差があり」と分析し、統計データに基づく「消費に

相当する額」を減らし、代替指標として「人口」を用いることには「合理性・妥当性がある

かについては慎重な判断が必要」とも述べ、「慎重な」言い回しではあるが、人口のウエイ

トを引き上げることに疑問を投げかけている。教授の試算によれば、新たな清算基準により、

東京都は 1,000 億円程度、大阪府は 120 億円程度の減収となり、埼玉県 230 億円、千葉県

150 億円、神奈川県 110 億円程度がそれぞれ増加するが、東京都に隣接する 3 県の増加額

は合わせて 500 億円程度であり、残りの 500 億円は他の地域の増収となった 26)と述べて

いる。東京都の試算では減収額は 1,040 億円である。 

 小池知事は 2017(H29)年 12 月の臨時記者会見の場で、築地市場の豊洲市場への移転日を

翌 2018(H30)年 10月とすることが正式に決定したと発表した。2 年遅れの開場、この 2年

は何だったのだろうか。 

 2017(H29)年度の一般会計補正予算案(第 2 号)は最終補正予算案として 2018(H30)年 2

月の都議会に提出された。歳入では都税の増収(1,326 億円)や都債の減(576 億円)のほか、

前年度の繰越金(1,490 億円)などを計上し、歳出では執行状況から不用となる経費(1,349 億

円)を減額するとともに、税収増の一定割合などを財政調整基金に積み立てた。オリンピッ

ク・パラリンピック開催準備基金に 1,588 億円を積み立てることとした。中央卸売市場会計

についても築地市場の解体経費などの補正予算案(第 3号)を編成した。 

 

23) 「平成 29 年東京都議会会議録第 15号」H29.9.26 30 頁・45 頁 

24) 「平成 29 年東京都議会会議録第 18号」H29.12.1 5頁 

25) 奈良県 HP 全国知事会奈良県提出資料「地方消費税の清算基準の見直しについて」 

H29.6.28 

26) 中里透「地方消費税の配分と清算基準のあり方について」(『会計検査研究』№.57 

2018.3)、成田浩「問われる地方自治体の財政自主権―地方消費税の清算基準の見直



しと今後の地方法人課税改革の課題―」(『中央大学経済研究所年報第 50号』2018.10) 

 

5－1 「小池カラー」が色濃く出た 2018 年度当初予算案 

 「平成 30年度当初予算案」は 2018(H30)年 1 月下旬に公表された。一般会計の規模は 

7.0 兆円(前年比 1.3%増)であり、歳入の根幹をなす都税は 5.2 兆円(同 2.8%増)である。 

予算発表の記者会見で、知事は一般会計の予算額が 7兆円を超えた(予算規模の大小。増 

減は結果であって特段の意味はない)と述べた後、事業評価による財源確保額が「過去最大」

であること、新規事業の件数も「こちらも最高」と強調した。しかし、金額や件数は「量」

であって、問われるべきはその見直しや新規事業の「質」である。記者会見は続き、「鉄道

新線建設等準備基金の創設」、「ベビーシッター利用支援事業」、国際金融都市の実現に向け

た「東京版 EMP」の創設など、新規事業についても自らるる語った。そうしたことから判

断すれば、「小池カラー」に染め上げた予算案であったと言える。 

 「鉄道新線建設等準備基金」は「交通政策審議会第 198 号答申(2016.4)」で「必要な検討 

が進められることを期待する」とされた路線のうち、都に関連する地下鉄有楽町線(豊洲～ 

住吉)や多摩都市モノレール(上北台～箱根ヶ崎、多摩センター～町田)など 6 路線を対象に、 

「社会資本整備基金」に積み立ててきた東京メトロの株式配当金を移し替えて設けるもの 

である。配当金はこれまで都営地下鉄と東京メトロの一元化に向けて積み立ててきたもの 

であるが、「地下鉄の一元化を目指す」との方針は放棄してしまったのだろうか。配当金を 

移し替えて基金を新設するなら、その点についても整理することが必要である。新線の整備 

は快適性や速達性を向上させ、利用者にとって望ましいことである。でも、6 路線の整備に 

よって、乗客数が大幅に増え、運賃が増収となることに大きく期待することはできないだろ 

う。さすれば、整備主体が都、JR、東京メトロ、整備主体未定とそれぞれ分かれるなか、誰 

が投資資金を負担するか大問題。一定期間内に累積赤字を解消するためには、公的資金の投 

入は避けられない。今後検討していくこととなるだろうが、その利害調整は大変だろう。「言 

い出しっぺ」が「ババを引く」こととならないで欲しいものである。 

 「ベビーシッター利用支援事業」は予算額 50 億円、知事査定の場で所管局の予算要求の 

趣旨もその金額も大幅に変更・増額して計上されたと報じられた。対象は「保育所等の待機 

児童であって、その保護者が入所までの間就労する場合」などであり、保護者負担を認可保 

育所の保育料と同水準となるよう、補助基準額の上限を月 28万円に設定し、補助率は都 7 

／8(区市町村 1／8)ないし都 10／10の高率補助である。この事業について、知事は予算発 

表時の記者会見で、記者の質問に「どうやって(待機児童を)解消したかと言うと『ベビーシ 

ッターの活用ということが最後の決め手になった』と(豊島)区長からも伺っております」と 

答え、それが待機児解消の切り札であるとの認識を示した。しかし、年間 1,500 人と見込ん 

だ利用は進まず、翌年度にはその規模は 600 人に減らし、予算額も 22 億円と半減。2020(R2) 

年度には新たに学校行事や冠婚葬祭などの突発的な事情の際にもベビーシッターを利用で 

きる「一時預かり」支援事業(利用規模 430 人)が開始された。待機児童の解消を目的に始ま 



った事業が、ニーズに応えたとは言え、そして利用時間に上限があるとは言え、対象児童(0 

～2歳)を抱える保護者であれば、誰でも利用できる事業に変質した。加えて、都負担は 10 

／10 である。 

2023(R5)年度予算では制度発足時から利用対象である待機児童の保護者や育児休業取得 

後の保護者などをその対象とする「連携型」事業の規模は 310 人、予算額も学校行事など

の際に利用できる「一時預かり」支援事業を含め 8 億円に減っている。2024(R6)年度でも

待機児などの規模は 325 人と微増に止まっている一方、年間 144 時間まで利用できる「一

時預かり」支援事業の規模を 3 千人から 2 万 5 千人に増やし、合せた予算額も 35億円に増

加。使い勝手のいい「一時預かり」は需要が多いのかもしれないが、本来の目的であった待

機児対策の「切り札」とはなり得なかった。 

待機児童向けのベビーシッターの利用が進まないのは、その社会的な認知度がまだ低い

こともあるが、自宅でシッターに子ども預けることに対する親の不安も大きいのではない

だろうか。高齢者の居宅介護では介護する時間も相対的に短く、さらに介護者以外の家族も

介護していることもあるのに対し、子どもとシッターだけで相対的に長い時間を過ごすこ

とを懸念するのではないか。まして、シッターは利用の都度人が変わり、保育所等のように

複数の顔見知りの保育士が子どもの保育にあたるわけではない。さらに利用家庭に監視カ

メラが設置されていることも少なく、不安は払拭されない。ベビーシッター利用支援事業は

「連携型」認定事業者である㈱ポピンズのグループ会社など 17 社、「一時預かり」は同社を

含め 16社(2024.3時点)が実施している。 

 「『東京版 EMP』創設のための補助」も新規事業である。「EMP」は「Emerging Managers  

Program」の略称で「新興資産運用業者育成プログラム」と訳されるが、金融世界の用語で 

一般的にはなじみのない言葉。創設された補助金は 2種類で、一つは「東京版 EMPファン 

ド」に資金を拠出する機関投資家を事業者として認定し、その運営費用につき助成(上限 3 

億円)する制度である。もう一つは、「ファンド」の投資先である新興資産運用業者(Emerging  

Manager)に対する助成で、EM の本来業務である運用業務以外の後方業務等の経費を補助 

(上限 1社当たり 7 百万円)するものである。これら事業は、2017(H29)年 11 月に策定した 

「『国際金融都市・東京』構想」を受けての新規事業である。「構想」では、「海外金融系企 

業にとってのビジネス環境の充実」のために「法人二税の政策減税」との記述もあり、そう 

した方針がいかなる経緯で打ち出されたのか理解できない。 

東京が金融世界でロンドンやニューヨークと並び立っていたのはバブル経済華やかなり 

し頃の話である。今また、国内富裕層が株式やマンション投資にこぞって参入するなか、国

内外に数多の資産運用事業者が存在しており、海外などの事業者を誘致するための支援策

の必要性は乏しいのではないか。まして、桁違いの資金をリスクをもいとわず運用する海外

の投資家が存在するなか、国内の投資家は相対的にリスクをとることには慎重であり、僅か

ばかりの助成が魅力的とは言えないだろう。大都市とは言え、自治体が金融市場の育成に乗

り出す必要性は乏しい、仮に一定の意味があったとしても、自治体行政における優先度は低



い。 

 2023(R5)年度予算では、終期が設定されていた故か、これら補助制度は終了している。 

でも、「国際金融都市・東京」の看板と各種補助制度は引き続き予算化されている。 

 予算案で際立って目立つのは、「市町村総合交付金」が大幅に増額されたこと。「交付金」 

は市町村の財政基盤の安定・強化を促進するための支援策であるが、それが前年度比 50億 

円増え 550 億円となった。小池知事が編成した最初の当初予算である前年度では 10 億円の 

増加であったものが、異例の増額幅となったのは「希望の党」を巡って生じた公明党との 

軋轢を修復し、「都民ファ―ストの会」と合せて都議会での安定多数を維持するための一つ 

のアメであったと思われる。 

 

5－2 「特別顧問はもはや不要？」でその退任と都議会での質疑 

 予算案などを審議する都議会第 1 回定例会は 2018(H30)年 2月中旬に召集された。冒頭 

の施政方針説明で、知事は 2018 年度予算案について、「過去最高」との言葉を繰り返し述 

べたうえ、待機児対策の一環としてベビーシッター利用支援事業を創設することなどにも 

触れた後、受動喫煙防止条例案について国の健康増進法の改正案との整合を図る必要があ 

ることから引き続き検討していくと述べた。豊洲移転については本年(2018 年)10 月に行う 

と都議会の場でも改めて明言した。 

都議会本会議の質疑では、「都民ファ―ストの会」は予算案につき「高く評価する」と述 

べるとともに、個別の事業について知事の言葉をなぞって、その決意や今後の取り組みを

問うている。公明党は市町村の公共施設整備費などに対する財政支援策である「市町村総

合交付金」が、例年であれば 7～10 億円の増額であるものが、要望通り 50 億円増額され

550 億円となったこともあって、知事との関係が修復され、どちらかと言えば与党的な質

問に終始している。ベビーシッターの利用については、それを「大変有効と考えます」と

評価したうえで、「第三者の目が届かない、一対一の保育環境という課題もあり、専門性、

信頼性の確保が何よりも求められる」27)と指摘している。さらに、都政改革本部で上下水

道や公明党の関心が高い都営住宅の民間への業務移譲が特別顧問から提起されたことを批

判した。野党である自民党は、質問の冒頭で知事の姿勢を「顧問の意見を偏重し、都議会

の頭越しに各種施策を記者会見などで発表し、既成事実化する手法が横行しています」と

攻撃している。「税制改正」で地方消費税の清算基準が見直され 1,000 億円を失ったことに

ついても、石原知事時代に法人事業税についてその一部が暫定的に国税化された際には、

羽田空港の国際化などの見返りがあったが、今回には「残念ながら何の成果もありません

でした」と批判した。知事が代表であった「希望の党」の衆院選向けの公約で「消費税増

税凍結」を掲げたことが「マイナスにしか働かないとなぜ気づかなかったのでしょうか」

28)とも攻めた。知事は特別顧問に関して、「都政改革の土台が築かれた…。今後は、これ

までの計画の段階から、実践的に都政改革に取り組む段階に入る…、顧問の活用のあり方、

職員の主体的な参加の観点から、新たな推進体制を構築するように指示をいたしたところ



でございます」29)と、特別顧問について見直す旨答弁した。 

 本会議に続き、予算特別委員会で質疑が続行された。与党の質疑の後、自民党は都政改革 

本部の体制についての知事の指示以降の動きにつき問うた。知事は「3 月 1 日に…検討を行 

うように指示…、3 月 8日…検討結果の報告を受けた…。…都政改革のあり方についての 

新しい体制についての考え方を 3月 9 日の定例記者会見で発表した」30)と答えたが、質問 

者はなぜこのタイミングなのかと重ねて質問したが、その理由については一般論での答弁。 

その 9 日の記者会見のスライドでは、新年度の都政改革本部の体制は知事と都職員のみで 

構成し、「特別顧問・特別参与・特別調査員は廃止」と明記したが、「今後、一部の方につい 

ては、都で実施する研修等、専門分野の知見を活かした都政へのご協力を依頼する予定」と 

も記載している。記者から、「都議会のいくつかの会派からは、…顧問偏重ですとかブラッ 

クボックスという批判もありました。今回の決定については、そうした都議会の意見も踏ま 

えてのものなのか、それとも、3 月末という区切りで決定したものなのか」と聞かれたが、 

それは明確には答えられない質問である。ともあれ、特別顧問など都職員以外の外部の側近 

に依存した演出は「終演」になった。 

 予算特別委員会で自民党は 2 年後(当時)に控えたオリンピック・パラリンピック関連経 

費についても質問しているが、それは韓国の平昌で開催された冬季オリンピック期間中に、 

東京大会の機運醸成のために井の頭公園など都内 3 か所、東日本地震の被災地 4 か所で設 

けられた「ライブサイト」、㈱博報堂が受託事業者であったイベントについてその効果に疑 

問を呈するとともに、「小池都政には博報堂関係の事業が非常に多くなっている。…知事肝 

いりといわれる事業の影に博報堂という名前が多く見え隠れする」31)とも指摘した。速記 

録では、答弁部分で「37字削除」、「145 字削除」とあり、機微に触れる質疑であったのかも 

しれない。 

 予算案は自民党が 41 年ぶりに一般会計予算案に反対したが、債務負担行為を追加計上し 

た一般会計補正予算案(第 1 号)を含め、3月末には可決成立した。 

 

27) 「平成 30 年東京都議会会議録第 2 号」H30.3.1 146 頁 

28)  「平成 30年東京都議会会議録第 2 号」H30.3.1 158～159 頁 

29)  「平成 30年東京都議会会議録第 2 号」H30.3.1 167 頁 

30) 「予算特別委員会速記録第 2号」H30.3.13 25～26頁 

31) 「予算特別委員会速記録第 2号」H30.3.13 35～36頁 

 

5－3 2018 年度における財政運営と「平成 31年度税制改正」 

 一般会計補正予算案(第 2 号)は大阪府北部の地震などをうけて 11月中旬に編成された 

が、その間の都政の動向を都議会での質疑を通して振り返る。 

都議会第 2 回定例会は 6月中旬に召集され、受動喫煙防止条例の制定や工業用水道事業 

の廃止などが議論された。受動喫煙防止条例では、健康増進法の改正案が対象店舗の基準を



面積としていることに対し、従業員の受動喫煙をも防ぐため、店舗面積にかかわらず原則屋

内喫煙禁止とし、喫煙は専用室に限ることとした。紙巻きタバコの喫煙者にとって、専用室

を設けた喫茶店が限られていることは不便ではあるが、その不便さより受動喫煙を防止す

ることの方が社会的有益性が高いのは当然である。条例は可決成立後、段階的に施行され、

2020(R2)年 4 月に健康増進法の改正とともに全面施行された。工業用水道事業は戦後の工

業発展に伴う地下水の揚水量増大によって、区部東部地域の地盤沈下が進んだことへの対

応して、揚水規制と併せ整備された。その後、工場が都外に転出するなか、その需要は

1974(昭和 49)年度をピークに減少を続け、経営環境も厳しくなり、給水管など設備の更新

も見込み得ない状況となった。そうしたことから外部専門家による検討会での検討を経て、

2018(H30)年 6月にその廃止が報告された。 

 都議会での質疑を見ると、「都民フア―ストの会」や公明党は与党的であり、自民党は引

き続き批判的な質問である。受動喫煙防止について、自民党はこれまでは店舗面積を基準に

規制するとし、その考えの下でパブリックコメントも実施していたものを、「突如、…従業

員の有無で判断するという新しい考え方を提案」32)と指摘し、条例の実効性などにつき質

した。補正予算の提案もなく、議論は総じて低調であったと言える。いずれの議案も可決し、

成立した。 

 都議会第 3 回定例会は 9 月中旬に召集された。その年 6 月に大阪府北部を震源とする地

震が発生し、ブロック塀が倒壊し児童が死亡する事故があり、さらには各地で集中豪雨や台

風被害などもあったことから、東京都においても風水害や地震への対策について総点検を

実施し、今後の取り組みを取りまとめた。その内容は通学路に面した庁舎や都立学校のブロ

ック塀の撤去、環状 7 号線の地下広域調節地の延伸などであり、都議会でも防災対策が集

中的に議論された。「平成 31 年度税制改正」を巡っては地方法人課税のいわゆる「偏在是

正」を理由にした財源調整について、その取り組みにつき質疑が交わされた。提案された工

業用水道の廃止条例については可決成立。その後、工業用水道から上水道への切り替えに伴

う料金負担の経過的な軽減措置などを講じたうえ、2023(R5)年 3月末に廃止された。 

 都議会第 4回定例会は 12月上旬に召集され、前述の一般会計補正予算案(第 2号)が提案

された。この補正予算では、先述の「総点検」を受けて、区市町村立小中学校や私立学校な

どのブロック塀の撤去・設置経費の補助、災害時の避難所ともなる都立高校の屋内体育施設

の空調設備工事費など、92 億円を計上した。主な質疑は、「与党税制調査会」における地方

法人課税の見直しへの対応、築地再開発での市場跡地の一般会計への所管換え問題などで

ある。与党である「都民ファ―ストの会」はそれらについて知事の冒頭発言をなぞった質問

で終わり。自民党は与党税制調査会の「平成 31 年度税制大綱」が近く公表される予定であ

るなか、報じられている地方法人課税の見直しに対する要請活動つき質した。11 月上旬に

知事が自民党都連に「選挙戦ということもあり、言葉が過ぎた部分があったと陳謝され、…

税制改正への反対に向けて自民党都連との連携が欠かせないとの立場を強調された」と報

道されたことについて、「税制改正に向けた旗色が悪いと見るや、土壇場で突然変節し」と



難詰した。知事は「このたびの貴党への陳謝につきましては、この間の都知事選、都議選、

衆院選におきまして、選挙とはいえ言葉が過ぎたことなど、貴党の東京都連に属し、都民の

皆様によって選ばれた方々に対しまして、率直に陳謝を申し上げたものでございます」33)

と、これまでの言動を「選挙とはいえ」との言葉を差し挿み、さらにどの「言葉が過ぎた」

かを明らかにはしなかったが、自らの言動を自ら否定した。自民党批判で知事に当選し、都

議選で勝利したのを忘れてしまったのだろうか。築地市場跡地の所管換え、予算化されてい

た旧こどもの城跡地の取得の撤回・再取得などにつても議論があったが、提案された議案は

可決された。 

 「平成 31 年度与党税制改正大綱」は 12 月中旬にまとまった。地方法人課税について、

地域間の財政力格差を是正することを名目に大都市の税収を収奪する新たな措置が講じら

れた。即ち、①法人事業税の暫定措置 34)は廃止・復元するが、②恒久的な措置として、復

元後の法人事業税の約 3割を分離し、これを特別法人事業税(国税)とし、その全額を人口の

みを基準に都道府県に特別法人事業譲与税として譲与する ③さらに、地方交付税の不交

付団体(東京都)については譲与制限を行う。具体的には、地方交付税の算定での財源超過額

を上限として地方法人事業譲与税の 75%をカットするとの措置が実施されることとなった。

その実施時期は消費税・地方消費税が 8%から 10%へ引き上げられる翌 2019(R 元)年 10月

(譲与開始時期は 2020 年度)である。これらの措置による東京都の減収(平年度)は 3,799 億

円(3割相当 4,236 億円－譲与税 438 億円)と見込まれ、既に実施されている法人住民税の地

方交付税原資化と、これもすでに実施されることが決まっていた原資化の拡大による減収

とを合わせると、その総額は 8,757 億円と見込まれた。「財政力格差」、「偏在」とは恣意的

な判断、何をもって「格差・偏在」とするかについての指標はなく、仮に都道府県間で「夜

間人口一人当たりの税収」がほぼ同額となることをもって、「格差・偏在」が是正されたと

するならば、「すべての地方税を国税化し、人口を基準に地方譲与税として配分する」こと

となるまで、「偏在是正措置」は続くこととなるのではないか。 

 

32)  「平成 30年東京都議会会議録第 8 号」H30.6.19 101 頁 

33) 「平成 30 年東京都議会会議録第 16号」H30.12.11 121～122 頁・127 頁 

34)  暫定措置とは、「平成 20 年度税制改正」で法人事業税 2.6 兆円分(地方消費税 1%相

当)を暫定措置として地方法人特別税(国税)とし、その全額を人口と従業者数を基準に

地方法人特別譲与税として都道府県に譲与すること。その後、「平成 26 年税制改正」

で、消費税率(国・地方)の 8%への引上げとともに、法人住民税の一部を地方交付税の

原資に加えることとしたが、それに併せ暫定措置の規模を 1／3 縮小し、法人事業税に

復元した。 

 

5－4 最終補正予算案と築地市場跡地の所管換え 

 一般会計の最終補正予算案(第 3 号)は、「平成 31 年度当初予算案」と同じ 2019(H31)年



1 月下旬に公表された。その内容は、都税収入の増(2,322 億円)、前年度繰越金(2,333 億円)

などの歳入を補正する一方、予算の執行状況から不用となる見込みである歳出の減(2,788

億円)、税収増に伴う財政調整基金への積立や都区財調交付金など義務的な経費の増(2,067

億円)を計上するとともに、築地市場跡地を中央卸売市場会計から有償所管換え経費 5,423

億円を措置するものである。併せて、中央卸売市場会計補正予算案(第 1号)ではその収入を

計上した。築地市場跡地の一般会計への所管換えは「平成 31 年度当初予算案」の公表直前

に発表された「築地まちづくり方針(素案)」でその再開発の方向が示されたことを受けての

措置であるとされた。しかし、前述の通り、都議戦前の 2017(Ｈ29)年 6 月に公表された「築

地は守る、豊洲を活かす」との「基本方針」が、事実上既に変更され、既に豊洲市場も開場

(2018.10)されていたとは言え、公式的にはなお存続しているなか、所管換え経費の予算計

上は議論を呼んだ。その「素案」はパブリックコメントを経て、3月末には「素案」の言葉

が取れ、「築地まちづくり方針」として確定した。その「方針(概要)」の「土地利用の方針」

では、「素案(概要)」段階ではなかった記述が加筆・追加された。それは 2 項目で、まず、

素案では「新たなにぎわい・集客を創出すること」と記述されていたが、その記述に「食文

化の拠点として築地が育んできた活気とにぎわいに鑑みて」の言葉が加筆された。2 つ目は

新たに「豊洲市場については、中央卸売市場として継続的に運営していく方針であり、築地

に都として卸売市場を整備することはない」との記述を追加したことである。築地を中央卸

売市場にすることはなく、築地は「食文化…鑑みて、新たなにぎわい・集客を創出」する場

所であるとの言葉を加えたが、それは知事の「『築地は守る、豊洲は活かす』との基本方針

(2017.6)は変わっていない」との発言との整合性を図るためである。しかし、いくら言葉を

添えたとしても、既定の方針を 180°転換したことに違いはない。「まちづくり方針」では

環状 2 号線用地などを除く 19.5 ㏊を、「民間の力を最大限活用して」、展示場機能を備えた

国際会議場やホテルなどを整備する「おもてなしゾーン」、大規模集客・交流施設などを整

備する「交流促進ゾーン」、交通ターミナル機能や防災機能などを整備する「ゲートゾーン」、

舟運などの「水辺の顔ゾーン」の 4 つのゾーンに分けて、段階的に再開発するとしている。

その後、2022(Ｒ4)年 3 月には「事業実施方針」を定め、すでに事業者の募集提案の受付は

終わり、2023(R5)年度末には事業予定者の決定が予定されていたが、審査は長引きまだ

(2024.2 末時点)決定には至っていない。民間事業者が築地で整備する展示場や国際会議場

機能は都が保有する有楽町の「国際ホーラム」や東京臨海部の「ビックサイト」と競合する

ことなく、その棲み分けは整理されているのだろうか。 

何はともあれ小池知事の就任直後の「豊洲移転延期」騒動はもはや過去の忘れ去られたこ

ととなった。 

2024(R6)年 4 月中旬に築地再開発の事業予定者が決定した。審査委員会による審査結果

によれば、応募は 2 社であったが、1社については審査を通じて失格と判断され、最優秀提

案応募者の提案に対しては 6 点の意見が付された。付帯意見を踏まえ、今後関係者でさら

に協議を行うこととし、計画内容等を定める基本協定の締結は 2024 年度中を予定している



とされている。 

 

6－1 2019 年度当初予算案の編成 

 「平成 31 年度当初予算案」は 2019(H31)年 1 月下旬に公表された。一般会計の予算規模 

は 7.5 兆円、前年度比 5.9%増と、1992(H4)年度の 7.2 兆円を超えて過去最大となった。都 

税収入は企業収益が堅調であることなどから、5.5 兆円、その伸び率は 5.2%である。その 

予算発表の記者会見で、小池知事は「過去最大の予算」、「411 件の新規事業」、事業評価で 

「900 億円の財源を確保」と述べた後、「財政の健全性を確保しながら、都政を力強く前進 

させる予算になった」と強調した。過去最大となった背景はオリンピック・パラリンピック 

の競技施設の整備費によるものであるとも述べた。その後、3つの「シティ―」に沿って予 

算の内容を詳述しているが、その順番は前年度と異なり「セーフ・シティ―」が最初で、先 

述の「緊急点検」を受けての「環 7 地下広域調節地」の延伸の検討などを改めて表明した。 

「スマート・シティ―」では、国際的な動きに触れ、「MaaS(Mobility as a Service：サービ 

スとしての移動)」の実証実験を行うと。「東京ゼロエミ住宅導入促進事業」を開始するとも 

述べた。さらに、テレワークや時差ビズなどをくくった言葉として「スムーズビズ」なる新 

語を広めたいとも、ネーミング好きな知事らしい発言である。「ダイバーシティ」では保育 

サービスなどについて語った。築地市場跡地の一般会計への所管換え経費を 2018(H30)年 

度補正予算案に計上することを表明した。 

実証実験すると知事が述べた「MaaS」との言葉の社会的認知度は高いとは言えない。も

のの本によれば、それは電車やバスなどの交通機関やライドシェアといった交通サービス

を、「個別予約・個別決済」ではなく、インターネットなどの ICT(Information and 

Communication Technology)を活用してシームレスに結びつけ、交通手段による移動を一つ

のサービスとして「一括予約・一括(キャッシュレス)決済」することであると。国内では経

産省や国交省がその実施に向けての指針をとりまとめており、東急や JR東日本、トヨタや

ソフトバンクなどが研究や実証実験を行っているなか、東京都がどこかの事業者に委託し

て実証実験を重ねる意味はどの程度あるのか分からない。その実証実験の内容を見ると、

2019(R 元)年 10月の公表資料では、みずほ情報総研㈱(当時、現在の「みずほリサーチ＆テ

クノロジー㈱」)を事業プロモーターとし、例えば、「JR 東日本の中央線と南武線と、立川

バスのリアルタイム運行データを同時に用いた日本初となる予定の経路案内の提供」など

を実施するとしている。2023(R5)年度では、「東京メトロと東京都交通局の公式アプリを介

して『シンフオニークルーズ』…を予約いただけます」35)と発表されているが、キャッシ

ュレス決済が遍く普及しているとは言い難いなか、その実証実験の内容は“イマイチ”で、

「MaaS」なる言葉だけが先行しているように思われる。その 2019(H31)年度予算における

位置づけを予算関係の資料で見ると、「『稼ぐ力』の強化に向けた『Society5.0』の実現加速

のための調査・検討(2 億円)」としてくくられた 3項目の一つである「官民によるデータプ

ラットホーム構築に関する調査・検討(75 百万円)」の、さらにその一部である「次世代モビ



リティなどの実現に向けた実証フィールドを提供」が知事の記者会見で語られた新規事業

のようである。何故、小池知事が予算では目立たないそうした事業をあえて取り上げたのか

は不明。勿論、その将来性に着目したこともあるだろうが、外来語好きな知事が「MaaS」、

会見の相手であるマスコミ各社の社会部などの記者にはすぐには理解出ない言葉を使いた

かっただけなのかもしれない 36)。 

予算発表の記者会見で知事が新規事業として述べた「ゼロエミ住宅導入促進事業」は省エ

ネ性能の高い住宅を普及させるため、都が定める水準を充たす新築住宅に対して補助する

ものである。新築住宅に断熱性能が高い断熱材や窓、省エネ効果の高いエアコンや給湯器な

どを備えた場合には、通常の設備との価格差や光熱水費削減額を加味した、戸建てであれば

70万円を補助するものである。戸建住宅 1,500 戸・集合住宅 1,170 戸・太陽光発電設備 722

件を予定し、予算額は 18 億円。補助期間は 3 年間である。同種の事業は国においても

「ZEH(Net Zero Energy House)補助制度」として事業化されている。しかし、個人が住宅

を新築・購入することはまあ一回あるかないかのこと、前倒し効果があるとしても、若干の

補助金が新築・購入の誘因とはならず、既にそれを予定している者への助成に過ぎない。事

業による省エネ効果がいかほどかは分からないが、個人の資産形成への助成に踏み出すこ

とは慎重であるべきであることは論を待たない。 

 新築住宅への補助金に加えて、「家庭におけるゼロエミッション行動推進事業」も新規事

業である。それは省エネ性能が高いエアコン(139 千台)・冷蔵庫(84 千台)・給湯器(34千台)

の買い替えなどに対して、金券への交換可能なポイントを付与するもので、その予算額は 45

億円で、その実施期間は 2 年間である。なるほど CO²の削減効果(2 年間で家庭部門の排出

量の 1％)はあるだろうが、仮に一定程度の削減効果があったとしても、それは買替需要の

前倒しに過ぎず、事業は単なる家電購入費への助成に過ぎない。 

「ゼロエミ住宅導入促進事業」も「家庭におけるゼロエミッション行動推進事業」も

2024(R6)年度でも継続しており、前者の予算額は、都が定めた環境性能水準を見直したこ

とで、新規事業として 251 億円(前年度 244 億円)と 2019 年度予算の 10 倍超の大幅増、後

者は 100 億円(同 48億円)とこれも 2 倍に増加している。 

都は 2021(Ｒ3)年に「カーボンハーフ(温室効果ガス排出量の 50％削減)」を実現すること

を表明し、その都内排出量の 30％を占める家庭からの排出量を削減するとしており、「Zero 

Emission」住宅の普及もその実現に向けた施策の一つであろうが、「カーボンハーフ」の実

現が目標であるなら、それは永遠に続くこととならざるを得ないだろう。 

 

35） 東京都 HP「MaaSの先行的なモデルとなる実証実験を選定しました」2019.10.11、 

   「東京都心部における『大都市型 MaaS』の実現に向けて」2023.4.20 

36) 「Society5.0」とは「サイバー空間(仮想空間)とフィジカル空間(現実空間)を高度に融

合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会」

と定義されている(内閣府HP)。狩猟社会を「Society1.0」として、農耕社会、工業社会



を経て、情報社会である今日を「Society4.0」と数え、それに続く新たな社会であると

されている。 

 

6－2 予算案などを巡る都議会での質疑 

 都議会第 1 回定例会は 2019(H31)年 2 月下旬に召集された。その前の 1 月下旬に知事は

先述の通り築地市場跡地の「まちづくり方針(素案)」を公表したが、自民党や共産党はその

「素案」は「築地は守る、豊洲を活かす」とした「基本方針(2017.6)」からの方針転換であ

るとして反発し、都議会初日から混乱し、知事の施政方針説明は深夜に至りようやく行われ

た。その施政方針で知事はこれまでと同様に「過去最大・過去最高」の言葉を繰り返したう

え、予算案の主な内容を説明した。築地の再開発については「素案」を公表したと述べた後、

「国際会議場等の機能を中核に、新たな東京ブランドを創造、発信する交流拠点の形成等を

うたっております」37)と、「素案」における街づくりの考え方を述べた。さらに、跡地を中

央卸売市場会計から一般会計に有償所管換えすること、その経費を計上した補正予算案を

提案したと述べた。 

 各党の代表質問を見ると、「都民ファ―ストの会」はいわば知事発言をなぞった質問も多

く、築地再開発についてもその意義を改めて問うた。知事は答弁で「市場機能につきまして

は、かねて申し上げてきたとおり、都が中央卸売市場として運営するのは豊洲市場であり、

豊洲との近接性を考えれば、築地再開発において、都が改めて卸売市場を整備することはな

いと考えております」38)と、野党が質問する前に明言した。自民党は築地再開発について、

「素案」に強く反発し、先の都議選（2017.7）の告示直前に公表した「築地に市場機能を残

すといった知事の基本方針は変更されたのか、されていないのか」と攻め立てた。さらに、

有償所管換えについても、「素案」が示されたに過ぎないこの時期にそれを行うことは、「財

政運営の観点から適正な判断といえるのか」とも質した。また、前年度から助成を開始した

ベビーシッターへの補助について、その実績は低調であり、それは「保育の受け皿の一つで

はありますが、本来、認可保育所、認証保育所等の施設型の保育サービスのすき間をうめる

ためのものである」39）と主張した。それらの質問に対し、知事は「（2017 年 6月の）基本

方針でお示しいたしましたのは、豊洲と築地の両方を生かすということを趣旨とした大き

な方向性でございます。…こうした基本方針の方向性については何も変わっているもので

はございません」40）と答弁し、有償所管換えについても「素案」が策定されたからである

と答えた。与党である公明党は党としての主張に沿って個々の事業について質問した。共産

党は「素案」では都議選前の基本方針での知事の言明がことごとく覆されているとし、それ

も都議選後の都庁内の会議での発言で、「築地は守る」との公約を事実上撤回しているので

はないかと質した。これに対しても、自民党への答弁と同じ「何ら変わっておりません」と

答えている。知事としては「方針変更」とは言えないことはある意味当然ではあろうが、事

実上撤回していた先の「基本方針」を公式的にも変更したのは隠れもないこと。「築地は守

る、豊洲を活かす」とした「基本方針」を選挙目当てで掲げたことが発端であり、遡れば先



の見通しなく決めた「豊洲移転延期」が間違いのもとであることはどう強弁しようとも事実

である。その時々で後先を考えることなく「劇場」を作り出すことがポピュリストとしての

小池氏の手法であり、それはまた氏の限界であるのかもしれない。 

最終補正予算案については引き続く財政委員会でも議論が続いた。質疑では築地市場跡

地の有償所管換えを何故「平成 31 年度当初予算案」ではなく、「平成 30 年度補正予算案」

で措置したのかと問われた。それに対して、財政当局は跡地の所管換え経費が 5,000 億円超

であり、当初予算の規模が大きくなり、都財政の実態と乖離すると。さらに都税収入が大き

な伸びが見込まれるなか、基金残高も大きくなり、その対外的な影響も懸念されるとの趣旨

の答弁をした。実務的な答弁ではあるが、都の財政運営や多額な基金残高に対して、他府県

や国から厳しい目が注がれているなか、財政運営のスジからは外れるとしても、選択した判

断はやむを得ないものであるだろう。中央卸売市場会計予算案を審議する常任委員会では

異例である知事の出席を求め質疑が行われたが、ともあれ、補正予算案は日程通り本会議で

これも異例な記名投票により中途議決され、賛成多数で可決成立した。 

当初予算案を審議する予算特別委員会では、「都民ファ―ストの会」は答弁中せき込んで、

水を飲んだ知事に対し、それを気遣う発言をしたが、多くはこの間の知事の実績を称える質

問であった。自民党はなお批判的な質問に終始した。オリンピック・パラリンピックの会場

見直し、築地の再開発などについて質した後、各論の質問に対して、知事は「ようやく建設

的なご質問をいただいてありがとうございます」41）と皮肉を込めた言葉で返したが、各党

の代表質問の質疑は総じて低調といえる。自民党は 2017(H29)年 6 月の「基本方針」の策

定に関わったとされる小島敏郎元特別顧問の予算特別委員会への参考人招致を求めたが、

会派間の調整は当然に不調に終わり、議事は進行した。 

「平成 31 年度予算案」は自民党が 2 年連続して反対したが、与党の賛成で 3 月下旬に可

決し、成立した。都バス・都営地下鉄の運賃や上下水道料金などの公営企業料金について、

消費税率の 10%への引上げ(2019.10)に伴う条例改正案が提案され、特段の質疑もなく淡々

と可決成立した。 

 

37) 「平成 31 年東京都議会会議録第 2 号」H31.2.21 11 頁 

38) 「平成 31 年東京都議会会議録第 3 号」H31.2.26 154 頁 

39) 「平成 31 年東京都議会会議録第 3 号」H31.2.26 160・166 頁 

40) 「平成 31 年東京都議会会議録第 3 号」H31.2.26 167～168 頁 

41) 「予算特別委員会速記録第 2号」H31.3.12 25 頁 

 

6－3 時代は平成から令和へ 

 2019 年 5月、天皇の退位・皇太子の即位で、元号は平成から令和に代わった。 

 都議会第 2 回定例会は 2019(R 元)年 6 月に召集された。招集挨拶で知事は国際金融都市

東京の実現のためのプロモーション組織の設立、オリンピックの聖火リレーの概要の公表



などについて述べた。各党の代表質問では特に議論を呼ぶような質疑もなかった。 

9 月上旬に召集された第 3 回定例会では、知事はパラリンピックのチケットの抽せん申し

込みが開始されたこと、「ソサエティー5.０」、日本橋周辺の首都高速道路の地下化の都市計

画決定などについて述べた。代表質問で、関係者からの働きかけがあったのかは不明だが、

自民党は築地の再開発に関して、IRを誘致するのは如何と。IR(Integrated Resort)は「統合

型レゾート」と訳されるが、それはカジノのこと。質問者は「IR は新たな国際都市東京を

実現し、地域経済の持続的発展を支える骨太の柱になり得る」と主張したが、知事は「IR は

日本の経済成長や国際競争力を高める観光拠点として期待され、その一方で、ギャンブル等

依存症などの懸念の声もあるとの認識でございます。…築地まちづくり方針におきまして

は…IR を築地において整備をすることは示しておりません」と、築地にはカジノを作らな

いとしたが、IR そのものについては肯定と否定の両論併記の答弁である。IR については、

共産党の質問に対しても、「メリット、デメリットの両面があり、総合的に検討」42)と答弁

しており、その導入を否定しなかった。公明党は年来の主張である私立高校授業料の実質無

償化についてその対象拡大を求めた。「国においても…来年 4 月からは、全国で年収 590 万

円未満の世帯を対象に、私立高校授業料の実質無償化が開始されます。国から新たに財源が

投入されるこの機を生かし、都は、実質無償化の対象を年収 910 万円未満の世帯にまで拡

大すべき」と提案した。知事は「今後、都としての対応を…検討をしてまいります」43)と

前向きに答えた。6月、9月の都議会には補正予算案の提案もなく、対決的な案件もなく閉

会した。 

 

42) 「令和元年東京都議会会議録第 14 号」R 元.9.9 139 頁・144 頁、164 頁 

43) 「令和元年東京都議会会議録第 14 号」R 元.9.9 148 頁・153 頁 

 

6－4 都立病院・保健医療公社病院の地方独立行政法人化 

 2019(R 元)年 12 月初旬に、都議会第 4 回定例会が召集され、一般会計補正予算案(第 1

号)が提案された。この年の秋には台風、千葉県知事(当時)が台風の県内直撃の翌日県庁を

離れ、県内の自宅を訪れたと批判された台風などが東京にも被害をもたらした。補正予算案

にはその復旧・復興やオリンピック・パラリンピックの暑さ対策などを進めるため、所要の

経費(144 億円)が計上された。 

都議会冒頭の所信表明で、知事は補正予算案について説明した後、都立病院(8病院)と保

健医療公社の病院(6 病院)を一体的に「地方独立行政法人」に移行するとし、その準備を開

始することを明らかにした。曰く「(独法化により)都立病院については、安定的かつ柔軟な

医療人材の確保や、より機動的な運営を可能とし、…保健医療公社の病院につきましては、

スケールメリットを生かしながら、地域医療の一層の充実を図ることといたします」44)と、

その目的を語った。庁内紙の題字では「唐突な表明、現場は動揺」と、さらに記事では所管

局の幹部も「発表されるのを知ったのは当日だ」45)と伝えている。独法化についてはこれ



まで検討されてきたものだが、何故このタイミングで決定事項として公表されたのかは分

からない。 

地方独立行政法人は 2004(H16)年 4 月に施行された地方独立行政法人法(平成 15 年法律

第 118 号)に基づき設立される法人で、その目的は「…その地域において確実に実施される

ことが必要な事務及び事業であって、地方公共団体が自ら主体となって直接に実施する必

要のないもののうち、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがある

ものと地方公共団体が認めるものを効率的かつ効果的に行わせること(法第 2 条)」である。

その対象業務は「試験研究・公立大学・病院事業などの公営企業相当事業・社会福祉事業」

などであり、現在(R5.4.1 時点)で、全国で 165 法人(うち都道府県 86、指定都市 20、市町

村等 59)が設立されている。都道府県では、大学が東京都公立大学法人(H17.4 設立)など 51、

病院が東京都健康長寿医療センター(H21.4 設立)や東京都立病院機構(R4.7 設立)など 24、

試験研究が東京都立産業技術研究センター(H18.4設立)など 10、社会福祉は 1法人である。 

知事は先述のように「都立病院(8 病院)」と「保健医療公社病院(6 病院)」の独法化を表

明したが、「都立病院」については、2018(Ｈ30)年 1 月に、都立病院経営委員会(委員長大道

久氏)から経営形態を改め、地方公営企業法の財務規定等を適用する公立病院から、「一般地

方独立行政法人への移行について検討すべき」と報告されていた。また「保健医療公社病院」

については、報告書では都立病院の役割の一つとされた「地域医療の充実への貢献」の中で、

都立病院との「連携・ネットワーク化を進め」とされていたが、独法化についての言及はな

い。特筆すべきは「言うまでもないが、経営形態の変更のみをもって、経営改善が図られる

わけではない」46)と記述されていることである。 

公立病院の独法化については、その経営状況が赤字体質であることなどから、国において

その経営改善の一環として進められていた。国は「公立病院改革ガイドライン(H19.12)」、

「新公立病院改革ガイドライン(H27.3)」を発出し、「経営効率化」、「再編・ネットワーク

化」、「経営形態の見直し」、さらに「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」を図るよう促

した。先の「報告書」はこうした国の動きを受けてまとめられたものであるが、その段階で

は、独法化は「移行について検討すべき」とされており、報告書を受けて策定された「都立

病院新改革実行プラン 2018」においても「検討を進める」との記述に止まっており、その

先の時間軸を含め、独法への移行までは決定はしていなかった。 

 知事の所信表明を受けて、独法化問題は都議会の議論の中心的なテーマとなった。代表質

問では、与党である「都民ファ―ストの会」は補正予算、都市のデジタル化、あるいは中小

企業の事業承継などについて質問した後、独法化については賛成の立場で、「行政的医療の

確保や現場の理解といった点に配慮しながら進めていくべき」と主張した。知事は「…理解

も得ながら着実に準備を進めてまいります。…新たな病院の改革のビジョンを年末までに

お示しする」47)と答え、時間軸の最初の一つを「年末」に設定した。公明党は独法化につ

いての質問で「知事が今定例会の所信で表明した」と、唐突感があるようなニュアンスの言

葉を添えた上で、都立病院だけでなく、保健医療公社の病院を含め独法化する方針について、



「なぜ今、地方独法化を進める必要があるのか」と問い、さらに、「独法化病院に対する議

会の関与について」質した。それに対して、知事は分量的には質問以上の言葉を重ねて答え

ているが、議会の関与に関しては、中期目標の策定などが議会の議決を要すると法律上定め

られていると述べ、「関与のあり方についても、今後検討」48)すると答弁した。自民党は、

台風被害に関連して都庁の危機管理体制などについて問うとともに、都立病院・公社病院を

一体として独法化することについて、「公社病院も含めてという点については、これまで都

から何の説明もありませんし、議会での議論もありません」49)と指摘したが、質問として

は独法化後の病院の役割を問うことに留まっている。共産党も独法化の方針は、「知事の所

信表明で唐突に表明されました。東京都として、いつ、どこで意思決定をしたのですか」と

尋ねた。さらに、先述の「都立病院経営委員会」で独法化が一番ふさわしいと発言したのは

「監査法人トーマツ」の委員であり、独法化のコンサルも手掛ける「トーマツ」がその委託

調査を受注しているなどと指摘し、方針の撤回を求めた。知事はこれまでの答弁と同じ内容

で答えたが、再質問で、「いつ、どこで意思決定したのですか」との問いに対し、所管局長

は知事答弁をなぞって「知事として、…議会の場で表明したものでございます」と。また、

所管局長が独法化方針を知ったのは議会開会前日であったと聞いているがとの質問には、

「知事がご発言された内容を知りましたのは、先週の本会議の場で」50)とも答弁した。答

弁の言い回しが分かりにくいが、意思決定は知事とその側近で決め、所管局長は本会議での

知事の所信表明で初めて知ったともとれるし、方向性についてはそれ以前に伝えられてい

たが、その具体的な内容は所信表明の場で初めて聞いたともとれる。いずれにしろ、都立病

院等の地方独立行政法人化の意思決定は所管局のあずかり知らないところでなされたと考

えられる。それが小池都政の下での政策決定の実態であり、決定過程の「ブラックボックス

化」を示す証左とも言える。 

知事の所信表明を受けて、東京都はその年の年末の「素案」を経て、翌 2020(R2)年 3月、

「新たな病院運営改革ビジョン」を策定し、都立病院の独法化を改めて打ち出すとともに、

公社病院についても都立病院と一体的に運営していくためには、経営形態として独法化す

ることが最もふさわしいとした。 

地方独立行政法人東京都立病院機構は都立 8 病院、公益財団法人保健医療公社 6 病院・

がん検診センター1 所を合せ、新型コロナウイルス感染症がなお続くなか、2022(R4)年 7月

に設立された。その年 3 月、公立病院改革について、国は新たな通知(「持続可能な地域医

療提供体制を確保するための公立病院経営強化ガイドライン」)を発出したが、そのなかで

は「病床の削減や統廃合ありきではなく…」との文言も記述されている。この間、公立病院

改革の名のもとに、地域によっては病床数が削減されたり、公立病院が廃止された結果、「地

域医療提供体制」が「確保」されなくなり、コロナ対応が困難になった事例もあったことを

暗に認めているようにも思われる。国の方針は、ガイドラインのタイトルの変化に象徴され

るように、「公立病院改革」から「公立病院経営強化」に少しく舵を切ったとも言えるなか、

東京都はいわば周回遅れで、経営形態を変更し「独法化」し、それをもって「改革」を実行



したとした。 

 都立病院機構は 2023(R5)年 6月に「令和 4年度業務実績等報告書」を公表したが、独法

化の初年度ということもあり、その実績について特段の記述は見受けられず、都立病院・公

社病院の時と比較しておおきな変化はない。独法化のメリットとされた「柔軟・迅速な組織

人事制度」と「多様な契約手法・予算年度にとらわれない弾力的機動的な予算執行」は制度

的には実現したが、制度とその運用は別もの、運用面での行政の関与のレベルを改めなけれ

ば、制度面のメリットは活かされないし、その目的である利用者の観点から見た「医療提供

体制の確保」の充実が図られなければ、経営形態の変更をもって「改革」とは言い得ない。 

 

44) 「令和元年東京都議会会議録第 18 号」R 元.12.3 6～7 頁 

45) 都政新報 2019.12.6、都政新報社説 2019.12.10 

46) 「都立病院経営委員会報告 今後の都立病院のあり方について」 20 頁・32頁 

   一般地方独立行政法人とは、公務員型の特定地方独立行政法人とは異なり、非公務員

型の地方独立行政法人のことである 

47) 「令和元年東京都議会会議録第 19 号」R 元.12.10 119 頁・125 頁 

48) 「令和元年東京都議会会議録第 19 号」R 元.12.10 134～135 頁・138～139 頁 

49) 「令和元年東京都議会会議録第 19 号」R 元.12.10 149 頁 

50) 「令和元年東京都議会会議録第 19 号」R 元.12.10 158 頁・166 頁 

 

6－5 新型コロナウイルス感染症の発生と 2019 年度最終補正予算案の編成 

 「令和元年度一般会計補正予算案(第 2号)」は 2020(R2)年 1 月下旬に次年度の当初予算 

案と併せ公表された。歳入では企業収益が堅調であることによる都税収入の増(1,152 億円) 

や前年度繰越金(2,298 億円)などを計上し、歳出では予算の執行状況を精査(△2,831 億円) 

する一方、社会資本整備基金など既存の基金に 3,400 億円、基金の再編と併せスマート東京 

推進基金など新たな 3 基金に合せて 1,100 億円を積み立てた。その後、新型コロナウイルス 

感染症の感染拡大に対応するため、2月に令和元年度の一般会計補正予算案(第 3号)64億 

円と病院事業会計補正予算案とともに、令和 2年度補正予算案(一般会計 335 億円、病院 

事業会計 2 億円)を編成した。さらに、都議会閉会後の年度末には中小企業制度融資の原資 

積み増しのための補正予算案(第 4 号)を編成し、地方自治法第 179 条第 1項の規定に基づ 

き、知事が専決処分した。その後コロナ感染者は拡大していった。 

 

7－1 都知事選を控えて編成された 2020 年度予算案 

 「令和 2年度当初予算案」は先述の通り 2020(R2)年 1月下旬の知事記者会見の場で公表 

された。1 月 10 日の年頭の記者会見では、知事はその冒頭「いよいよ今年はオリンピック 

イヤー、パラリンピックイヤー」と切り出し、その機運を盛り上げるための各種イベントの 

内容を話しているが、その 2週間後の予算発表の記者会見では、その冒頭中国での新型コ 



ロナウイルス感染症の感染者が 570 名を超えていることや国内で 2例目となる患者が確認 

されたと述べている。しかし、この段階では「庁内での情報共有を進めること、…感染防 

止に向けました予防措置の徹底などを指示した」と語り、都民に対して手洗いやマスクの着 

用、医療機関への受診を呼びかけることに止まっており、その認識は当時の社会的な認識に 

重なるものであった。 

「令和 2年度一般会計予算案」の規模は 7.4 兆円(前年度比 1.4%減)、税収は地方消費税 

が国税消費税とともに前年 10 月から引き上げられたことで 1,575 億円の増となる一方、地

方法人課税の見直しの影響などにより法人二税が 2,582 億円減となったことから、5.4 兆円

(同 1.1%減)である。特定目的基金のうち「3 つのシティ」関連基金の取崩額は前年度の 5,577

億円から 7,332 億円に大幅に増やした。税制改正による影響額は、「平成 28 年度税制改正」

による法人住民税の地方交付税原資化の拡大に加え、前述の「令和元年度税制改正」、法人

事業税の一部を国税化(特別法人事業税)・地方譲与税化(特別法人事業譲与税)し、その地方

譲与税について地方交付税の不交付団体(東京都)に対する譲与制限を設けるとした税制改

正の影響(△2,399 億円)も含め△8,386 億円である。平年度化後の影響額は△9,663 億円に

も上ると見込まれた。 

記者会見の場で知事は毎度のことながら、新規事業や事業評価の件数が「過去最高」と誇 

っているが、その感覚のよって来る所以が奈辺にあるか理解できない。新たなキャッチコピ

ーとして「３つの C」、即ち Children、Chōju(長寿)、Community の言葉に沿って事業内容

を説明したが、こうした「？」が付くコピーを作った人のむなしさが伝わってくるようだ。

多摩都市モノレール(上北台(東大和市)～立川～多摩センター(多摩市))を上北台から箱根

ヶ崎(瑞穂町)へ延伸するための基本設計を実施すると述べたが、整備主体である多摩都市モ

ノレール(株)の事業資金の調達、収支見通し、資金収支などは十分検討されたうえでの事業

着手とは思うが、乗客数などが見込みを下回ることは過去の経験からままあり得ること、資

金ショートをきたすことなく、一定期間内に借入れた事業資金を返済できる堅実な計画と

なっているのだろうか。知事が言及した「東京版 Society5.0」に関しては「(令和)2 年度の

予算の総額は、(各局に計上された予算を)この関係で全部集めますと 158 億円の計上とな

ります。…電波の道、東京データハィウェイ…この構築に向けまして、民間と東京都が強力

なタッグを組んで、5GやWi-Fiなどの通信環境の整備を推進する」と述べたが、具体的な

経費の内容は分からないが、オリンピック競技会場等における Wi-Fi 環境の整備(28 億円)

が予算的には大きな額であるようだ。気に懸かるのは、新規事業である「官民連携データプ

ラットホームの構築等(4億円)」で、それは都が保有する行政データをもそのプラットホー

ムに開放するとともに、今後プラットホームとなる事業会社を設立するとしていること。こ

の段階ではスローガンの域を出ないので問題はないと言えるが、「通信環境の整備」は本来

民間事業者がリスクを取って行うべきことであり、税金を投入すべき事業とは思えない。行

政のなすべきことは「行政サービス提供体制のデジタル化」であって、「デジタル化に必要

な基盤整備」に行政が乗り出すべきではない。 



 記者会見では語ってはいないが、ベビーシッター利用支援事業について、利用対象である 

待機児童や育児休業取得後の利用が進まないなか、新たに学校行事や冠婚葬祭などの際の 

「一時預かり」利用を補助対象に加えた。都の負担率は補助基準額の 10／10、ニーズに応 

えたとも言えるが、他制度の補助率との均衡は損なわれ、ベビーシッター事業者への支援と 

も言えなくもない。私立高校の授業料補助である特別奨学金について、所得制限を 760 万 

円未満から 910 万円未満に引き上げた。それは、国の制度(就学支援金)でこれまで所得段階 

に応じ「公立高校授業料と同額まで」、「その 1.5 まで」、「その 2倍まで」、「その 2.5 倍まで」 

であった補助上限額を、年収 590 万円未満世帯については所得段階に関わりなく全国私学 

の平均授業料の水準まで一律に引き上げたが、これにより都の上乗せ補助の対象者が国制 

度の対象に移行した。その結果、都の助成経費が軽減(57 億円)され、それを財源として、都 

の所得制限を緩和し実質無償化の対象を拡大(52 億円)した。併せて、多子世帯の家計負担 

を軽減するため、新たな助成(4 億円)を実施した。算数的には軽減額≒拡充額だが、所得制 

限緩和の理屈は説明されていない。2022 年の「家計調査(総務省)」によれば、勤労者世帯 

の実収入(総世帯)は月 535 千円、二人以上世帯では 618 千円であり、年収 910 万円(÷12＝ 

758 千円)をそれと単純比較はすることできないとしても、相対的に高所得階層をも助成対 

象に加えたこととなる。おりしも大阪府は「実質無償化」から、所得制限を段階的に撤廃し、 

2026 年度にはその「完全無償化」を実施すると報じられている 51)。いずれの知事もいわ 

ゆるポピュリスト政治家であるから、政策が類似するのは宜なるかな。 

 

51) 大阪府 HP 戦略会議資料 R5.5.9、日経新聞 2023.8.10、朝日新聞 2023.8.26 

 

7－2 予算を巡る都議会での質疑とオリンピック・パラリンピックの開催延期 

 都議会第 1回定例会は 2020(R2)年 2 月中旬に召集され、その冒頭の施政方針説明で小池 

知事は、まず新型コロナウイルス感染症への対応について触れ、武漢市からの帰国者の都立 

病院での受け入れ、都民向け相談窓口の開設、さらに中国への防護服の提供などについて述 

べた。ついで、オリンピック・パラリンピックについてその経費の縮減や聖火リレーが始ま 

ることを語っているが、この段階では、世の中の認識と同じように、コロナを収束させその 

開催はできると考えていた。予算案に関しては、先述の「３つの C」に沿って事業を語り、 

そのなかで私立高校等授業料の実質無償化の対象拡大についても述べた。各党の代表質問 

では、「都民ファ―ストの会」に続き、公明党は私立高校授業料の実質無償化の所得制限緩 

和などが「我が党の提案」で実現したと、その成果を誇るとともに、都立・公社病院の独法 

化について、その是認を前提に、現行の経営形態を変更する理由を説明するよう求めた。自 

民党は予算について、「知事選挙を控え、区市町村や各団体へのヒアリングを通し、四方八 

方の要望に政治的に応えた大盤振る舞いの予算」52)と批判するなど、なお対決姿勢で臨ん 

だ。 

 質疑は予算特別委員会で続行したが、公明党は市町村総合交付金について要望に応え 20 



億円増額し、580 億円としたことを評価した。共産党は都立・公社病院の独法化について、 

その目的は財政支出を削減することにあると述べ、独法化することなく直営のままとする 

よう主張した。質疑は予特を含め総じて淡々と進み、3月末には、当初予算とともに、一部 

の特別区が新たに児童相談所を運営することに対応して、都区財政調整の特別区への配分 

率を特例的に 0.1%引上げ 55.1%とすることをその内容とする一般会計補正予算案(第 1 号) 

やコロナ対策の補正予算案(第 2 号)を含め、予算案などの議案を議決し、可決・成立した。 

 オリンピック・パラリンピックについて、同じ 3 月に知事も同席した安倍晋三首相と IOC 

会長との電話協議の場で、その 1年程度の延期が決まった。 

 

52) 「令和 2年東京都議会会議録第 2号」Ｒ2.2.26 154 頁・169 頁 

 

7－3 都知事選を挟み、コロナ対策に追われた 2020 年度の財政運営 

 新型コロナウイルス感染症はその後も収束することなく、4月 7日には「新型インフルエ 

ンザ等対策特別措置法」に基づく 1 回目の「緊急事態宣言」が出された。同日、小池知事は 

「東京都新型コロナウイルス感染症対策条例」を専決処分により制定するとともに、一般会 

計補正予算(第 3号)をこれも専決処分で決めた。2020(R2)年度の財政運営はコロナ対策に 

明け暮れたとも言え、一般会計の補正予算は 20 回を数え、うち専決処分は 7 回に及ぶ。専 

決処分は「特に緊急を要するため議会を招集する時間的な余裕がないことがあきらかであ 

るとき」などの場合、地方自治法第 179 条第 1項に基づき、長が議会の議決すべき事件を 

処分することである。それは本来例外的な規定であるとされていた。しかしコロナ対策の 

ためこの特例的な規定が多用されるようになったが、それは予算や条例の制定などについ 

ては議会の事前議決によるとする財政民主主義などと相容れないことである。議会の権能 

を発揮するためには、議会の招集回数の変更や会期の延長を行う必要があり、先進県・市に 

習い「事実上の通年制議会(同第 102 条第 2 項)」や「通年制議会(同第 102条の 2)」を導入 

することが望ましい 53)。 

 コロナ対応のための補正予算を審議するため第 1 回臨時会が 4 月中旬に召集された。5 月 

には「新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた当面の都政の運営について」と題する方 

針が出され、コロナ対策に取り組む姿勢を示すとともに、そのための要員を確保するため、 

築地市場跡地の再開発手続きや街路整備などの事業を当面休止することとした。5月下旬に 

召集された第 2 回定例会でもコロナが質疑の中心であったが、その対策のため、財政調整 

基金をこの間 8,800 億円取り崩したことで、その残高が年度末では 500 億円程度にまで減 

少する見込みであることから、今後の財政運営につき議論がなされた。 

迎えた 7月初旬の都知事選、テレビでコロナ対応に奔走する知事を演じ、街頭演説をせ 

ずオンライン配信での訴えに徹した小池氏は 366 万票を獲得し、対抗馬である宇都宮健児

氏や山本太郎氏らを退け圧勝した。自民党はいわば不戦敗であったが、4 選挙区での都議会

議員の補欠選挙でその全てで議席を得て、都議会で公明党(23 議席)を抜いて第 2 党(26 議



席)となった。 

知事選後の 7月中旬には第 2回臨時会が補正予算案の審議のため開催された。9 月中旬に

召集された第 3 回定例会でも、コロナ対策が主たるテーマであった。本会議では財政問題

については特段の議論もなかったが、財政委員会では「都民ファ―ストの会」の議員がコロ

ナ対応のために取り崩してきた財政調整基金についての質疑で、東京都では地方財政法に

基づく決算剰余金の義務積立に加えて、税収の伸びに応じた都独自の義務積立の仕組みが

制度化されていることを評価している。補正予算案と専決処分した補正予算の報告・承認議

案とも可決・成立した。11 月末に召集された第 4 回定例会もコロナ関連の補正予算案が議

案であり、それ以外ではさしたる質疑もなく専決処分の報告・承認議案も含め可決された。 

 

53) 拙稿「東京都におけるコロナ対策補正予算の専決処分―予算と財政民主主義―」 

  2021.8  

 

7－4 コロナの影響による税収減と 2020 年度最終補正予算案の編成 

 「令和 2年度一般会計補正予算案(第 17 号)」は翌年度当初予算案と併せ、2021(R3)年 1 

月末に公表された。都税収入はコロナの影響で 1,921 億円の減収が見込まれた。企業業績の 

悪化で法人二税や消費の減退で地方消費税などが減となることによるものであり、その対 

応として減収補てん債 1,000 億円を充てた。歳出については、予算の執行状況の精査により 

2,989 億円を減額補正した。オリンピック・パラリンピックの延期に伴う歳入歳出の補正や 

コロナ関連の経費についても補正し、補正予算案の規模は△2,742 億円である。減収補てん 

債については予算上の措置にとどまらず、同額を発行した。それは 2011(H23)年度以来の 9 

年振りであった。 

 2月中旬には、コロナ対策のため「令和 2年度一般会計補正予算案(第 18 号)」1,253 億円 

を編成するとともに、「令和 3年度一般会計補正予算案(第 1 号)」1,401 億円を編成した。 

さらに、3 月上旬には「緊急事態措置」の延長を受け、「令和 2 年度一般会計補正予算案(第 

19号)」1,548 億円を編成し、いずれも開会中の都議会第 1回定例会に提案された。3 月下 

旬には、「緊急事態措置」の終了後のリバウンド防止などのため、「令和 2年度一般会計補正 

予算案(第 20 号)」と「令和 3年度一般会計補正予算案(第 2 号)」をさらに追加提案した。 

2020 年度の財政運営はコロナ対応に追われた 1年であった。それはまた、「コロナ対策に 

奔走する小池知事」を演じ続けた 1 年でもあった。 

 

8－1 なお続くコロナ禍のなかでの 2021 年度当初予算案の編成 

 2021(R3)年度の当初予算案は先述の通り 1 月末に公表された。一般会計の規模は 7.4 兆 

円(前年度比 1.0%増)、税収はコロナによる企業収益の減で、大幅に減少し(前年度当初予算 

比△3,996 億円(△7.3%))5.0 兆円である。税収減に対応して都債を前年度比 2.8倍の 5,876 

億円とするとともに、各種基金を取り崩すことでそれを補った。 



予算発表の記者会見で、知事は発言の冒頭、コロナに対応して「この 1年、…(補正予算 

が)総額 2 兆円規模(追加提案した補正予算案を含めると 2.3 兆円)」になったと述べた後、

今夏には「東京 2020 大会(オリンピック・パラリンピック大会)」が開催され、これを「危

機の後の連帯と復興」を象徴する大会としたいとし、それをまたまたカタカナで「サステナ

ブル・リカバリー」と表現した。各論の事業を説明では、まず、コロナで失われた雇用を回

復するため、「TVA 作戦(Tokyo Value-up Action)」と銘打った事業を打ち出すと述べた。

「TVA」の由来は世界恐慌からの脱却を目指す「ニューディール政策」の一環として、アメ

リカ政府がテネシー川流域の開発計画を実施するのに際して、その実施主体として

「Tennessee Valley Authority」を設けたが、知事が言った「TVA 作戦」はそれになぞらえ

た命名である。でも、世界恐慌は 1929(昭和 4)年に始まったこと、もはや「世界史教科書の

世界」のお話、ネーミングに拘り過ぎて、時代錯誤的な用例であると言える。その具体的な

内容を見ると、「住む場所を失った方などに対して、居住相談、就労支援等を実施し、安定

した生活の確保」、「就職氷河期世代の方などを、正社員採用に結びつけるトライアル就業を

大幅に拡充」などの雇用対策を行うとし、「2 万人を超える雇用を創出」とうたっている。

具体的な内容から見て、「TVA」の名を冠するのはいささか「誇大宣伝」の誹りを招きかね

ず、その後の「事業評価」の結果も分からない。 

 公表された予算では、「東京 2020 大会」の開催年と言うことで、2021(R3)年度予算案で 

は、「大会経費」として 2,953 億円、「大会関連経費」として 479 億円が計上されている。 

これを含め、「大会経費」は総額で 1 兆 6,440 億円、うち都負担 7,170 億円、「大会関連経 

費」の総額は 7,349 億円であり、合せて東京都の負担は 1兆 4,500 億円にも上る。GDP へ 

の波及効果はあるとしても、大会の準備と運営に携わった関係者の苦労を思いつつも、パラ 

リンピックはさておき、それは古代ローマならぬ「サーカス」の提供であり、その費用は決 

して安くはない。大会は直前になって「無観客」で開催されることとなり、「サーカス」は 

テレビ観戦となった。 

 東京都の財政に大きな影を落としている地方法人課税のいわゆる「偏在是正措置」による 

影響額は△7,608 億円と見込まれた。「令和元年度税制改正」の平年度化など、この間の「税 

制改正」による影響額は前年度の推計では△9,663 億円と見込まれていたが、景気後退で法 

人二税の収入見込額が減少したことにより、影響額も減となったが、景気が持ち直した時に 

は 1兆円近くの減収である。 

 世界的な流行が止まらないコロナ対策については基本的には補正予算で措置することと 

されたが、この間のコロナ対策関連経費は 2020(R2)年度では一般会計の決算ベースで 1.7 

兆円、うち都の負担額は 9,508 億円にも上った。2021(R3)年度決算では 2.6 兆円、都の負担 

額は 4,217 億円である。2022(R4)年度は 1.1 兆円、同じく都の負担額は 3,318 億円である。 

3 か年間の歳出決算額は合わせて 5.4 兆円であり、「新型コロナウイルス感染症対応地方創 

生臨時交付金」や「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金」などの国庫支出金を除 

く、都負担額はその 3 割超の 1 兆 7,043 億円にも上る。都の負担額が大きい要因の一つは 



「地方創生臨時交付金」の算定に当たって、財政力指数、「その(東京都の交付金を減らすと 

の)意図は明白である」54)財政力指数による割落がなされたことによるものである。コロナ 

対策もまた都財政を大きく圧迫したと言える。2023(R５)年度においても、国庫支出金を主 

な財源として 3 回の一般会計補正予算が編成された。 

新型コロナウイルス感染症については、2023(R5)年 5月に「感染症法」に基づくその位 

置づけが「新型インフルエンザ等感染症」から、季節性インフルエンザや麻しんなどと同じ

「5類感染症」に変更となり、事業者や医療機関に対する特別な財政的な支援策などは収束

に向かった。 

 

54) 東京都 HP 各年度の「東京都年次財務報告書」各年 9 月、成田浩「新型コロナ感染

症に係る東京都の財政対応と今後の課題」(『論壇』2020 Vol.6 4 頁 都市化研究公

室) 

 

8－2 予算案を巡る都議会での質疑 

 「令和 3 年都議会第 1回定例会」は 2021(R3)年 2月中旬に召集された。小池知事はその 

冒頭の施政方針説明で、まずコロナ対策について触れた後、「未来の東京戦略の案を公表い 

たしました」と述べ、そのプロジェクトの一つである「東京ベイ eSGプロジェクト」を進 

めると語った。公表されている資料(「東京ベイ eSGプロジェクト(Version1.0)」)によれば、 

構想は遠大で、コロナや気候変動の「危機を乗り越え、50 年・100 年先の未来の東京を創 

る」とし、「S」は渋沢栄一の、「G」は後藤新平の頭文字をとり、「e」は environment(環境)、 

ecology(エコロジー)、economy(経済)、epoch-making(画期的な技術)の 5つを示すもので 

あると。2023(R5)年度において採択された「先行プロジェクト」でその内容を見ると、「空 

飛ぶクルマ用浮体式ポートの検証」や「水素生産船(セーリングヨット)を運行させ、風から 

グリーン水素を生産・貯蔵し、それを陸揚げし水素エネルギーを供給」などの事業が実施さ 

れるようである。それぞれの事業主体にとっては数ある先行投資の一つと言えるだろうが、 

プロジェクト自体は 50 年・100 年先と言うより、この先 10 年程度を見据えた事業と言え 

るだろう。それら事業は本来事業主体たる企業が自らリスクをとって投資するものであっ 

て、行政が支援すべき事業とは言えない。行政のなすべきことは住民・納税者サービスの向 

上を図ることであり、それが優先されるべきことではないだろうか。 

 各党の本会議での代表質問では、「都民ファ―ストの会」は知事の政策をひとあたりなぞ 

った質問。自民党は夏の都議選を控え、どちらかと言うと対決色を薄めた個別具体的な質問 

に終始した。公明党は自らが要望してきた「プレミアムつき生活応援商品券」が「令和 3年 

度一般会計補正予算案(第 1 号)」に計上されたことを評価した。その仕組みは 10,000 円で 

13,000 円のデジタル商品券が購入でき、その実施主体である区市町村に対して差額の 3,000 

円のうち 3／4 を都が補助するものである。昔の「地域振興券」の再来であるが、それを今 

日的にポイント還元などによって行おうとするもの。公明党はデジタル技術を活用できな 



い人には「紙」の商品券も発行すべきと主張した。知事は、予定された「のりしろ」であっ 

たかは分からないが、デジタル分が 1／2を超える場合には「紙」も助成対象とすると、条 

件付きながら公明党の要望に沿った制度変更を行う旨答弁したが 55)、デジタル化を加速す 

るとの政策意図は後退したと言えるだろう。予算額 125 億円の典型的な「バラマキ」であ 

ると言わざるを得ない。 

本会議に続く予算特別委員会、その代表質問で「都民ファ―ストの会」は奇異に感ずる主 

張をしている。それは国際金融都市とデジタル通貨についての質問であるが、そのなかで、

「仮想通貨について伺いたい」とし、パネルを示して暗号資産(仮想通貨)の一つであるビッ

トコインにおいて円の保有比率が低下し、「ドルにとってかわられた」と述べ、さらに暗号

資産取引業者数も世界で 934 社であるなか、日本では 25 社に過ぎないとし、「おくれを取

っている…。これは大変に残念なことではないでしょうか」と述べ、「国際金融都市を目指

す東京として、この暗号資産を世界が注目する金融商品、または通貨と見て、研究を進めて」

行くべきと主張した。答弁を求められた DX 担当の副知事は「暗号資産は…利便性がありま

す。…暗号資産やブロックチェーンのような新しい情報技術についても…研究を進めてい

く」と、前向きな答弁をした。所管局長は、「決済手段として活用するには価格変動が激し

いなどの課題が存在し…。課題等を調査してまいります」56)と、さすがに前向きではなく、

「調査」のレベルで答弁した。質問の背景が奈辺にあるかは不明。なるほど暗号資産の取引

にはデジタル技術が活用されるが、暗号資産そのものはデジタル技術の問題ではなく、基本

的には金融庁のお仕事、東京都がそれを推進したり、「技術的な研究や調査」を行うべきこ

とではない。そもそもビットコインのような「暗号資産はインターネットを通して電子的に

取引されるデータであり、日本円やドルのように、国がその価値を保証している『法定通貨』

ではありません」。暗号資産の利用の大半は投機目的であり、さらに麻薬取引や脱税など犯

罪によって得られた資金の出所を分からなくするための手段であるマネーロンダリング

(Money Laundering (資金洗浄))にも利用されている。加えて「マウントゴックス社」や「コ

インチェック社」などの不正資金流出事件もあり、近年では金融庁などが規制の強化を進め

ている 57)。それに対して、実証実験中ののデジタル人民元やその発行に向けた準備段階に

あるデジタルユーロなどの「中央銀行デジタル通貨」は中央銀行が法定通貨建てで発行し、

その価値を保全する資産である。また、暗号資産ではあるが、法定通貨の価値と連動した「ス

テーブルコイン(Stablecoin)」は価格変動幅を安定させることができる。広く「暗号資産」

と言われるものには様々な態様があり、ビットコインのような「仮想通貨」の推進を一議員

としてではなく、政党が代表質問で主張するのははなはだ疑問と言わざるを得ない。 

自民党の予算特別委員会の代表質問は特に目新しいこともなく、公明党も「生活応援事業」

について本会議に引き続き問うたくらいで、これも何もない。立憲民主党が事業評価につい

てきわどい質問をしている。事業評価で 1,110 億円の財源確保したと公表しているが、「そ

の中には工事終了に伴うものが 21 件で 85億円、工事を除く単年度事業に伴うものが 38件

で 79 億円が含まれている…。その分を財源確保したというのはやっぱりおかしくて、財源



確保の定義を見直す必要がある」と質した。所管局長は「(事業の)進捗管理のもと、事業を

適切に終了させ、既存事業に充当されていた財源を新規事業などに振り向けていることか

ら、財源確保額として計上している」58)と答えているが、なかなか苦しい答弁。「過去最高」

に拘る小池知事も下にあって、事業評価の件数・財源確保額とも膨らまさせざるを得ないの

だろう。 

 予算案などは 3月末に可決され、成立した。 

 

55) 「令和 3年東京都議会会議録第 2号」R3.2.24 174 頁・178 頁 

56) 「予算特別委員会速記録第 2号」R3.3.9 12～13 頁 

57) 「ウエブ版 国民生活」№.117 2022.5 5 頁、「暗号資産の現状と課題」三菱 UFJ リ

サーチ＆コンサルタント 2022.5、金融庁 HP「暗号資産(仮想通貨)に関する制度整

備について」、日経新聞 2024.4.4 

58) 「予算特別委員会速記録第 2号」R3.3.9 51 頁 

 

 

8－3 都議選―自民党はかろうじて第 1 党に返り咲く一方、踏みとどまった「都ファ」 

 「令和 3 年第 2 回定例会は」2021(R3)年 6月初めに召集された。都議選前で会期は 7日 

間と短く、その主たる議論はコロナ対策に関してで、総じて低調であった。この間、変異株 

によるコロナ感染者が増えるなか、「まん延防止等重点措置」や「緊急事態措置」が実施さ 

れ、専決処分による 4 回の一般会計補正予算が編成され、6月都議会にも一般会計と病院事 

業会計の補正予算案が提出された。質疑では、自民党は「年次財務報告書」の「行政コスト 

計算書」、それは企業会計の「損益計算書」に相当するものであるとし、その収支が大幅黒 

字であることから、都民税の減税を行うべきと重ねて主張した。知事は前回答弁と同様に、 

税の公平性を理由としてそれを否定したが、答弁では起債が「許可制に逆戻り」することに 

は触れていない。かつて起債は国の許可が必要であって、その撤廃は自治体にとって長年の 

懸案であったが、その「許可制」が地方分権改革の一環として 2006(H18)年度から「協議 

制」となり、その後 2012(H24)年度からは「届出制」が導入された。しかし、住民税など 

の普通税について、「地方税法」で定めた標準税率を下回る減税を行った場合には、実質公 

債費比率が一定比率を超えた場合などと同様に、地方財政法の「地方債についての関与の特 

例」の規定(第 5 条の 4 第 4 項)に基づき、北海道夕張市と同様、道路・河川や学校などの建 

設事業費の財源としての地方債については、国の「許可」を得なければ起債することができ 

なくなる。かつて、起債許可の恣意的とも言える運用に苦しめられた東京都として、そんな 

“屈辱的”な国の許可を得なければ起債できない事態に戻ることを甘受することはできない。 

不動産取得税の減免、都が行っている太陽光発電設備を設置した住宅を購入した際の不動 

産取得税の減免は、その意義の是非は措くとしても、CO²を削減するとの「公益に因る不均 

一課税(地方税法第 6条)」であって、都民税の一律減税とは異なる。自民党はその後も都民 



税の減税を求めているが、そうした主張に対しては税の論理とともに、財政自主権の観点か 

らも明確に否定すべきである。 

地域政党である「自由を守る会」が予算の専決処分について疑問を呈した。専決処分した

予算はコロナ対策に係るものであり、その主たる財源が国庫支出金であったとしても、数千

億円にも上る予算額であることを考えると、前述の通り、臨時会を開き、それを諮るべきで

ある。 

 都議会議員選挙は 7 月に実施された。各党の当選者数は定数 127 名のうち自民党が 33 議 

席(告示前 25)、「都民ファ―ストの会」が 31(同 45)、公明党が 23(同 23)、共産党が 19(同 

18)、立憲民主党が 15(同 8)などであった。自民は第 1党に返り咲いたとは言え、菅義偉内 

閣のコロナ対応の不手際もあって、かつての議席には遠く及ばなかった。「都民ファ―スト 

の会」は議席を大きく減らしたが、自民と拮抗する勢力を維持し、小池氏の人気がなお高い 

ことを示したとも言える。選挙後の都議会臨時会で議長選出などが行われた。 

 コロナがなお続くなか、8月中旬には都議会第 2回臨時会が開かれ、一般会計補正予算案 

(第 11号)、同(第 12号)と専決処分した一般会計補正予算(第 9 号)、同(第 10 号)の報告・ 

承認などが提案され、さしたる質疑もなく議決された。 

 

8－4 太陽光発電設備の設置の義務化 

 都議会第 3回定例会は 2021(R3)年 9 月末に召集された。コロナの「緊急事態措置」が９ 

月末日に解除されることが決まったなか、その冒頭の所信表明で、小池知事は「東京 2020 

大会」が「勇気と感動を届けた」と謳い上げた後、「新たに、一定の新築建築物に太陽光発 

電の設備設置を義務づける都独自の制度の導入に向けた検討を開始いたします」59)と述べ 

た。2030 年までに都内の温室効果ガスを 50％削減する「カーボンハーフ」の実現を目指す 

取り組みの一環として打ち出したものだが、50％削減はいわば「期待値」、その達成は容易 

ではない。「都内の CO²」は、CO²が地球的な規模の話であるから、例え「都内の」比率が 

一定の目標数値に低減したとしても、「地球的には」その寄与率は決して大きくはなく、政 

策としては無意味に近いのではないだろうか。太陽光発電設備は太陽の熱エネルギーを電 

気エネルギーに変換するものであるが、その製造過程や廃棄処分を巡って様々な問題が指 

摘されており、そうした設備の設置を義務化することには疑問が残る。この段階では「検討 

開始」であるが、それが具体化する先が心配だ。この先、多くの前例が示すように、知事の 

「アタマ」のなかでは「過ぎた昔の発言」と意識の外となったとしても、具体的な事業は目 

標達成に向けて膨らみ続けていく。 

都議会に提案された議案はコロナ関連では一般会計補正予算案(第 14 号)、同(第 15 号)、 

同(第 16 号)、病院事業会計補正予算案(第 3 号)、専決処分した一般会計補正予算(第 13 号) 

の報告・承認であり、都立病院・公社病院を独法化するうえで必要な「地方独立行政法人東

京都立病院機構定款」も提案された。 

 各党の代表質問を見ると、自民党は、都立病院・公社病院の独法化について、「このコロ 



ナ禍で経営形態を変えるということについて心配する都民の声もあります」60)と述べたが、 

質問は独法化の意義を改めて聞いていることに止まっている。太陽光発電設備の導入義務 

化についても、知事提案を是として、中小企業への導入支援の必要性を述べており、その論 

調は対決調ではない。「都民ファ―ストの会」はいつもながらの知事の意見に沿った質問で 

ある。公明党は都議選の選挙公約でもあった「三つの無償化」、高校 3年生までの医療費の 

無償化、第二子の保育料の無償化、肺炎球菌ワクチン接種の無償化やがん重粒子線治療の導 

入を主張した。太陽光発電設備の設置義務化については「都民に設備費用の負担を義務化す 

ることは…慎重な検討が必要です」と述べ、この段階では義務化には消極的である。都立病 

院等の独法化ではその後の財源措置について尋ねている。これらの質問に知事は一般論で 

答え、独法化後の財源措置についても「これまでと同様に、…確実に財源を措置」61)する 

と答弁したが、そもそも独法化は赤字体質の公立病院を経営改善する一環として国が打ち 

出した方針あり、都立病院に対する一般会計からの繰出金、それは赤字補てんの繰出金では 

なく、行政的な医療などに対する当然の操出金 62)であると説明されているとしても、その 

繰出金が「これまでと同様」であるなら、柔軟な人事制度が可能となるなどのメリットを強 

調したとしても、何のための経営形態の変更、独法化なのか理解に苦しむ。立憲民主党は「都 

民ファ―ストの会」が国政政党「ファ―ストの会」を結成したことに触れ、解散が予定され 

ている衆議院選に小池氏が立つのかを尋ねたが、答えは当然にNO。 

 都議会開催中の 10 月初めに、「都民ファ―ストの会」を母体に国政政党「ファ―ストの 

会」が結党された。10 月末の衆院選では候補者の擁立に至らず、翌 2022(R4)年 7月の参院 

選に東京選挙区(定数 6)で小池氏の元秘書が立候補したが、結果は 10 位と大敗。小池人気 

を新党への支持につなげることはできなかった。国政への復帰を目指す小池氏の願望は再 

び遠のいた。岸田文雄内閣の下で実施された衆院選では自民は公示前より議席を減らした 

が、自民・公明を合せると国会運営におけるいわゆる「絶対安定多数」を確保した。立憲は 

第 2党に踏みとどまったが、これも議席減。維新が大きく躍進(公示前 11→41)した。小池 

新党が破れた参院選でも与党は勝利した。選挙期間中、安倍晋三元首相が街頭演説中に狙撃 

され、亡くなった。 

 都議会第 4回定例会は 2021(R3)年 11月末に召集された。その冒頭の所信表明で、知事 

は、当時コロナ感染者数が改善していたことから、「社会経済活動との両立」を語り、相変 

わらず脱炭素化や DXについて述べた。各党の代表質問では特段の質疑はなく、一般会計補 

正予算案(第 17号)などの議案を可決して閉会した。 

 

59) 「令和 3年東京都議会会議録第 15 号」R3.9.28 4 頁・5頁 

60) 「令和 3年東京都議会会議録第 18 号」R3.10.5 24頁 

61) 「令和 3年東京都議会会議録第 18 号」R3.10.5 52頁・53 頁・54 頁・56頁 

62) 公営企業会計と一般会計との経費の負担区分については、地方公営企業法や同法施行 

  令において原則的な考え方が規定され、その具体的な内容は毎年度の国の通知(「繰出 



基準」)で上水道事業などそれぞれの事業毎に定められている。病院事業では、一般会 

計が負担すべき対象経費として、病院の建設改良、感染症医療、救急医療、高度医療な 

ど 17 の経費を規定している。 

 

8－5 2021 年度最終補正予算案の編成 

 「令和 3 年度一般会計補正予算案(第 18 号)」は「令和 4年度当初予算案」の公表と併せ 

2022(R4)年 1 月末に公表された。最終補正予算は先述の通り通常は当年度予算の執行状況 

等を勘案して予算の整理を行うために編成されるものであるが、2021(R3)年度にあっても、 

歳入では都税の増収(5,618 億円)を計上するとともに、コロナ対策などの国庫支出金の減(△ 

8,247 億円)、都債の発行抑制(△2,878 億円)を行う一方、歳出では都税の増収に伴う財政調 

整基金積立のほか、コロナ関連経費などで不用となる見込額(△1兆 1,961 億円)の減額補正 

を行い、予算規模としては 7,534 億円の減額補正である。その後、都議会開催中の 2月中旬 

には、観光支援関連の一般会計補正予算案(第 19 号)を提案したが、この年度では一般会計 

の補正予算は合せて 19 回(前年度 20回)を数え、うち専決処分によるものは 7 回(同 7 回) 

であり、財政運営面でも、前年度同様、なおある種の「異常事態」であったと言える。 

 

9－1 税収増のなかの「令和 4 年度当初予算案」 

 「令和 4 年度当初予算案」はコロナの新規感染者が都内では 1 日 1万人を超えていた 

2022(R4)年 1 月末に公表された。一般会計予算の規模は 7.8 兆円(5.1%増)と過去最大とな 

った。それは都税収入が 5.6 兆円と、前年度当初比 11.6%増の 5,858 億円(最終補正予算比 

では 240 億円(0.4%)の微増)の大幅な増収が見込まれたことによるものである。予算発表の 

記者会見で、小池知事は予算における施策展開の視点として 3点を挙げた。それは「危機管 

理の強化、サステナブルリカバリーの実現、段差のない共生社会の実現」で、いつもの「3 

つのシティ―」の言葉に沿った説明ではない。「危機管理の強化」ではコロナ対策や自然災 

害に備えた都市の強靭化に触れ、「サステナブルリカバリー」では太陽光発電設備を設置し 

た住宅の不動産取得税の減免を新たに実施することや前述の「eGS プロジェクト」につい 

て述べている。「共生社会」は子どもや高齢者施策についてであり、障碍者や外国籍の人に 

ついては述べていない。短い言葉のなかであっても「共生社会」というなら、そうした人々 

にも言及して欲しい。記者会見での発言の「切り口」は変えてはいるが、特段の目新しさは 

ない。もとより自治体行政では住民の福祉を基本に据えたどちらかと言えば地味な事業が 

中心であって、ことさら目新しい施策を追い求める必要はない。 

公表されている予算関係資料で気に懸かるのは、「都政のQOS(Quality of Service)をスピ 

ード面でも高める」ため、例えば各種工事で一般的には年度ごとに予算化していた「調査」、

「基本設計」、「実施設計」、「工事着手」を、年度を跨いだ複数年度にわたる契約を結ぶこと

ができる債務負担行為の設定により「工事着手」までの期間を短縮することとしたこと。し

かし、何ごとも早ければいいということはなく、個々の事業の内容や優先度などに応じて個



別に判断すべきであって、ことさら「スピード」を強調するのは疑問である。それは踏み出

す道を間違えることも間々あるからである。 

 地方法人課税については「平成 26 年度・平成 28 年度・令和元年度」の各年度に「税制

改正」が行われたが、そのいわゆる「偏在是正措置」によるマイナスの影響額は 2022(R4)

年度では都税収入の増加で 1.1 兆円に増えた。 

 

9－2 都議会での質疑 

 予算案などを審議する都議会第 1 回定例会は 2022(R4)年 2 月中旬に召集された。小池

知事は議会初日の所信表明演説で、2月に亡くなった石原慎太郎元知事に触れた後、コロ

ナ後の「サステナブルリカバリー」に向けた取り組みを加速化してきたとし、「激化する

国際競争の中での成長と、…成熟。これを成し遂げる上で、何よりも大切なのはスピード

です」と述べた。知事の意識(意識していないのかもしれないが)の上では、いまだに「成 

長神話」が残っているように思われる。社会的格差の拡大を招いたこの間の「成長戦略」の

無駄と失敗には学んではいないようだ。そのうえ「成長」を実現するうえでの「政策」を「ス

ピード感」をもって実行すると言いたいのだろうが、問われるべきは「政策の質」であって、

短期的な成果を求めることはヒズミを生ずることが多い。「カーボンハーフ」についても述

べているが、そのなかで、「CO²の排出削減のみならず、その吸収源となる緑の保全も両輪

で進めます」63)との考えを披歴したうえで、生産緑地の意義について触れているが、神宮

外苑の再開発に伴う樹木の伐採については語ってはいない。所信表明演説は総じて淡々と

している。 

 本会議での各党の代表質問では、自民党は、知事が新たに高校生等への医療費助成を実施

するとし、その実施主体である区市町村のシステム改修経費に対する補助を、その制度設計

が定まっていないなか、予算に計上していることについて拙速と批判した。知事は答弁せず、

所管局長が今後区市町村と意見交換すると答えたが、医療費助成の高校生等への拡大は公

明党の要望を受けての事業。その後、「寝耳に水」の知事方針に反発した区市町村の意向を

受けて、当初 3 年間は都が所要経費の全額を負担することを明らかにしたが、制度の具体

的内容が未調整であるなか、公明党の要望に応えたことを示すためには、システム改修経費

だけでも予算計上する必要があったとも言える。さらに、自民党は新築住宅への太陽光発電

設備の設置義務化について、新築に加え既存住宅についての取り組みが必要であると主張

したが、それは「カーボンハーフ」を進めるうえで、新築住宅だけでは事業効果が乏しいこ

とを批判したとも考えられる。「都民ファ―ストの会」は不妊治療の健康保険適用に関連し

て、いわゆる混合診療(保険診療と保険外診療の併用)について保険適用とならない高度先進

医療部分などに対して支援を行うべきなどと主張としたが、現行制度では混合診療は原則

すべて自由診療として整理されている。ただ、先進医療などとされた医療との併用の場合に

は、療養全体にかかる費用のうち基礎的な部分(入院基本料など)については保険給付がなさ

れ、特別料金部分については全額自己負担とされている。混合診療の取り扱いは医療保険制



度の根幹にも関わる微妙な問題であり、都が独自に助成を行うべきではない。公明党は高校

生等の医療費助成について「高く評価いたします」64)とし、そのための区市町村の財源に

ついて、特別区は都区財調の調整率の引上げなどによって、市町村にあっては市町村総合交

付金の増額によって賄うべきと、その財源確保策についても踏み込んで主張した。さすがに

知事は区市町村への財源措置までは答えなかった。共産党は都立高校入試に活用される中

学生英語スピーキングテストが㈱ベネッセコーポレーションに委託され、問題作成から採

点まで同社が実施することについて、その中止を求めた。神宮外苑の再開発については樹木

の伐採を問題視してその中止を主張した。 

 本会議に続く予算特別委員会でも質疑は続行したが、特に議論を呼ぶものはなく、3月末

には、2月に始まったロシアのウクライナ侵攻を契機とする原油高対策に係る一般会計補正

予算案(第 1号)も含め、予算案などの議案は可決成立した。 

 都議会が閉会となった後の 3 月末、都と国は保有する東京メトロ株のそれぞれ 1／2を売

却することを公表した。同日、国は東京メトロから申請のあった有楽町線の延伸(豊洲～住

吉間 4.8 ㎞)と南北線の延伸(品川～白金高輪間 2.5 ㎞)の工事を認可した。株式の売却につ

いて、かつて、石原都政下で副知事として、それまで国はさておき都としては、その売却を

しないとしてきた方針を事実上転換し、それを初めて公式に是認した猪瀬直樹元知事(当時

は副知事)が売却に異論 65)を述べているのは理解に苦しむ。 

 

63) 「令和 4年東京都議会会議録第 1号」R4.2.16 6頁・7 頁 

64) 「令和 4年東京都議会会議録第 2号」R4.2.22 210 頁 

65) 東京メトロについては新線の整備を行わず、株式を売却し、完全民営化することとさ

れている。「交通政策審議会答申第 371 号(2021.7)」では両線の整備主体が東京メトロ

であることから、それと株式の売却とは「一体不可分なもの」としている。 

都政新報 2022.4.1   

都・国交省・財務省・東京メトロの 4者協議会の了解事項「今後の取り組み」2011.2  

 

9－3 「HTT」って何？ 

 小池知事は 2022(R4)年 4月の記者会見で、「今般のウクライナ・ロシア情勢によって、全

世界がエネルギー危機に直面をいたしております」とし、電気料金の値上げや電力の需給ひ

っ迫に触れ、「この状況をどうやって乗り切っていくのか、まずできること、電力を減らす、

H、創る、T、蓄める、T。この三つの観点から取り組んでいくというのが必要…。頭文字を

とりますと、HTTということになります」と、「HTT」なる言葉を俄かに言い出した。5 月

には知事を本部長とする全庁的な組織、「エネルギー等対策本部」の最初の会議を開催した。

その本部の所掌事項は、①「電力ひっ迫への対応、原油・原材料価格等の高騰並びに円安の

進行に伴う物価騰貴等による産業界への影響及び都民生活への影響に対する方策に関する

こと」、②「脱炭素化に向けた取組に関すること」66)と、その間口は広く、本部名にある「等」



がすべてを語っているようである。1 回目の会合では 60 頁にも及ぶ資料が提出されたが、

資料作成に費やされた「エネルギー」には脱帽すべきかもしれない。その後、「HTT」は都

庁内で多用されるようになり、テレビ CM、電車内の動画広告と一大キャンペーンが展開さ

れるようになった。その言葉の提唱者にとっては残念であろうが、都庁の外で「HTT」を

知る人は少ない 67)。 

 

66) 都庁 HP「知事記者会見」2022.4.22、「第 1 回エネルギー等対策本部」2022.5.24 

67) 葉上太郎「組織内ワードで共感広がらず？」 2022.12.23 都政新報 

   地方自治ジャーナリストは「HTT」など都庁外では広がりのない言葉だけの都政を

批判し、「“やった感”の醸成から脱却し、生身で本気度を示せるかどうかが鍵かもしれ

ない。都庁の都庁たるゆえんを発揮してほしい」と、その論述を結んでいる。 

 

9－4 原油・物価高と 6月補正予算案 

 2022(R4)年 5月、原油価格や物価の高騰対策、省エネ・再エネの推進、さらにはコロナ 

対策のため、一般会計補正予算案(第 2 号)を編成した。財源は国庫支出金や財政調整基金取 

崩などで、予算の規模は 4,283 億円である。知事肝いりの「HTT」関連の事業では 291 億 

円が計上されているが、事業者向け支援の一つとして、「系統用大規模蓄電池導入促進事業 

(48 億円)」が新規事業として公表されている。その内容は、太陽光などの再エネ電力を蓄 

電し、電力不足時に放電する出力 1,000KW 以上の蓄電池を設置する事業者に対する補助事 

業で、補助率は 4／5 以内と高率補助である。補助実績を見ると、2か年で 26 件(R5.8 現 

在)、90億円ほどで、蓄電池の設置場所は関東一円、補助要件に「都の要請に応じ、電力需 

給ひっ迫時における東京電力管内への電力の供給に努めるものであること」との「努力義務」 

を課してはいるが、事業内容を見る限り、蓄電池を設置する事業者に対する単なる補助、優 

先度が高い事業とは言えない。同じ事業者向けの「HTT」の取組として、「躍進的な事業推 

進のための設備投資支援事業」に 20億円が計上されているが、この事業は前年度に既存事 

業を衣替えして新規事業として設けられた中小企業支援策の一つ。助成対象の設備投資に 

は省エネ設備もあるが、DX 推進やイノベーション創出なども対象とされており、この 20 

億円が何に使われたかは分からない。家庭向け支援では、ゼロエミ住宅導入促進事業や断 

熱・太陽光住宅普及拡大事業の補助上限の引き上げなどの予算が計上されが、「HTT」に名 

を借りた事業、その効果の程は不明である。 

 都議会第 2 回定例会は 2022(R4)年 6 月初めに召集された。小池知事はその招集挨拶で、 

エネルギー等対策本部の設置や「HTT」について述べた後、新築住宅への太陽光パネルの 

設置義務化のための条例改正を加速することを表明した。地方独立行政法人東京都立病院 

機構を 7月に設立することを明らかにした。議論を呼んでいる神宮外苑の再開発について 

は、「開発事業者には、幅広い都民参画の取組を検討するよう要請いたしました」68)と、事 

業者任せの姿勢をなお変えることはなかった。 



 本会議の代表質問では、自民党はウイズコロナに向け一歩を踏み出したとの認識を示し 

たうえ、原油価格高騰の長期化対策を問うた後、新築住宅への太陽光発電設備の設置義務化 

について、「(東京都環境審議会での)検討案では、延べ床面積の合計で 2万平方メートル以 

上の新築建物を供給する事業者に対し、個別の建物ごとでではなく、事業者単位で設置を求 

める仕組みとしていますが、2030 年の再エネ利用割合の数%にしかならないと聞いていま 

す。…多くの反対の声が寄せられています」と述べ、「義務化については慎重な議論をさら 

に重ねるべき」69)と主張した。これに対して、知事は答弁せず、所管局長が検討状況を述 

べたが、まだ制度案が固まってはいない段階だとしても、知事の意向で打ち出された政策で 

あり、野党の質問とは言え、基本的考え方は自ら答えるべきではないだろうか。 

「都民ファ―ストの会」は補正予算案に計上されたデジタルプレミアム付商品券事業(生 

活応援事業 125 億円)を高く評価したが、この事業は前年度も補正予算で措置されたものの

二番煎じ、その財源が国の臨時交付金であったとしても、デジタルに名を借りて商品券の

30％分のプレミアムをバラマクことに過ぎない。子育てや教育のなどにおける「所得制限」

について、「東京都として、出生率(「合計特殊出生率」)2.07 を目指していく上で、ゆがみ

を生じさせている子育て、教育の支援策の所得制限を廃して、あらゆる家庭で子供を希望の

人数持てることを社会全体として推し進めていくべきです」と主張した。質問の最後には、

小池知事誕生以降の 6 年間を長々と総括し、知事礼賛と「都民ファ―ストの会」の成果を言

挙げて結んだ。所得制限についての質問に、知事は「施策における対象範囲の設定に当たり

ましては、それぞれの施策の目的などを踏まえて適切に判断されるべき」70)と、一律の所

得制限の撤廃を否定した。答弁は至極真っ当である。個人所得課税における所得段階別の租

税負担率については、その傾きがこの間の減税により緩やかになったこと、さらにはいわゆ

る「1 億円の壁」の言葉に象徴されるように、金融所得についての分離課税(税率 20%)など

によって、税制による所得再配分機能が損なわれているなか、給付における所得制限の撤廃

は相対的に所得の高い者に有利に働き、所得再配分機能を一層歪めることとなる。所得制限

をなくして一律給付とするためには、税制によって所得再配分機能が制度的に十全に機能

した段階で行うべきあり、まずは個人所得課税の適正化を主張するのがスジある。まして、

自治体には税制を通じた所得再配分権能を残念ながら有してはいないが故に、所得制限は

止むを得ざる選択である。 

 公明党は「生活応援商品券」について前回と同様、紙とデジタルで格差が生じないように

求めた。太陽光発電設備の設置義務化については、設置費用が住宅価格に転嫁されることか

ら、事業者への義務化は都民への義務化になると述べ、その設置は都民の選択に委ねるべき

と主張した。会期末には一般会計補正予算案(第 2号)などの議案は可決成立した。 

 

68) 「令和 4年東京都議会会議録第 8号」R4.6.1 7頁 

69) 「令和 4年東京都議会会議録第 9号」R4.6.7 158 頁 

70) 「令和 4年東京都議会会議録第 9号」R4.6.7 170 頁・178 頁 



 

9－5 なお続くコロナ対策などのために編成された 9月補正予算案 

 2022(R4)年 2月以降全国的には減少傾向にあった新型コロナ感染者は 6月下旬から再び 

増加に転じた。感染の急拡大は「オミクロン株」の亜種によるものであったが、コロナ対策 

と社会経済活動を両立させるとの方針の下、「緊急事態措置」や「まん延防止等重点措置」 

が講じられることはなかった。 

東京都はコロナ対策などのため 9月に一般会計補正予算案(第 3 号)を編成した。その規 

模は 6,029 億円で、その柱は医療提供体制の確保などのコロナ対策 5,213 億円、都庁内の言

葉である「HTT(電力を減らす、つくる、ためる)」推進のための 486 億円、原油高等対策

の 263 億円などである。予算の発表資料の上段に水色で「HTT」と表記されたのをなんと

理解するかは人それぞれだが…。予算発表の記者会見で、知事は「HTT」を進めるために

新規に「企業向けの節電マネジメント(デマンドレスポンス)事業」、具体的には企業が、電

力の需給状況に応じて電力会社が行う節電マネジメント(節電要請)に応えたことに対して

助成する事業であり、6月補正予算に計上した家庭向けの同種事業の「企業版」である。そ

の新規事業の説明で、「これからデマンドレスポンスという、またこれ分かりにくいかもし

れませんが…」71)と、事業名に付したカタカナ語が意味不明であることを自ら認めたよう

な発言をしている。電力会社を通じた助成であったとしても、「節電要請に応えた企業への

支援」くらいが事業名として相応しいにもかかわらず、あえてカタカナにするのが小池氏の

小池氏たる所以かもしれない。 

 補正予算案などを審議するため、9 月中旬に都議会第 3 回定例会が召集された。その招集

挨拶で、小池知事は安倍晋三元総理の国葬に触れた後、「HTT」の観点から環境確保条例の

見直しを行うと重ねて述べた。さらに、「東京が直面する様々な困難を克服するためにも…

いわゆるオープンイノベーションこそ、未来を切り開く鍵となります。その重要な役割を担

うのがスタートアップです」との認識を述べたうえで、「来年 2 月には、国内外の企業や投

資家などが一堂に会し、スタートアップの挑戦を後押しする国際イベントを開催いたしま

す」72)と続けた。それを「SusHi  Tech Tokyo(Sustainable High City Tech Tokyo)」と、

「鮨」になぞらえたこれまたよく分からない言葉で表現したが、それは「やってる感」を示

すための毛色の変わった単なる国際的なイベントを主催することに過ぎない。 

 各党の代表質問を見ると、自民党は物価高対策について問うた後、太陽光発電設備の設置

義務化に関して、「義務化を進めれば、当然、将来廃棄されるパネルも増えることになりま

す。こうしたパネルを単に破砕して埋め立てるのであれば、かえって環境負荷の増大を招く

おそれがある」73)と述べ、そのリサイクルの仕組みを構築すべきと主張した。それに対し、

知事は答えず、所管局長がパネルの循環利用を進めると質問をなぞって総論的に答えた。さ

らに自民党は原発の新増設についての知事の発言について質した。8 月の知事記者会見の場

で、記者が 2017 年の「希望の党」の立ち上げの際、その公約に原発ゼロを掲げていたこと

を指摘したうえ、岸田文雄総理が原発の新増設の必要性について述べたことに対する見解



を問われ、「エネルギーというのは、多様化してベストミックスって言葉がありますけど」

などと発言し、それを容認したともとれる言葉で答えていた。自民党はこの発言につき、「原

発に対するスタンスが大幅に変化したと受け止めております」と述べたが、知事は「我が国

における電源構成につきましては、安定供給や経済効率、さらには脱炭素化への対応と言っ

た多岐にわたる観点を踏まえまして総合的に検討…。原子力発電の運転の可否や新技術を

活用した新増設につきましては、最終的には国等の判断によりますが、安全性の確保を大前

提としまして、まずは地元の理解が得られることが何よりも大事であります」74)と、スタ

ンスを変更したか否かについては言及せず、先の記者会見と同じ趣旨の言葉で答えた。小池

氏の「原発ゼロ」は元々確固たる信念に裏打ちされたものではなく、小泉純一郎元総理を新

党の立ち上げに引き入れるための手立てであったのだから、「スタンスの変更」とは考えて

いないのではないか。 

 「都民ファ―ストの会」は太陽光発電設備の設置義務化の支援策などについて質問した。

公明党も党の要望が受け入れられたとして、設置義務化を進める立場で質問した。都議会は

補正予算案、追加提案された一般会計補正予算案(第 4号)を含め、提出された議案を議決し

閉会した。 

 2022(R4)年 10 月、永年の懸案であった環状第 2 号線(起点江東区有明～終点千代田区神

田佐久間町間 14 ㎞)が、築地市場を巡る迷走でその区間の工事が遅れていた環状第 2 号線

が 12 月に全線開通することが公表された。また、11 月には、「都心部・臨海部地域地下鉄

構想」の「事業計画案」が示された。その事業費は 5,000 億円にも上るとされ、その事業主

体や資金調達、収支採算性などの課題の解決なくして、その着工は難しい。 

 

71) 東京都 HP「知事記者会見テキスト」R4.9.9 

72) 「令和 4年東京都議会会議録第 12 号」 R4.9.20 7頁 

   オープンイノベーションとは組織内部のイノベーションを促進するため、外部のア

イディアや技術などを活用することである。 

73) 「令和 4年東京都議会会議録第 13 号」 R4.9.28 148 頁 

74) 東京都 HP「知事記者会見テキスト」 R4.8.26、「令和 4 年東京都議会会議録第 13 号」 

R4.9.28 148～149 頁・151 頁 

 

9－6 物価高対策や環境確保条例の改正案に対応した補正予算案の編成 

 2022(R4)年 11 月中旬に、物価高対策などのための一般会計補正予算案(第 5号)などが編

成された。その一般会計の規模は 1,013 億円、その内容は低所得者に対する食料品への交換

可能なクーポン券の配布などの物価高対策に 527 億円、環境確保条例を改正して太陽光発

電設備の設置の義務化を図ることに対応したいわゆる「HTT」関連経費 354 億円、さらに

コロナ対策経費などである。 

 東京都議会第 4回定例会は 12月初めに開会された。その冒頭の挨拶で知事はある海外の



ビジネススクールによる「世界競争力ランキング」で日本のそれが過去最低の 34位である

ことや株価の時価総額ランキングでそのトップ百社に日本企業が 1 社しかいないと述べ、

わが国の国際競争力の低下を嘆き、東京の有するポテンシャルを生かす必要性を訴えた。そ

れは先述のように氏がいまだにいわば「経済成長至上論者」であることを示したものと言え

る。さらに、環境確保条例の改正案を提案したこと、行政分野が広い福祉保健局を保健医療

分野と福祉分野に分割したいと考えていること、さらに、旧築地市場跡地のまちづくり事業

者の募集を開始したことなどについて述べた。 

 都議会の代表質問で、自民党は知事が提唱する「SusHi Tech Tokyo」について、「東京の

国際的なプレゼンス向上は重要ですが、単なるイベントを展開していくだけで…一体何を

行うのか、都民にとって理解しずらい」と批判した。新築住宅への太陽光発電設備の設置義

務化に関して、「設置を義務化することが果たして都の政策として適切なのか…。どれだけ

の政策効果が見込めるのか」75)と疑問を呈し、併せて、太陽光パネルの原料であるシリコ

ンの産出国である中国における人権侵害にも触れて質問した。「都民ファ―ストの会」は知

事の政策を後押しする質問。公明党は太陽光発電設備の設置義務化での初期費用の軽減策

について問うた。 

 都議会は追加提案された一般会計補正予算案(第６号)も含め、予算案や条例案などを可決

し閉会した。自民党は環境確保条例の改正案について、都民の理解と納得がまだ得られてい

ないことなどを理由にあげて反対した。公明党は、党の要望を受けその設置については事業

者が選択可能な制度となったとして賛成した 76)。改正条例は 2025(R7)年 4 月に施行され

る。 

 

75) 「令和 4年東京都議会会議録第 17 号」 R4.12.7 202 頁・207 頁 

76) 「令和 4年東京都議会会議録第 19 号」 R4.12.15 311 頁・313 頁、 

朝日新聞東京面 2022.12.16 記事では、取材に対して、公明党幹部が「義務化と言

うが…。実質的には『義務化』の意味合いは薄くなった」と発言したと。採決では賛成

した共産党も、取材に「支援と言えばいいのに、『義務化』にこだわったのは全国初に

したいという知事のパフォーマンス」と述べていると記している。 

  都政新報(2022.12.23)は、太陽光パネルの「大廃棄時代」に備えた準備の必要性に触れ、 

「知事の実績づくりを急ぐあまり、というのは邪推し過ぎだろうか」と結んでいる。 

   

9－7 都税の増収と基金の再編などをその内容とする最終補正予算案の編成 

 2022(R4)年度の最終補正予算案は翌年度の当初予算案の公表と併せ、2023(R5)年 1 月末

に公表された。一般会計の補正規模は 5,456 億円である。その主な内容は、①予算の執行状

況を勘案した歳出の精査による歳出減 5,215 億円のほか、②都税の増収 4,937 億円の計上、

それに伴う財調基金の積立(1,637億円)や特別区財政調整会計繰出金など義務的な経費の増

2,889 億円、③さらに特定目的基金を再編するため、既存の防災街づくり基金、無電柱化推



進基金、オリンピック・パラリンピック準備開催基金など 7 基金の全額(3,211 億円)を取り

崩し、新たに「東京強靭化推進基金(3,000 億円)」、「新築建築物再生可能エネルギー設備設

置等推進基金(1,500 億円)」、「東京 2020 大会レガシー基金」を設置するなど、基金積立金

6,985 億円を計上した。特定目的基金については、国の施策に連動して設けられた基金はさ

ておき、都独自の基金も多種存在するなか、その整理統合は必要ではあるが、無電柱化は知

事の肝入りの政策であり、基金もその推進のため設けたもの、その基金を廃止し、氏が親し

いとされる自民党政治家の言う「国土強靭化」を思い浮かべる「東京強靭化推進基金」に統

合するのには少しく違和感がある。 

 

10－1 子ども向けの現金給付「018 サポート」を計上した 2023 年度当初予算案 

 「令和 5年度当初予算案」は 2023(R5)年 1 月末に公表された。一般会計の予算規模は 8.0

兆円(前年度比 2,400 億円、3.1％増)と当初予算としては初めて 8 兆円の大台を超え、過去

最大。都税収入は 6.2 兆円(対当初比 10.1%増、対補正後では 1.3％の微増)。事業評価によ

る財源確保額はこれも過去最高である 1,141 億円であり、こうした財源などをもって新規

事業 615 件(2,700 億円)を構築したとしている。 

 予算発表の記者会見で、知事は「過去最大・過去最高」を繰り返した後、少子化対策につ

いて国に先駆けて総合的な対策を講じていくとして、18 歳までの子供に月額 5,000 円の給

付を所得制限なしで実施すること、さらに保育料の無償化の対象を、これまでの第 3 子以

降に加え、第 2 子に拡大することを述べた。ついで個別の施策についてルル語った後、都庁

の組織について、所掌する行政分野が広い「福祉保健局」を「福祉局」と「保健医療局」に

分割すること、「スタートアップ・国際金融都市戦略室」を設けることを述べた。前者はか

ねてより課題であったことを考えると分かりやすい組織改正であるが、後者は既存組織の

再編であり、もともとその存在意義もあやふやな組織の看板を大きくしたに過ぎないと言

える。記者会見の場での発言にはもはや「HTT」の言葉は見つからない。 

 予算発表翌日の新聞は、「都、子育て支援に１.6 兆円 安定財源が課題(日経)」、「0～18歳

に月 5000 円(朝日)」と報じた。知事は年頭の記者会見で「5,000 円」を打ち出していたが、

そのタイミングは岸田首相が児童手当などの経済的支援策の強化など「異次元の少子化対

策」を行うと表明していた時期と重なる。「国に先駆けて」は決して否定されるべきではな

いが、いわば先陣争いのようなことに意味はない。まして、「所得制限なし」は問題がある

のではないか。前述したように税制を通じた所得再配分機能を発揮する権能を残念ながら

有さない自治体の一つである東京都が「所得制限を撤廃すること」は、結果として所得が相

対的に高い者により大きな経済的な効果をもたらすこととなる。自治体行政では、ある水準

で所得制限を設けることは、所得格差を拡大させないという意味でも、必要であり止むを得

ないことである。 

 2021(R3)年夏から秋にかけて開催された「東京 2020 大会」の決算額が予算関係資料に掲

載されているが、それによれば、「大会経費」は 1兆 4,238 億円、うち組織委員会や国の負



担分を除く都の負担額は 5,965 億円で、選手村整備に伴う晴海地区の基盤整備や競技場周

辺のセキュリティ対策など「大会関連経費」は 6,854 億円で、合せて都の負担は 1 兆 2,819

億円であった。経済波及効果が大きい、あるいはスポーツの振興に資するなどその意義を語

ることもできるだろうが、それは一過性のイベント、パラリンピックはさておき、租税、ま

して都税を費消するような事業とは言い難いのではないか。 

 2023 年度予算案について、都庁内の新聞は「ワイズスぺンディング(賢い支出)」ならぬ

「Y´s スぺンディング」、知事の名前(小池百合子)を冠した「Y´sスぺンディング」とも言

える 77)と記しているが、正鵠を射た言葉だろう。 

 

77) 都政新報 2023.2.10 

 

10－2 2023 年度予算案を巡る都議会での議論 

 都議会第 1回定例会は 2023(R5)年 2 月中旬に召集された。小池知事はその冒頭の施政方

針説明で、今年が関東大震災から百年に当たると述べ、重ねて当初予算が「過去最大」と語

った後、個別の政策について説明した。そのなかで、0 歳～18 歳の子どもを対象に所得制

限なしで月額 5,000 円を給付すること(事業名「018 サポート」)や全国で初めて太陽光発電

設備の設置が 2 年後に義務化されることを述べるとともに、ＤＸ化を推進するためにの法

人「GovTech 東京」を 9月に立ち上げること、「SusHi Tech Tokyo」を進めるためのイベン

トなどについて語っているが、その内容は、いつものことではあるが、事業名がカタカナ語

である事業に象徴されるように、「それが語るべき都政？」と疑問符が付くものも多いよう

に思われる。 

 本会議の代表質問で、自民党は「018 サポート」について、「知事が唐突に発表した子供

への 5 千円給付事業は、具体的な事業スキームや国や区市町村との連携、さらには将来的

に都財政に及ぼす影響など、細部まで詰められているのか疑問が残ります」78)と、その唐

突な打ち出しを批判した。対象者数 2 百万人、所要経費 1,261億円、所得制限なしの一律給

付であって、国制度である児童手当(原則 0～15 歳、所得制限内であれば月額 10,000 円ま

たは 15,000 円給付)との制度的な調整もなされていない。その上、国の児童手当に係る都負

担額が 258億円であることを考えると、「018 サポート」は今後の都財政にとって多大な負

担となることは明らかであり、いつの日か見直しが必要となるだろう。望むべくは、必要に

迫られてではなく、行政が自らの意思で見直して欲しいものである。自民党が都民税の減税

をまたまた主張しているのはいただけない。太陽光発電設備の設置義務化にはなお反対の

立場で、その設置助成の財源となる新たな基金設置にも丁寧な説明を求めた。 

 「都民ファ―ストの会」は格別な質問はなし。だだ、多摩地域の水道水から「有機フッ素

化合物」が検出されていることについて対策を求めたことが目新しい。「有機フッ素化合物

(PFAS)」は発がん性があると言われ、その用途は水や油をはじく特性があることからフラ

イパンなどの調理器具、泡消火財などに広く使用されており、全国的な発生源調査が必要と



言われている。「都民ファ―ストの会」の質問に対し、知事は議事録で 15段と、6段に過ぎ

ない自民党と異なり、「身内」には丁寧に答弁したが、「PFAS」については自ら答えず、答

弁に立った所管局長は国の暫定目標値を超えた場合の井戸水の取水停止や国の検討状況な

どを答えただけで、都として積極的に取り組む姿勢が見えない。 

 公明党は私立中学校の授業料への支援策が公明党と自民党の緊急要望を受けて予算化さ

れたことについて、知事の決断を評価したうえで、その助成内容を問うている。予算の事業

名は「私立中学校等特別奨学金補助」、対象は都内在住の私立中学校等に通う世帯のうち年

収 910 万円未満、対象生徒数は 36,000 人、補助額は年額 10 万円で、所要経費は 40億円で

ある。知事は、「私立中学生につきましては、国が行っていた支援事業が終了したことを踏

まえまして、厳しい家計状況であっても、個性に応じて学校選択ができるよう、都が独自に

…助成するものです」79)と答えた。なるほど、私立学校も「公教育」の一翼を担っている

ことは確かではあるが、義務教育においては私立学校のウエイトは低い。学校基本調査

(2023.5.1 現在)の都内分のそれによれば、私立学校生は、いずれも都外在住生を含め、小学

校では 2 万６千人(公立学校生 59 万 4 千人)、中学生では 8 万 1 千人(同 23 万 1 千人)であ

り、義務教育では私立はまだまだ相対的に高所得世帯の子供が通学していると言ってよい

のではないだろうか。それに対し、高校では、公立は 12万 4 千人であるが、私立は都外在

住生を含め 17 万 3千人であり、公教育の相当部分を私立が担っており、それが高校に対す

る助成の意義であるだろう。知事答弁で、「国が行っていた支援事業が終了したことを踏ま

え」とあるが、それは正確とは言えない。国の事業は義務教育において私立学校を選択して

いる理由や家庭の経済状況を把握するための実証事業であり、年収 400 万円未満の世帯が

調査に協力し、調査票を提出した場合に、年額 10 万円を支給すものである。調査期間は

2017(H29)年度から 2021(R3)年度の 5 か年間。事業の目的も所得基準も異なり、都独自の

新規事業は国事業の終了を「踏まえた」ものとは言い難い。まして、「踏まえる」なら 2022(R4)

年度から開始しなければならなかったのではないか。 

 本会議に続く予算特別委員会で質疑は続行した。自民党の代表質問では、財政運営につい

て質した後、「018 サポート」事業の予算化の経緯について問うた。所管局から当初の予算

要求にはなく、年初の知事発言を受けて追加要求したとの答弁を得て、その予算化の考えを

尋ねたのに対して、知事は、「先ほども(少子化)対策につきましては長年温めてまいったと

いうことを申し上げました。…各局連携の下で様々な議論を行ってきたという経緯がござ

います」80)と、一般論でその経緯を答えたが、「018 サポート」の事業内容は「月額 5,000

円給付、所得制限なし、所要経費 1,261 億円」であって、そうした内容の事業を「長年温め

てきた」とは言い難く、岸田総理の発言に対抗して打ち出した施策であることは明らかであ

る。さらに、自民党はゼロ歳の子供が 18 歳までの 18 年間もらえるのか、どのような状況

になったら終了するのか質したが、明確な答弁はなかった。所要経費は過去に例を見ないほ

どの金額(単年度 1,261億円)、2000(H12)年度に財政再建のため廃止せざるを得なかった 65

歳から 69歳までの老人医療費助成に要する経費が 322 億円(1999(H11)年度予算額)であり、



介護保険制度が導入されることが予定されていたなか廃止した寝たきりの高齢者に対する

老人福祉手当が 99 億円(同)あったことなどを考え合わせると、仮に都財政が「富裕」であ

ったとしても、その将来にわたる財政負担は相当な重荷。まして合計特殊出生率が大きく好

転する見込みがないなか、その見直し・廃止には相当な腕力が必要であり、安易なバラマキ

は将来に亘って禍根を残すだろう。 

 「都民ファ―ストの会」や公明党は与党的な質問で、特に新しいものはなかった。共産党

は「018 サポート」を歓迎すると述べた後、学校給食費の負担軽減策を行うべきと主張した。 

知事は、学校給食費については学校給食法において保護者が負担することとなっていると

法律の建前を述べたうえで、「区市町村立小中学校の学校給食費につきましては、設置者で

ある区市町村が決定をしておりまして、保護者負担の軽減策などにつきましても、区市町村

の判断により行われていると、このように認識いたしております。なお、学校給食費の取扱

いにつきましては、国の責任と負担によるべきものと考えております」81)と、その負担軽

減は区市町村と国の責任であり、都としてそれを行う考えはないと明言した。実施する考え

がないとされた学校給食費の負担軽減策は翌 2024(R6)年度には予算化された。 

 当初予算案、追加提案された一般会計補正予算案(第 1号)1,775 億円、新型コロナウイル

ス感染症の感染症法の位置づけが 5 月から季節性インフルエンザと同じ 5 類に移行するこ

とが決定したことを受けて編成された補正予算案など、提案された議案は 3 月中旬までに

議決され、成立した。 

 

78) 「令和 5年東京都議会会議録第 2号」 R5.2.21 153 頁 

79) 「令和 5年東京都議会会議録第 2号」 R5.2.21 189 頁 

80) 「予算特別委員会速記録第 2号」 R5.3.7 4～5頁 

81) 「予算特別委員会速記録第 2号」 R5.3.7 35 頁 

 

10－3 2023 年度の財政運営―「018 サポート」以降も続くバラマキ？ 

 2023(R5)年 4月中旬には、臨時交付金など国庫支出金を財源とする一般会計補正予算(第

2 号)、予算額 382 億円を専決処分により決定した。5 月中旬には、相談センター運営費な

どのコロナの 5 類移行後の対策や物価高対策などのため、一般会計補正予算案(第 3 号)、補

正規模 2,219 億円を編成した。 

 6月には、大田区で都議会議員の補欠選挙が実施され、立憲民主党などが支援した無所属

候補と自民党候補、いずれも元職が返り咲き、維新と「都民ファ―ストの会」のいずれも新

人は落選した。 

 都議会第 2 回定例会は 6 月上旬に召集された。その招集挨拶で、小池知事はコロナが 5

類に移行したこと、株価が高値を更新したこと、それが都民の生活にどのような意味を持つ

のか定かではない株価の上昇について述べた後、太陽光や水素など、再エネ由来の電力を安

定供給することの重要性について語った。さらに、ZEV(Zero Emission Vehicle)普及に向け、



「Tokyo zev Action と銘打ち、戦略的な PR も展開します」82)と、年間を通じたキャンペ

ーンを実施すると述べた。そのオープニングでタレントと知事のトークショウを開催する

ことなど、一連のイベントの経費は 9 億円、その効果の程は分からない。電気自動車(EV)

やプラグイン・ハイブリッド車(PHV)などの普及促進のための購入経費補助に要する経費

は、翌年度分をも予算計上したこともあって、319 億円(前年度 68 億円)。この事業は

2019(H31・R 元)年度にこれまでは中小企業のみであった補助対象を個人・大企業をもその

対象に加え、購入費補助の規模を例えば EV では 280 台から 2,000 台に増やし、PHV など

を含めた購入費補助の予算額も 18 億円(前年度 1 億円)に増額した。それが 2023(R5)年度

では EV の購入費補助の規模は 2 か年度分で 37,000 台にまで拡大し、予算額も大幅増した

83)。購入費の助成は、例え ZEV であるとしても、個人の資産形成への補助。ガソリン車と

比較して価格が相対的に高い ZEVについて、価格差の補助とは言え、大企業や高額所得者

も含め一律に助成するのは疑問であり、それは需要喚起策であって、事実上自動車産業への

補助とも言えるだろう。 

 都議会での各党の代表質問では特段の議論はなかった。ただ、公明党が私立高校授業料の

実質無償化について、所得制限を撤廃すべきと主張しているが、それが 2024(R6)年度での 

その実施につながったとも言える。公明党は与党としてのメリットを遺憾なく発揮した。 

 都議会第 3 回定例会は 9 月中旬に召集された。知事の招集挨拶には、何時ものように後

藤新平を称えた言葉に加え、関東大震災後の復興計画に関わった C.A.ビアード(Beard)にも

触れたこと以外目新しいことはない。「目指すは令和の後藤新平？」84)との指摘はあながち

間違いはないのかもしれない。本会議での各党の代表質問を見ると、自民党は「018 サポー

ト」を継続することを求めたが、知事は予算編成のなかで検討すると明言を避けた。「都民

ファ―ストの会」は特になく、公明党は所得制限を撤廃して、高校授業料の無償化を重ねて

主張したが、これに対しても、議論を深めていくとのみ答弁した。共産党の給食費の無償化

の質問についても、都としては実施する考えはないとの従来からの答弁で返した。都議会は

議案を可決し、閉会した。 

 10 月初めに、自民党都連幹事長の髙島直樹都議が亡くなった。自民党都連のみならず、

都議会の要石でもあった内田・髙島時代が終焉した。同じ 10 月の中旬に、立川市で都議会

議員補欠選挙が実施され、「都民ファ―ストの会」と立憲民主党の候補者が当選し、政治資

金パーティーを巡る裏金疑惑などもあり、自民党候補は惜敗した。この選挙の結果、都議会

の議席数は自民と「都民ファ―ストの会」はともに 27 と同数となり、公明 23、共産 19、

立憲 15と勢力が拮抗するなか、この先の議会運営はなかなか微妙となった。 

 12 月初旬、都議会第 4 回定例会が召集された。また、物価高対策のための国の交付金を

財源とする「一般会計補正予算案(第 4 号)」803 億円が編成され、追加提案された。冒頭の

招集挨拶で、知事は、GDP がドイツに抜かれ第 4位に後退する見通しであることや国内初

となる水素取引所の立ち上げなどについて述べた後、「高校授業料の実質無償化や学校給食

費の負担軽減に大胆に踏み出し、スピード感を持って子育て世帯を全力でサポートしてま



いります」85)と述べた。 

都議会の代表質問では、「都民ファ―ストの会」は知事発言をなぞった質問。自民党は重

ねて都民税の 20%減税を要望するとともに、「018 サポート」の継続や高校授業料の実質無

償化、給食費の負担軽減などの新規事業を要望する一方、「こうした積極的な都の経済支援

施策は、偏在是正措置による都財政への影響額が(累計で)約 8 兆円にも及んでいる今もな

お、国やほかの道府県から東京富裕論との誤解を招きかねません」との懸念を表明し、「今

回の事業の財源捻出については、さらに徹底した事業見直しを行うことで捻出するよう、改

めて強く要望しておきます」86)との見解を述べた。しかし、東京都が、1,200 億円を超える

多額の一般財源を投ずる「018 サポート」に象徴される、いわばバラマキを次々と打ち出す

なか、「都財政富裕論」に反論することは難しいのではないだろうか。事業評価によって所

要財源を確保すべきとの考えも、カネにイロはついていないなか、観念的な主張に過ぎない。

さらに、自民党は神宮外苑の再開発に関しての質問で、神宮球場の所有者である明治神宮と

秩父宮ラクビー場の所有者である(独法)日本スポーツ振興センターにとってそれらの整備

が課題であったと述べたのに対し、質問が再開発事業そのものに反対するものでない故か、

知事は自ら答えている。公明党は、高校授業料の実質無償化についてその所得制限が順次緩

和されてきたことなど、自らの成果を語った後、シルバーパス事業、70 歳以上でその交付

を希望する高齢者にバス等の乗車証を交付するシルバーパス事業について、その負担(住民

税非課税者年 1,000円・課税者年 20,510円)の軽減(すべて年 1,000 円)するよう主張した。

知事は「制度の検討に当たりましては、…整理すべき課題があると認識をいたしております」

87)と、明確に否定することはなく、現段階での「認識」のみを答えた。振り返ってみれば、

シルバーパスは美濃部亮吉知事時代にはじまり、鈴木俊一知事の財政再建でその一律交付

につき議論がなされ、住民税課税者には希望により有料パスを交付する制度が導入された。

さらに、石原慎太郎知事の時にも検討がなされ、非課税者にも 1,000 円のいわば発行手数料

的な費用負担を求めることで、公明党もこれを受容し決着したものである。その意味では、

代表質問での主張には、たとえ誰も反対できない安易な「所得制限撤廃」の流れのなかとは

言え、少しく疑問が残る。共産党は高校授業料を実質無償化するとしたことや、かねてから

主張してきた学校給食費負担の軽減を実施するとした知事表明を「歓迎」するとの言葉で評

価している。第 4回定例会は補正予算案などの議案を可決し、閉会した。 

2023(R5)年度の最終補正予算案は翌年度当初予算案と併せて 1月下旬に公表された。一 

般会計補正予算案(第 5 号)の補正規模は 2,932 億円。歳入は都税収入の増 1,111 億円や前年 

度からの繰越金などであり、歳出は予算の執行状況による減額や国の補正予算に対応した 

増額のほか、東京強靭化推進基金など 3 つの特定目的基金に 3,500 億円を積み立てた。物価 

高対策として、住民税非課税世帯に 1万円の商品券等を配布する事業をも予算化した。 

 

82) 「令和 5年東京都議会会議録第 7号」 R5.6.6 5 頁 

83) 予算額は「東京都予算案の概要」に、補助台数は「主要事業」によった。 



84) 都政新報「小池都政 2期目の総括②」 2023.9.22 

85) 「令和 5年東京都議会会議録第 15 号」 R5.12.5 6～7 頁 

86) 「令和 5年東京都議会会議録第 16 号」 R5.12.12 212 頁 

87) 「令和 5年東京都議会会議録第 16 号」 R5.12.12 231 

 

11－1 都知事選を控えたなかでの 2024 年度当初予算案の編成と 3 県知事の異議申し立て 

 2024(R6)年 1月下旬、「令和 6 年度当初予算案」が公表された。一般会計予算案の規模は 

8.5 兆円(前年度当初 8.0 兆円)、その伸び率は 5.1%。都税収入は 6.4 兆円で、対当初予算比 

では 3.0%の伸びであるが、対最終補正予算比では 1.1%の微増に止まった。 

予算発表の記者会見の場で、小池知事は一人当たり GDP が G7 のなかで最下位となり、 

国際競争力の低迷を嘆いた後、予算案においては 741 件の新規事業を立ち上げ、事業評価

で過去最高の 1,266 億円の財源を確保したと述べた。具体的な事業では、前年度創設した 0

歳から 18 歳までの子どもに月額 5,000 円を給付する「018 サポート」を継続実施すること、

「国に先行しまして、学校給食費の負担軽減に取り組む区市町村を後押しをいたします。加

えまして、高校などの授業料の支援でありますけれど、こちらは所得制限を撤廃することに

よって、親の所得に関わらず、子供たちが安心して学ぶことができる環境を実現いたします」

と語った。弾道ミサイルの飛来に備えた「避難所」をモデル設置すると述べているが、東京

都が単発的に一か所設ける意義は分からない。民間決済事業者を活用したデジタル地域通

貨プラットホーム(「Tokyo Tokyo Point」)を構築するとしたが、、法定通貨の発行権を有す

る日銀がデジタル円構想を研究しているなか、さらに、既に多くの民間事業者が飲食店等の

利用にポイントを付与するサービスを提供しているなか、都が独自にポイントを付与する

仕組みを導入する意義が奈辺にあるかは不明。水素の供給者と需要者との取引を都が仲介

し、その価格差を補給する「水素取引所」を設ける意味もよく分からない。それらはいわば

「あそび」のようなもので、目くじらを立てるようなことでもないが、「018 サポート」を

前年度と同じ事業内容で継続するのには疑問が残る。国制度である児童手当が 2024(R6)年

10 月からその所得制限が撤廃され、支給対象も中学生までが高校生までに拡げられ、第 3

子以降の子の手当額も増額されることが見込まれるなか、都独自の「018 サポート」につい

ては国の制度改善と調整を図る必要があるにもかかわらず、知事は何らの見直しをするこ

となく、前年度と同じ制度のままで「継続」すると判断した。「国に先行して」始めた事業

が、その一部分であったとしても、さらに税制改正で 16 歳から 18 歳までに係る扶養控除

の引下げがなされたとしても、「国が追いついてきたなら」、それを取り込んで制度を改める

べきである。「継続」とした判断の根拠は分からない。 

2024(R6)年 5 月初旬、埼玉・千葉・神奈川の 3 県知事は「居住する地域にとらわれない

こども施策の実現及び税源の偏在是正について」と題する要望書を国(総務大臣など)に手交

した。その要望書に曰く、「近年、税収に恵まれている東京都では、 

・18 歳年度末までのこどもに対する月 5 千円の給付、 



・高校授業料の実質無償化における所得制限撤廃、 

・公立学校給食費の無償化、 

・０～2歳児の第 2 子の保育料無償化、 

・18 歳年度末までのこどもに対する医療費助成、 

といった施策を打ち出し、周辺自治体との地域間格差が拡大している」とし、「こうした行

政サービスの地域間格差は、財政状況の違いから生じているものと考える」との認識を示し

た。「ついては」とうけ、国に対して 2 点を要望した。1 点目は「居住する地域にとらわれ

ないこども施策の実現」である。2 点目は「税源の偏在是正」であり、「行政サービスの地

域間格差が過度の生じないようにするためにも、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地

方税体系の構築に向けた取組を早急に行うこと」88)を要望した。これに対して、小池都知

事は定例記者会見で、経常収支比率などの財政状況については「事実に基づかない主張をさ

れるというのは本当に極めて残念でございます」と反論し得たが、給付や所得制限撤廃など

の「行政サービスの違いということは地域ごとのプライオリティの問題でございます」89)

と述べてはいるが、納得感に欠ける反論である。3 県知事は行政サービスの「過度」な地域

間格差と述べていることから考えると、地域間で「一定」の格差が生ずることを受容したう

えで、「月 5 千円の給付」などはいわば「ヤリスギ」、「とても(わが県の財政状況では)つい

ていけない」と主張しているのであり、至極常識的な意見と言わざるを得ない。東京都が連

携していかなければならない近隣 3 県の要望は、国(総務省)にとって総務省出身知事の要

望とは桁違いに大きなお墨付きであり、国は年末の税制改正に向けて、さらなる「偏在是正

措置」の実現に向けて動くことだろう。残念ながら、東京都にとっては苦戦。 

 

88) 埼玉県など 3 県 HP「居住する地域にとらわれないこども施策の実現及び税源の偏在

是正に関する国への申し入れ結果について」R6.5.7 

89) 東京都 HP「知事記者会見テキスト」2024.5.10 

 

11－2 予算案を巡る都議会での質疑 

予算案などを審議する東京都議会第 1回定例会は 2024(R6)年 2 月半ばに召集された。そ 

の冒頭の施政方針説明で、元日の能登半島地震に触れた後、重ねて我が国の国際競争力の低 

下を嘆き、「何も手を打たないことは政治の責任放棄と言えましょう」とミエを切った。さ 

らに、暫く振りに「3 つのシティ」や「3つの C(Children Chōju(長寿) Community)」とい 

ったこの間語ってきた政治スローガンを改めて使っている。その後、個別の施策について詳 

述し、「『都民ファ―スト』、都民が第一、全ては都民のため、覚悟を持って東京大改革に邁 

進し、持続可能な明るい未来の東京を実現してまいります」90)と、政治的決意を表明した。 

その決意は「3 選出馬」も、再度の「国政進出」も睨んだものであるかは現段階では分から 

ない。新聞の題字は、制定されれば全国初であることから、「カスハラ防止条例に意欲」91) 

に注目している。 



 都議会本会議の代表質問で、自民党は財政運営について健全な財政基盤の確保と東京強 

靭化プログラムなどの施策の積極的な展開との両立を求めた。前年度から実施された高校 

生等の医療費助成について、区部と多摩地域とで所得制限などで格差が生じていると述べ 

たうえで、実施主体である区市町村に対する都の補助は原則 1／2であり、ただし 3年間は 

都が全額補助とされているが、2026(R8)年度以降も全額補助を継続するよう要望した。所 

管局長は引き続き協議していくとのみ答えた。質問では対決色は薄く、総じて協調的と言え 

る。「都民ファ―ストの会」は知事選を控えるなか知事と自らの改革を誇ってはいるが、質 

疑としては特段のものはなかった。公明党はシルバーパスについて重ねて費用負担の軽減 

を主張した。共産党や立憲民主党の質問にも特段のものはない。都議会における質疑は 3月 

の予算特別委員会で続行され、3月末には議案は議決された。 

7 月には都知事選が実施される。 

 

90) 東京都 HP「知事施政方針説明」 都議会の会議録は未刊行 

91) 日経新聞東京・首都圏経済欄 2024.2.21、 朝日新聞の題字も同様である 

 

12－1 小池都政の特質は「劇場型政治」 

 小池百合子氏が東京都知事に就任(2016(H28)年 7 月)してから今日(2024(R6)年 2月)ま 

で 7年半が経過した。まずは氏の特質や考え方といったことをまとめてみる。都知事の職 

は激務、それを 2期務めることは大変なことだろう。その意味では、小池知事はよく勤め上 

げたと言える。いかなる問いにもそれなりに対応できるのは、キャスターを経て政治の場で 

の長い時を過ごしてきたことによって培われたそれなりの能力を有していることを示すも 

のだろう。氏の政治的な立場や立脚点は基本的には保守系、メディアの場でのスタートが当 

時の「右寄りの保守系」評論家であった竹村健一氏の番組であったこともあるだろう。「希 

望の党」を立ち上げた時の公約の柱の一つが「憲法改正」であったこと、関東大震災におけ 

る朝鮮人などの受難についてもそれを明確には認めないことなど、氏の政治的立ち位置が 

「保守のなかの右」であることを示しているだろう。 

 都知事就任後の小池都政の特性は、一言でいえば「劇場型政治」と言うことができる。「劇 

場型政治」とは「大衆民主主義においてメディアを舞台に、政治リーダーが大衆に対し劇的 

に見せようとする政治」であるとされている。それをイメージ化すると、 

 

 

 

 

 

 

 



              【大衆民主主義】 

             【メディアという舞台】 

    【役者(敵役)】                 【役者(主役)】 

 既得権益にしがみつく議会           首長の劇的性格・物語性・演技性 

(都議会のドン)、役人、労働組合など       戦略としては、既存勢力との「敵対」 

                        メディアを利用した「大衆直結」 

                        政治、政策課題の「単純化、劇化」 

            メディア(特にテレビ)による発信 

             【顧客】都民・国民大衆 

 

とされている 92)。「小池劇場」はまさにこのとおりであり、市場移転を巡る発言や行動に 

象徴される氏の手法は、「敵対」・「大衆直結」・「単純化・劇化」そのものであった。近年は 

「敵対」する相手もいなくなり、「劇化」すべき事柄も見出し難くなり、「小池劇場」は閉幕 

となったように思う。でも、メディアを利用した「大衆直結」は健在。それは記者会見、会 

見では記者を選別し、指名するのは好意的な質問をする記者だけを指名する記者会見や 

「SusHi Teck Tokyo」を始めとする自ら予算化した様々なイベントへの出演など、知事と 

都民をつなぐ「大衆直結」はなお続き、それが変わらぬ人気を維持するうえでの舞台かもし 

れない。 

 都政を運営するうえでの特質の 2 つ目はその力点を「経済」や「中高所得階層」に置いて 

いるように思われることである。なるほど、小池知事も子ども・高齢者・障碍者など、相対 

的に弱い立場の人に言及することも多いが、それはそもそも自治体行政の基本が「低中所得 

階層」の福祉増進にあることから、都政にあってもその根っこの部分では「都民福祉の増進」 

に向けた施策が引き続き実施されていることによるものである。しかし同時に、小池知事は 

「国際金融都市」や「スタートアップ企業」、さらに「経済成長」や「GDP」と言った言葉 

を好んで使う。所得制限の撤廃はもちろん、EV の購入支援や太陽光発電設備など省エネ住 

宅の購入支援などは、結果として相対的に所得の高い階層を利すると考えられる施策であ 

り、見方を変えれば企業向けの施策とも言える。その意味では、その政策は「新自由主義的」 

であり、「大阪維新の会(日本維新の会)」の政策と類似している 93)。 

 

92) 有馬晋作「劇場型ポピュリズムの誕生―橋下劇場と変貌する地方政治」ミネルヴァ書

房 2017.2 8頁、 

有馬晋作「暴走するポピュリズム 日本と世界の政治危機」筑摩書房 2021.8 83頁 

  著者は劇場型ポピュリズム政治家として、郵政民営化を掲げ、「自民党をぶっ壊す」と

発言した小泉純一郎総理をあげている。自治体の首長としては石原慎太郎都知事・田中康

夫長野県知事・東国原英夫宮崎県知事・橋下徹大阪府知事(後大阪市長)・河村たかし名古

屋市長らが、それに当たると記している。 



93) 中北浩爾「地域からのポピュリズムー橋下維新、小池ファ―ストと日本政治」(『ポピ

ュリズムという挑戦』岩波書店 2020.2)、 

   吉弘憲介「検証・大阪維新の会の財政運営」(『世界』岩波書店 2023.6)、 

   吉弘憲介「大阪維新の会による大阪市財政運営の実態」(『自治総研』通巻第 516号 

2021.10) 

 

12－2 小池都政の下での財政運営は「経常経費」を大幅に増加させた 

 小池都政の下での財政運営の特徴について考えてみたい。【表 2】は、この 8年間の一般 

会計予算の変化を、それ以前の 8年間のそれと比較したものである。その財政運営を一言 

で表すなら、それは「幸運」に尽きる。その所以はこの間都税収入が堅調な企業業績に支え 

られて概ね好調であったことによってもたらされたものである。コロナの影響のない知事 

就任時(2016 年度)と 2024 年度の都税を歳出と比較すると、法人事業税の国税化などの「税 

制改正」による影響があったが、都税の伸び率は歳出のそれを若干上回り、平均で毎年度 4％ 

程度の伸び率であった。そうした財政環境であったが故に、目新しい新規事業などを次々と 

予算化できたと言える。「幸運」は小池知事の財政運営の特徴の第 1点目と言える。 

 第 2 の特徴は、事業評価を重視することと、それによって確保された財源などをもって

新規事業の財源としたと説明することである。小池知事が編成した最初の当初予算は

2017(H29)年度であるが、その年度の事業評価による財源確保額は 720 億円と公表されて

いる。その後、「事業評価」は「政策評価」や「グループ連携事業評価」と一体的に実施さ

れているが、その事業評価によるそれが 2024(R6)年度では 1,266 億円にも上ったとされ、

8 か年での累計では約 8,100 億円であるとこれも公表されている。事業評価によって確保さ

れた財源をも活用して実施した新規事業の件数は 2017(H29)年度にあっては 382 件、

2024(R6)年度は 741 件と、これも著しく増加している。「事業評価」は都にあっては「実績

などを踏まえた精緻な分析による事業規模の精査や、様々な手法を用いた事業スキームの

見直しなどあらゆる角度からの事業の検証」であると説明されているが、その具体的な内容

の詳細は示されていない。文面から推し量ると、予算額が決算額と比較して乖離した額、事

業内容を見直すことで捻出した額などがそれに当たると考えられる。都議会での質疑によ

れば、整備が完了した工事費や終期が定められている事業のその到来で終了した事業費な

ども含まれるようである。でも、8年間で「累計 8,100 億円」は確保額としてはあまりにも

大き過ぎるのではないだろうか。数字に誤りがないとしても、「そんなに多くのムダな(一概

にムダとは言えないが、不必要な)経費があるのか？」と疑問に思うと同時に、財源確保額

を毎年度増やし続けていかなければならない都職員の大変さに想いを致すべきかもしれな

い。 

 3つ目の特徴は「経常経費」が税収の増加額を上回って増加していることである。東京都

にあっては、歳出予算は「経常経費」、「投資的経費」、「公債費」、都区財政調整交付金など

の「税連動経費等」に区分して公表されているが、その予算額を見ると、【表 2】のように 



8 年間の「経常経費」の増加額は都税の増加額を超え、その伸び率も都税の伸び率を 9.3 ポ

イント上回っている。「特定目的基金の積立金を除く経常経費」、当初予算での特定目的基金

の積立金はそれ以外の「経常経費」とは性格が異なるので、「特定国的基金の積立金を除く

経常経費」が経常経費の実態を表していると考えられるが、その額を都税と比較して見ると、

「特定国的基金の積立金を含む経常経費」のそれよりも、増加額も伸び率もいずれも都税の

それを上回っている。近年ではコロナ対策の経費が多額であったが、2024(R6)年度では平

時に戻ったと考えられことから、その影響は基本的にはないだろう。しからば、その増加要

因は何かと考えると、その確たる要因は分からないが、考えられる要因の一つは毎年度の新

規事業にあるのではないだろうか。新規事業には「Tokyo強靭化プロジェクト」に基づく調

節地の新規着工などの「投資的経費」も含まれるが、それらは着工から一定の期間を経て完

成し、事業が年々入れ替わるものであることから、この間の「投資的経費」は途中オリンピ

ック関連施設の整備で膨らんだこともあったが、8年前とは同額程度の予算額である。した

がって、「投資的経費」に係る新規事業は経費の増加要因としての影響は少ないと考えられ

る。 

新規事業は、知事発言などによれば、事業評価によって確保された額などを充ててそれを

賄ったとされている。しかし、新規事業の件数は原則公表されているが、その所要経費につ

いては公表されている年度は少なく、年々の所要経費の累積額も分からない。「新規事業に

要する経費」ついては「その年度の事業評価による財源確保額 A」でその全てを賄うことは

できず、「追加的な財源 B」を投入せざるを得ない。さらに、その新規事業に要する経費は

通常その翌年度以降も同額であることはなく、その規模も拡大し、予算額も増加し続けてい

くだろう。さすれば、「新規事業の翌年度以降の所要経費」は「新規事業の開始年度の事業

評価による財源確保額 A」＋「追加的な財源 B」＋「新規事業開始年度以降の増加額 C」と

なる。そのことが毎年度繰り返され、積みあがったその額(＝B＋C)は「事業評価による財

源確保額 Aの累積額 8,100 億円」を当然に超えることとなる。累積財源確保額(約 8,100 億

円)が正確な数字であるとするなら、「B＋C」が「経常経費」の増加額 13,022 億円の大きな

要因となったのではないだろうか。堅調な税収に支えられたとは言え、残念ながら「財政規

律」は弛緩したと言わざるを得ない。 

「特定目的基金の積立金を除く経常経費」の内訳を見てみると、区市町村や個人・事業者

への補助金などの「補助費等」の増加額が大きい。具体的には、市町村総合交付金、高校授

業料助成などの私学助成、ゼロエミ住宅普及促進事業、EVZ普及促進事業などである。「物

件費」は非常勤職員の賃金や委託料などであり、その増加額・増加率がともに非常に高いが、

各種イベント経費の増加もあろうが、それだけでは説明できない増加要因があるだろう。

「扶助費」は都が直接実施する福祉的な給付に要する経費であるが、「018 サポート」など

が含まれる。性質別経費の増加要因についてはさらなる分析が必要だろう。 

小池知事以前の石原(3～4 期目)・猪瀬・舛添の 3知事時代を同じく【表 2】で見ると、都

税が 3,000 億円減少するなか、「特定目的基金の積立金を除く経常経費」は 2,600 億円程度



増加している。この時期の都税の減は 2009(H21)年度における景気の急速な悪化による減

収とともに、「平成 20 年度税制改正」の影響で、それが平年度化した 2010(H22)年度で法

人事業税が 3,859 億円の減収(地方法人特別譲与税は 1,957 億円で「税制改正」による影響

額は 1,902 億円の減収)となると見込まれたことによるものである。その時の「税制改正」

は「地域間の税収の偏在是正」を名目に、暫定措置として法人事業税(2.6 兆円、消費税の

1%相当)を国税化(地方法人特別税)し、その同額を人口と従業者数を基準として地方譲与税

(地方法人特別譲与税)として配分するとするものである。「特定目的基金の積立金を除く経

常経費」の増は財政再建期を経て 2005(H17)年度に実質収支(普通会計ベース)の黒字化を

達成し、2007(H19)年度には減債基金の積立不足などの「隠れ借金」を解消できたことから、

必要な施策の充実を図ったことによるとも考えられるが、「タガが緩んできた」とも言える。

しかし、その増加額は小池都政下の増加額の 1／5程度に収まっており、なお堅実な財政運

営に努めてきたと言える。石原知事など 3知事時代の「投資的経費」の増は財政再建期に大

幅に削減した予算額をそれ以前の予算額に戻したことによるものであると理解できる。 

 

 

【表 2】小池都政下の 8年間とそれ以前の 8 年間の当初予算の変化  

単位は億円 ()内は増減率(％) 

                              

        2008(H20)   増加額   2016(H28)   増加額   2024(R6) 

 歳  出    68,560   1,550(2.3)   70,110   14,420(20.6)   84,530 

 

都  税    55,097  △3,014(△5.5)  52,083   11,782(22.6)   63,865 

「偏在是正」     0  △4,100     △4,100   △9,137    △13,237 

 

経常経費 A   40,923   △751(△1.8)  40,172   12,811(31.9)   52,983 

経常経費 B   37,027    2,626(7.1)   39,653   13,022(32.8)   52,675 

うち給与関係費 16,880   △1,084(△6.4)  15,796    1,435(9.1)   17,231 

    物件費  2,732     436(16.0)   3,168    2,437(76.9)   5,606 

    扶助費  1,475     390(26.4)   1,865    1,203(64.5)   3,068 

    補助費等 8,272     3,047(36.8)  11,319    5,554(49.1)  16,873 

 投資的経費    7,319    3,641(49.7)   10,960    △241(△2.2)   10,719 

 公債費      6,680   △2,277(△34.1)  4,403   △1,165(△26.5)  3,238 

 税連動経費等  13,639    936(6.9)    14,575    3,015(20.7)  17,590 

 

 (注) 「偏在是正」は「偏在是正措置による影響額」の意である。 

    経常経費 Aは「特定目的基金の積立金を含む経常経費」であり、経常経費 B は「特



定国的基金の積立金を除く経常経費」である。 

    公債費には減債基金への積立金が、税連動経費等には財政調整基金への積立金が

含まれる。 

 

小池知事の下、8年間に渡って予算化され続けた新規事業とその増加する経費が今や都財 

政の抱える「根雪」となったと言えるのではないだろうか。この先、それを“掘り起こす”こ

とが都財政にとって最大の課題である。 

 

 東京都知事選挙は 2024(R6)年 7月 7 日に迫っている。小池知事の 3 選出馬が取りざたさ 

れるなか、5月下旬、民主党政権時代の「事業仕分け」で名を馳せた立憲民主党の蓮舫(齊 

藤蓮舫)参院議員が立候補を表明した。都議会第 2回定例会の最終日の 6月中旬、小池百合 

子氏は出馬を表明した。選挙結果は分からない。 

一方、支持率が低迷する岸田政権の命運も尽きかけ(？)、裏金疑惑で揺れる自民党のこの 

先も見通し難い。国政の場になお心を残す小池氏が復帰に向けて再起動するかも分からな

い。そろそろ Changeがあっても…。 

 

(追記) 都知事選は 2024 年 7月 7 日に投開票され、小池百合子現知事が約 292 万票を得て

3 選を果たした。前広島県安芸高田市長石丸伸二氏は 166 万票、前参議院議員蓮舫氏は 128

万票であった。同日には 9 選挙区で都議補選も投開票され、当選者数は「都民ファ―ストの

会」3、自民 2、立憲 1、諸派 1、無所属 2で、自民党は候補者を擁立した 8 選挙区で 2勝 6

敗であった。補選後の都議会(定数 127)の会派構成は自民 30、「都ファ」28、公明 23、共産

19、立憲 16などとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【表 1】 一般会計の歳出と都税の推移    上段：金額(億円) 下段：増減率(％) 

        歳     出             都     税 

     当初予算   最終予算   決算   当初予算   最終予算   決算 

2008   68,560    69,612   67,501    55,097    53,202   52,801 

(H20)    3.8     △0.4     0.5      3.9     △3.1   △4.2 

 

2016   70,110    70,036   65,989    52,083    52,215   52,360 

(H28)    0.8     △2.2    △2.8      3.7     0.3    1.0 

 

 2017   69,540    71,904   66,932    50,911   52,238   52,730 

(H29)   △0.8      2.7     1.4     △2.3     0.0    0.7 

 2018   70,460    75,255   72,348    52,332   54,653   54,464 

(H30)    1.3     ４.7      8.1      2.8     4.6    3.3 

 2019   74,610    77,528   74,446    55,032   56,183   56,318 

(R 元)    5.9      3.0     2.9      5.2     2.8    3.4 

2020   73,540    96,818   84,870    54,446   52,525   53,498 

(R2)     △1.4      24.9     14.0     △1.1    △6.5    △5.0 

 

2021   74,250    104,080   94,617    50,450   56,068   58,479 

(R3)     1.0       7.5    11.5     △7.3     6.7    9.3 

2022   78,010    95,284   90,478    56,308   61,244   61,644 

 (R4)     5.1      △8.5    △4.4     11.6     9.2    5.4 

 2023   80,410    88,520     ―    62,010   63,121    ― 

 (R5)     3.1     △7.1      ―     10.1     3.1    ― 

 2024   84,530      ―     ―    63,865     ―    ― 

 (R6)     5.1      ―     ―       3.0     ―    ― 

(注)1 「当初予算」及び「最終予算」には前年度からの繰越額を含まない。 

  2 「決算」は歳出決算で、前年度からの繰越額を含む。 
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